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第１章 基本方針 

 

第１節 迅速な災害応急活動体制の確立 

災害応急対策を迅速かつ的確に展開するため、市その他の防災関係機関の緊急時の組織体制、

情報の収集・伝達体制を確立するとともに、防災関係機関相互の連携の仕組みを盛り込んだ応急

活動体制を明示する。  

 

第２節 円滑な応急活動の実施 

災害応急対策を円滑に展開するため、次の事項を中心に、マニュアル性も考慮しつつ、対策内

容を点検、整備の上、明示する。 

なお、災害応急活動の実施に当たっては、その総合的推進に努めるとともに、時系列的な側面

から重点的に実施すべき事項を的確に把握し、対処することが必要である。こうした観点から、

災害応急対策の主な流れを示すと次のとおりである。 

 

時間経過 災害応急活動体制 災害応急活動内容 

初 動 対 策 

（発災直後） 

職員初動マニュアルに基づ

く非常配備体制により活動

する。 

・災害対策（警戒)本部の設置 

・災害対策要員の確保 

・被害情報の収集・伝達体制 

・通信手段・情報網の確保 

・防災関係機関との連携体

制 

・災害情報の収集・提供、広報活動の実施 

・災害救助法の適用 

・人命救出・救助活動、救急医療活動の実施 

・消火・水防活動等被害拡大防止活動の実施 

・避難行動要支援者等の安全確保対策の実施 

・避難対策の実施 

・食料、物資の供給、応急給水の実施 

・ライフライン応急対策の実施 

・交通規制等交通の確保対策の実施 

・緊急輸送路の確保等緊急輸送対策の実施 

緊 急 対 策

(発災後１日

程度以降) 

平常時の勤務体制を基本と

し、災害の規模、態様及び時

間経過に応じた対応体制の

整備を図る。 

・各種相談窓口の設置 

・被災者への生活救援対策の実施 

・災害ボランティアの受入環境整備 

・市外からの支援受入態勢整備 

・土木施設応急復旧の実施 

・感染症対策等保健・衛生対策の実施 

・遺体の火葬等の実施 

・学校における教育機能回復等の教育対策の実施 

応 急 対 策

(発災後１週

間程度以降） 

 ・応急仮設住宅建設等住宅確保対策の実施 

・ガレキ、ごみ処理対策等廃棄物対策の実施 

・被災者のこころのケア等精神医療対策の実施 

 

継
続
実
施 
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災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害対策本部を設置し、兵庫県災害対策本

部、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等と緊密な連絡、協力の下に災害応急

対策を実施する。ただし、災害対策本部を設置するに至らない小災害が発生した場合にあって

は、危機管理課で警戒体制をとり、平常時における組織をもって対処する。 

また、災害に対して警戒を強化する必要があると判断したとき、災害警戒本部を設置する。 

組織及び事務分掌については、相生市災害対策本部条例（昭和 38 年条例第 22 号）及び相生

市災害対策本部設置要綱（昭和 38年訓令第６号）に定めるところによる。 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第１節 組織及び職員の動員等 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防 災 班 （ 危 機 管 理 課 ） 

（１）警戒体制の確立 

（２）災害警戒本部の設置 

（３）災害対策本部の設置 

（４）組織図 

（５）分掌業務 

 

３ 取組み内容 

（１）警戒体制の確立 

ア 設置基準 

防災監は、災害警戒本部を設置されるまでの間で、情報の収集及び共有等を行う必要がある

とき、危機管理課に警戒体制を敷くことができる。災害に対する応急活動体制が必要な場合で、

本部を設置するまでの状況判断や必要な指令は防災監が行う。 

 

イ 構成 

防災監は、災害警戒本部を設置されるまでの間で、情報の収集及び共有等を行う必要がある

ときは、関係職員を指名し招集する。 

 
  



－ 181 － 

 

ウ 所掌事務 

（ア） 情報の収集及び共有 

（イ） 災害警戒本部設置の検討 

（ウ） その他防災監が必要と認める業務 

 

エ 報告 

防災監は、必要な事項を副市長に報告する。 

 

オ 解散 

防災監は、次の場合に、警戒体制を解散する。 

（ア） 災害警戒本部が設置されたとき。 

（イ） 災害発生のおそれが無くなったとき。 

 

（２）災害警戒本部の設置 

ア 設置基準 

副市長は、次の場合に災害警戒本部を設置する。 

（ア） 気象庁が、兵庫県瀬戸内海沿岸の予報区に津波注意報を発表したとき。 

（イ） 暴風、大雨、火災、洪水又は高潮警報等が発表され、災害の発生のおそれがあるとき。 

（ウ） 上記の警報が発表され、土砂災害警戒区域及び特別警戒区域において危険な状態が予

想されるとき。また、前兆現象が確認されたとき。 

（エ） 風水害等により小規模の災害が発生したとき。 

（オ） その他副市長が本部を設置し、応急対策を実施する必要があると認めたとき。 

  

イ 構成 

次に掲げる構成員は、召集された時は速やかに参集し、所掌業務を行う。なお、本部員は、

事務を迅速に行うために、必要に応じ関係職員を配備することができる。 

 

本部長 副本部長 本部員 

副市長 防災監 企画総務部長 

財務部長 

市民生活部長 

健康福祉部長 

建設農林部長 

市民病院事務局長 

会計管理者 

議会事務局長 

教育長 

教育次長 
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ウ 所掌事務 

本部員は、次の事項を所掌するとともに、適宜、本部長に報告を行う。 

（ア） 被害情報の収集及び分析 

（イ） 県及び防災関係機関からの情報収集並びに分析 

（ウ） 初期応急対策及び配備体制の検討 

（エ） その他本部長が必要と認める業務 

 

エ 報告 

本部長は、必要な事項を市長に報告する。 

 

オ 解散 

本部長は、次の場合に、災害警戒本部を解散する。 

（ア） 災害対策本部が設置されたとき。 

（イ） 災害発生のおそれが無くなったとき。 

 

カ 災害対策本部体制への移行 ～災害対策本部の設置～ 

災害警戒本部は、被害状況により災害対策本部の設置が必要であると判断した場合は、市長

に状況を説明し、災害対策本部の設置を要請する。 

市長は、市域に大規模な被害が発生し、若しくは発生するおそれがあるとき、又は市の総力

をあげて災害応急対策を実施することが必要であると認めるときは、災害対策本部を設置し、

体制を配備する。 
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（３）災害対策本部の設置 

ア 設置基準 

市長は、次の場合に災害対策本部を設置する。 

（ア） 暴風、大雨、洪水又は高潮等の警報が発表され、かつ、災害対策について特別の措置

が必要と認められるとき。 

（イ） 気象庁が、兵庫県瀬戸内海沿岸の予報区に津波警報を発表したとき。 

（ウ） 大規模な被害が生じ、さらに被害が拡大するおそれがあるとき。 

（エ） 消防庁の火災・災害等速報要領の速報基準に達したとき。 

（オ） 災害救助法の適用基準に達するおそれがあるとき。 

（カ） その他市長が本部を設置し応急対策を実施する必要があると認めたとき。 

 

イ 開設場所 

災害対策本部は、危機管理課又は会議室に設置する。ただし、市庁舎が被災する等何らかの

理由で危機管理課又は会議室が使用できない場合は、次の順序で本部を移設する。 
 

第 １ 順 位 第 ２ 順 位 

総合福祉会館 
災害の種類に応じて活用可能な施設を 

災害対策本部長が指定する 

 

  

ウ 廃止 

本部長（市長）は予想された災害の危険が解消したと認められるとき、又は災害に関し応急

措置がおおむね終了し、平常の事務分掌により処理できる段階に達したときは、本部の活動を

終了し、本部を廃止するものとする。 

 

エ 設置及び廃止の通知 

本部長（市長）は、災害対策本部を設置し、又は廃止したときは、防災会議委員及び関係機

関等に通知するとともに、報道機関に発表する。 

 

オ 市長の職務代理 

災害対策本部の総括指揮者は本部長（市長）であるが、不在の場合は次の順序による。 
 

第 １ 順 位 第 ２ 順 位 

副 市 長 防 災 監 
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（４）組織図 

 

 

 

 

 

 

     災害対策本部 

      本部長（市長） 

      副本部長（副市長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

市 長

副 市 長

防 災 監

企画総務部長

財務部長

市民生活部長

健康福祉部長

建設農林部長

市民病院事務局長

会計管理者

議会事務局長

教育長

教育次長

部長相当職

本
部
室 

企
画
総
務
部 

財
務
部 

市
民
生
活
部 

健
康
福
祉
部 

建
設
農
林
部 

救
護
部 

協
力
部 

 

教
育
部 

 

現地災害対策本部 

現地災害対策本部 

現地災害対策本部員 

その他職員 

 
＊現地災害対策本部は、災害対策本部長が被災現地の状況を把握し、応急対策を迅速かつ的確に実施するために必要

と判断した場合に設置する。 
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（５）分掌業務 

各担当班の分掌業務は次のとおりとする。 

本部室又は部名 

本部室長及び副本部室長又は

部長及び副部長並びに担当職 

班名 

班長担当職及び担当課名 
分掌概要 

 本部室 

室長  

防災監 

副室長  

危機管理課長 

防災班 

危機管理課長 

危機管理課 

総務課 

１ 本部の設置及び廃止に関すること。 

２ 本部会議に関すること。 

３ 被害状況及び被害応急対策実施状況の取りまとめ
に関すること。 

４ 配備体制、応急対策その他の本部命令の伝達に関す
ること。 

５ 自衛隊その他関係機関への要請に関すること。 

６ 災害救助法の適用申請に関すること。 

７ 市議会及び県への報告に関すること。 

８ 防災会議に関すること。 

９ 災害用電話連絡の確保に関すること。 

10 現地災害対策本部に関すること。 

11 災害関連総合相談窓口に関すること。 

12 隣保館及び地域施設の被害調査及び災害応急対策
の実施に関すること。 

13 地域にかかる情報の収集及び連絡に関すること。 

14 その他災害応急対策全般の調整に関すること。 

15 水防活動に関すること。 

16 消防団に関すること。 

企画総務部 

部長  

企画総務部長 

副部長  

企画広報課長 

企画総務班 

企画広報課長 

企画広報課 

定住促進室 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害状況及び災害応急対策実施状況の取り
まとめに関すること。 

３ 外国人対策に関すること。 

４ 西播磨水道企業団との連絡調整に関すること。 

５ 西はりま消防組合との連絡調整に関すること。 

６ 国、県関係災害視察者等の連絡に関すること。 

７ 本部長及び副本部長の被災地視察に関すること。 

８ 災害功労者のほう賞に関すること。 

９ 一般見舞客の応接に関すること。 

10 応急避難及び警報の伝達に関すること。 

11 災害情報の収集及び伝達に関すること。 

12 報道機関との連絡及び広報活動に関すること。 

13 国県等災害陳情に関すること。 

14 部長の特命事項に関すること。 

財務部 

部長 

 財務部長 

副部長 

 会計管理者 

 

 

 

 

財務総務班 

財政課長 

財政課 

 

 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害状況及び災害応急対策実施状況の取り

まとめに関すること。 

３ 市有財産の被害調査に関すること。 

４ 工事箇所の防災及び応急対策の指示に関すること。 

５ 災害用公用自動車の配車及び運行に関すること。 

６ 災害救助用車両の運行経路に関すること。 

７ 災害救助用物品の調達に関すること。 

８ 災害関係費の予算措置に関すること。 
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本部室又は部名 

本部室長及び副本部室長又は

部長及び副部長並びに担当職 

班名 

班長担当職及び担当課名 
分掌概要 

 

 
調査班 

税務課長 

税務課 

徴収対策室 

１ 土地及び家屋の被害調査に関すること。 

２ 被災者台帳及び被災証明に関すること。 

３ 災害に関する市税の減免に関すること。 

出納班 

出納室長 

出納室 

１ 見舞金及び義援金の収入に関すること。 

２ 災害費支出の審査及び支払いに関すること。 

３ 災害対策用物資の検収に関すること。 

市民生活部 

部長  

市民生活部長 

副部長  

市民課長 

 市民生活総務班 

市民課長 

市民課 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害状況及び災害応急対策実施状況の取り

まとめに関すること。 

３ 応急救助用食糧の調達及びあっせんに関すること。 

４ 主食配給の特別措置に関すること。 

５ 炊き出し箇所の指定及び炊き出し従事者の出動要

請その他炊き出しに関すること。 

６ 災害に伴う住民の実態把握に関すること。 

７ 災害に伴う死体埋火葬許認可に関すること。 

８ 部長の特命事項に関すること。 

地域振興班 

地域振興課長 

地域振興課 

１ 災害にかかわる市民からの申出の受付と内外に対

する連絡に関すること。 

２ 中小企業者の災害特別融資に関すること。 

３ 商工業の被害調査及び応急対策に関すること。 

環境班 

環境課長 

環境課 

１ 死体の措置に関すること。 

２ 災害時における清掃に関すること。 

３ 災害時の防疫に関すること。 

４ 衛生施設の被害調査及び災害応急対策の実施に関すること。 

健康福祉部 

部長  

健康福祉部長 

副部長  

社会福祉課長 

健康福祉総務班 

社会福祉課長 

社会福祉課 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害状況及び災害対策実施状況の取りまと

めに関すること。 

３ 被災者に対する生活保護に関すること。 

４ 被災者に対する生業資金、世帯厚生資金等の貸与に

関すること。 

５ 救護活動要員の確保に関すること。 

６ 部長の特命事項に関すること。 

長寿福祉班 

長寿福祉室長 

長寿福祉室 

子育て元気課 

１ 災害救援物資及び援護金の配布に関すること。 

２ 社会福祉施設の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 医療施設の被害調査及び応急対策に関すること。 

４ 災害弱者対策に関すること。 

５ 災害対策用医薬品及び衛生材料の調達及び配布に

関すること。 

６ 健康に係る巡回相談に関すること。 

７ 災害時における傷病者の看護に関すること。 

看護専門学校班 

看護専門学校事務長 

看護専門学校 

１ 看護専門学校の被害調査及び災害応急対策の実施

に関すること。 

２ 看護専門学校が避難所に指定された場合の管理及

び連絡に関すること。 
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本部室又は部名 

本部室長及び副本部室長又は

部長及び副部長並びに担当職 

班名 

班長担当職及び担当課名 
分掌概要 

建設農林部 

部長  

建設農林部長 

副部長  

建設管理課長 

建設農林総務班 

建設管理課長 

建設管理課 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害状況及び災害対策実施状況の取りまと

めに関すること。 

３ 被災住宅に対する災害特別融資に関すること。 

４ 下水道施設の被害調査及び応急対策に関すること。 

５ 被災公営住宅の復旧工事に関すること。 

６ 部長の特命事項に関すること。 

都市整備班 

都市整備課長 

都市整備課 

１ 道路及び橋梁に関する応急対策並びに被害調査に

関すること。 

２ 河川に関する応急対策及び被害調査に関すること。 

３ 砂防及び地すべりに関する応急対策及び被害調査

に関すること。 

４ 港湾及び海岸に関する応急対策並びに被害調査に

関すること。 

５ 災害時の道路の交通規制及び交通の確保に関すること。 

６ 非常災害区域内における仮設建築物に関すること。 

７ 応急仮設住宅の建設及び応急修理に関すること。 

８ 公園及び街路に関する応急対策及び被害調査に関

すること。 

農林水産班 

農林水産課長 

農林水産課 

１ 農林関係の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 被害農家に対する農業経営維持安定資金の融資及

び農業保険金の支払いに関すること。 

３ 水産及び漁業関係の被害調査及び応急対策に関す

ること。 

救護部 

部長  

市民病院長 

副部長  

市民病院事務局長 

救護総務班 

市民病院総務課長 

市民病院事務部門 

１ 本部との連絡及び部内の連絡調整に関すること。 

２ 部内の被害調査及び災害応急対策の実施に関すること。 

３ 部長の特命事項に関すること。 

救護班 

市民病院副院長 

市民病院診療部 

門・看護部門 

１ 災害時における傷病者の応急施療及び看護に関す

ること。 
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本部室又は部名 

本部室長及び副本部室長又は

部長及び副部長並びに担当職 

班名 

班長担当職及び担当課名 
分掌概要 

協力部 

部長  

議会事務局長 

副部長  

選挙管理委員会 

事務局長 

第 1協力班 

議会事務局次長 

議会事務局 

１ 入浴施設対策に関すること。 

２ 本部長の特命事項に関すること。 

第2協力班 
選挙管理委員会事務局長 
選挙管理委員会事務局 

第3協力班 
監査事務局長 
監査事務局 

第4協力班 
 農業委員会事務局長 
農業委員会事務局 

第5協力班 
公平委員会事務局長 
公平委員会事務局 

教育部 
部長 
教育長 

副部長 
教育次長 

 

庶務班 
管理課長 
管理課 

１ 教育部本部及び事務局の設置及び閉鎖に関する
こと。 

２ 配備体制その他本部命令の伝達に関すること。 
３ 気象情報の受信及び伝達に関すること。 
４ 災害情報の受信及び応急対策の指示に関するこ
と。 

５ 被害状況及び災害応急対策実施状況の取りまと
めに関すること。 

６ 本部及び各班の連絡調整に関すること。 
７ 本部及び関係機関への連絡並びに要請に関する
こと。 

８ 災害に関する予算措置に関すること。 
９ 教育施設の被害状況調査及び応急対策並びに災
害復旧に関すること。 

10 教育施設を市民の避難場所に提供する件に関す
ること。 

11 その他災害応急対策全般の調整に関すること。 

学校教育班 
学校教育課長 
学校教育課 

１ 応急教育実施の予定場所、方法等に関すること。 
２ 教科書、教材、学用品等被害状況の調査、調達及
び配給に関すること。 

３ 幼児、児童、生徒の被害状況調査及び応急対策に
関すること。 

４ 学校給食施設の被害状況調査及び応急対策に関
すること。 

５ 災害時における学校(幼稚園)の防疫に関するこ
と。 

６ 被害教職員の調査及び応急対策に関すること。 
７ 教職員の公務災害に関すること。 
８ その他教職員の被害に関すること。 

生涯学習班 
生涯学習課長 
生涯学習課 
 

１ 社会教育施設の被害状況調査に関すること。 
２ 文化財の被害状況調査及び応急措置に関するこ
と。 

３ 避難所に指定された場合の管理及び連絡に関す
ること。 

体育振興班 
体育振興課長 
体育振興課 
 

１ 社会教育施設の被害状況調査に関すること。 
２ 避難所に指定された場合の管理及び連絡に関す
ること。 
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本部室又は部名 

本部室長及び副本部室長又は

部長及び副部長並びに担当職 

班名 

班長担当職及び担当課名 
分掌概要 

人権教育推進班 
人権教育推進室長 
人権教育推進室 

１ 教育集会所の被害状況の調査及び本部への連絡
に関すること。 

２ 避難所に指定された場合の管理及び連絡に関す
ること。 

市立学校班 
市立各学校長 
市立各学校教職員 

 
市立幼稚園班 
市立幼稚園長 
市立幼稚園教職員 

１ 幼児、児童、生徒の安全対策に関すること。 
２ 市立学校校（園）舎の保全及び応急対策に関する
こと。 

３ 自校の被害状況の調査及び本部への連絡に関す
ること。 

４ 幼児、児童、生徒の被害及び応急対策に関するこ
と。 

５ 教職員の被害及び応急対策に関すること。 
６ 避難所の管理及び連絡に関すること。 
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災害対策本部を設置する場合及び設置後の職員動員計画を定める。 

 

第２節 動員計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 本 部 事 務 局 

（１）動員の方法 

（２）配備体制 

（３）配備の命令を受けた市職員の行動 

（４）災害対策本部班員総括表 

 

３ 取組み内容 

（１）動員の方法 

ア 勤務時間内の場合 

災害対策本部の配備体制については、本部長の命に基づき、次の順序で伝達することとし、

原則として、平常勤務体制で対応することとする。 

 

 

（注）上記の伝達方法は、庁内放送をもって行うことがある。 

 
 

イ 勤務時間外の場合 

突発的に災害が発生し、緊急に職員を動員する必要があるときは、本部長の命に基づき、次

の順序で伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記の伝達方法は、電話、携帯電話、メール等最も速やかに行える方法による。 
  

災害対策本部

長 

防災班 本部連絡員 各部連絡担当

者 

各班 

市 長 

副市長 

防災監 

危機管理課長 

本部員 

各課長 課員 
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（２）配備体制 

災害本部における配備体制は、次のとおりとする。 

 

配備体制 配備内容 災 害 の 状 況 
本部室設置 

場    所 

第１号配備体制 

少数の人数を配備

し主として情報連

絡に当たる体制 

１ 暴風警報、大雨警報、洪水警報、高潮

警報、波浪警報のいずれかが発表され、

小規模の被害が生じるおそれがあると

き 

２ 小規模の災害が発生した場合 

危機管理課 

第２号配備体制 

所属人員の２割か

ら５割までの人員

を配備し、防災活動

に当たる体制 

１ 暴風警報、大雨警報、洪水警報、高潮

警報、波浪警報のいずれかが発表され、

中規模の被害が生じるおそれがあると

き 

２ 中規模の災害が発生した場合 

本庁会議室 

第３号配備体制 

所属人員全員を配

備し、防災活動の万

全を期する体制 

１ 大規模な災害が予想される気象情報

が発表され、大規模の被害が生じるお

それがあるとき 

２ 大規模の災害が発生した場合 

本庁会議室 

 
 

（３）配備の命令を受けた市職員の行動 

（ア） 原則として、勤務時間の内外を問わず、直ちに各所属で配備に就くこととする。 

（イ） 勤務時間外に配備の命令を受けた場合において、職員自身又は家族の被災等のため配

備に就くことができないときは、直ちにその旨を所属長に連絡することとする。 

（ウ） 勤務時間外に配備の命令を受けた場合において、居住地の周辺で大規模な被害が発生

し、自主防災組織等による人命救助活動等が実施されているときは、これに参加し、そ

の旨を所属長に連絡することとする。ただし、本部長、副本部長、本部員及び防災班要

員については、この限りでない。 

（エ） 勤務時間外に配備の命令を受けた場合において、交通機関の途絶等のため、指定集合

場所に赴くことができないときは、次によって災害応急対策に従事することとする。 

ａ 通信連絡により、所属長又は災害対策本部の指示を受けること。 

ｂ 前記の措置が不可能な場合は、最寄の市施設、指定避難所等に参集することとする。 

ただし、本部長、副本部長、本部員及び防災班要員については、この限りでない。 

（オ） 職員は、参集途上において火災あるいは事故等に遭遇したときは、付近住民と協力し

適切な処置をとり、その旨を所属長に連絡することとする。 

（カ） 勤務時間外に配備の命令を受けた場合において、居住地の周辺及び指定集合場所に赴

く途中の地域の被害状況等に注視し、これを随時、防災班に連絡することとする。 
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（４）災害対策本部班員総括表 

（平成 28年 4月１日現在） 

部 班 
職   員   数 

男 女 合計 

本 部 室 防 災 班 9 2 11 

企 画 総 務 部 企 画 総 務 班 7 2 9 

財  務  部 財 務 総 務 班 8 0 8 

調 査 班 8 6 14 

出 納 班 0 3 3 

市 民 生 活 部 市 民 生 活 総 務 班 4 11 15 

地 域 振 興 班 7 1 8 

環 境 班 24 1 25 

健 康 福 祉 部 健 康 福 祉 総 務 班 6 3 9 

健 康 介 護 班 3 18 21 

看 護 専 門 学 校 班 3 7 10 

建 設 農 林 部 建 設 農 林 総 務 班 5 0 5 

都 市 整 備 班 14 1 15 

農 林 水 産 班 6 1 7 

救 護 部 救 護 総 務 班 1 0 1 

救 護 班 5 19 24 

協 力 部 第 １ 協 力 班 2 0 2 

第 ２ 協 力 班 2 0 2 

第 ３ 協 力 班 1 1 2 

第 ４ 協 力 班 3 1 4 

第 ５ 協 力 班 1 1 2 

教 育 部 庶 務 班 5 0 5 

学 校 教 育 班 3 2 5 

生 涯 学 習 班 5 2 7 

体 育 振 興 班 3 0 3 

人 権 教 育 推 進 班 1 1 2 

市 立 学 校 班 77 95 172 

市 立 幼 稚 園 班 0 19 19 

９部 28 班 213 197 410 

（注）１ この表の人員中には本部員の数は含まないものとする。 

   ２ 部長はあらかじめ班長に指示し、配備体制ごとの班員の出動区分、連絡先を定めて

おくものとする。 
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災害による被害の軽減を図るため、気象情報等の収集や予警報の迅速かつ確実な伝達を行う。 

また、災害が発生した場合には、被害状況等の情報収集活動を速やかに実施し、応急対策体制

の迅速な立ち上げを図るとともに災害救助法の適用等を速やかに判断できるよう、被害情報の

的確な把握に努める。 

第３節 情報の収集・伝達 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

災 害 対 策 本 部 各 部 各 班 

（取りまとめ 防災班（危機管理

課）） 

（１）気象予警報伝達計画 

（２）災害情報の収集、報告等 

関係機関 防 災 関 係 機 関 被害情報等の情報交換 

 

３ 取組み内容 

（１）情報収集計画 

気象予警報、火災警報等の発表、伝達及び周知徹底及び異常現象発見時の措置については、本

計画の定めるところによる。 

 

ア 気象注意報、気象警報等の種類及び発表基準 

（ア） 注意報 

県内のいずれかの地域において、異常気象等によって災害が起こるおそれがある場合

に、気象業務法に基づき神戸地方気象台が発表するものをいう。相生市の基準は次のと

おりである。 

 

〈注意報発表基準一覧表（平成26年10月9日現在）〉 

注 意 報 名 基 準 等 

洪 水 

注意報 

（雨量基準） 
平坦地：１時間雨量 20mm 

平坦地以外：１時間雨量 30mm 

（流域雨量指数基準） － 

（複合基準） － 

気 象 

注意報 

風 雪 陸上 12m/s 雪を伴う 

（平均風速） 海上 15m/s 雪を伴う 

強 風 陸上 12m/s 

（平均風速） 海上 15m/s 
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注 意 報 名 基 準 等 

大 雨 平坦地：１時間雨量 20mm 

（雨量基準） 平坦地以外：１時間雨量 30mm 

（土壌雨量指数基準） 105 

大 雪 平地 24 時間降雪の深さ 10cm  

（降雪の深さ） 山地 24 時間降雪の深さ 20cm 

波 浪 
1.5m 

（有義波高） 

高 潮 
1.2m 

（ 潮 位 ） 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融 雪  

濃 霧 陸上 100m 

（ 視 程 ） 海上 500m 

乾 燥 最小湿度 40％で実効湿度 60％ 

霜 
4 月以降の晩霜 神戸地方気象台で最低気温 4℃以下、姫路特別

地域気象観測所で最低気温 2℃以下 

着 氷  

着 雪 
24 時間降雪の深さ：20cm 以上 

気温：2℃以下 

地 面 

現 象 

注意報 

な だ れ 

①積雪の深さ 70cm 以上あり降雪の深さ 20cm 以上 

②積雪の深さ 50cm 以上あり最高気温 9℃以上又は 24 時間雨量

10mm 以上＊1 

低 温 最低気温-4℃以下＊2 

着 雪 

(24 時間降雪の深さ) 
20cm 以上 

（ 気 温 ） 2℃以下 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 110mm 

＊1 気温は神戸地方気象台、姫路特別地域気象観測所、洲本特別地域気象観測所の値。 

＊2 気温は神戸地方気象台、姫路特別地域気象観測所、洲本特別地域気象観測所の値。 

 

（イ） 警報 

県内のいずれかの地域において、異常気象等によって重大な災害が起こるおそれがあ

ると予想される場合に、気象業務法に基づき神戸地方気象台が発表するものをいう。相

生市の基準は次のとおりである。 

〈警報発表基準一覧表（平成26年10月9日現在）〉 

警 報 名 基 準 等 

洪 水 

警 報 

洪 水 平坦地：１時間雨量 45mm 

（雨量基準）  平坦地以外：１時間雨量 60mm 

気 象 

警 報 

暴 風 雪 陸上 20m/s 雪を伴う 

（平均風速） 海上 25m/s 雪を伴う 

暴 風 陸上 20m/s  

（平均風速） 海上 25m/s 

大 雨 平坦地：１時間雨量 45mm 

＜浸水害＞ 

（雨量基準） 
平坦地以外：１時間雨量 60mm 

＜土砂災害＞ 

（土壌雨量指数基準） 
168 
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警 報 名 基 準 等 

大 雪 平地 24 時間降雪の深さ 20cm 

（降雪の深さ） 山地 24 時間降雪の深さ 40cm 

波 浪 

（有義波高） 
3.0m 

高 潮 

( 潮 位 ) 
1.8m 

 

（ウ） 特別警報 

    特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える現象に対して発表するものをいい、そ

の発表基準は、次のとおりである。 

現象の種類 基準 

大雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、

若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大

雨になると予想される場合 

暴風 数十年に一度の強度の台風

や同程度の温帯低気圧によ

り 

暴風が吹くと予想される場合 

高潮 高潮になると予想される場合 

波浪 高波になると予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風

が吹くと予想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

 

（エ）  気象情報 

台風やその他の異常気象等についての情報を一般及び関係機関に対して具体的に速

やかに発表するものをいう。 

 

（オ） 津波警報等 

ａ 県内のいずれかの地域において、津波が起こると予想される場合に、気象業務法に

基づき大阪管区気象台又は気象庁本庁が発表する警報等をいう。 

なお、津波警報等は、大阪管区気象台から兵庫県、兵庫県警察本部及び西日本電信

電話㈱を通じて市に伝達されるもので、一般の警報等と異なり、危険区域に対して極

めて迅速に周知徹底を図ることを要するものである。 
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ｂ 震度３以上の揺れが観測され、「震度速報」を発表した場合で、内陸の地震等明らか

に津波の発生のおそれがないと判明している場合には、「震源に関する情報」で「津波

の心配なし」の旨を発表する。 

ｃ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警報解除」又は「津

波注意報解除」として速やかに通知する。 

ｄ 「津波の高さ」とは、当該津波の来襲地域において津波によって潮位が高くなった

時点におけるその潮位と、その時点に津波がなかった場合の潮位（平滑したもの）と

の差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。  
 

（カ） 記録的短時間大雨情報 

短時間に記録的な大雨が観測された時には、一層の注意を喚起するために記録的短時

間大雨情報が発表される。年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測(地

上の雨量計による観測)したり、解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)

したときに、県気象情報の一種として、神戸地方気象台が発表する。兵庫県の基準は、

次のとおりである。 

 

兵庫県南部…１時間 110mm 以上  

兵庫県北部…１時間 100mm 以上 

 

 

 

 

種類 発表基準 数値での発表 巨大地震の場合 とるべき行動 

津波 

警報 

大津波 

予想される津波の高さ

が高いところで３ｍを

超える場合。 

１０ｍ超 

(10ｍ＜予想高さ) 

巨大 

木造家屋が全壊・流失し、人は

津波による流れに巻き込まれ

ます。 

沿岸部や川沿いにいる人は、た

だちに高台や避難ビルなど安

全な場所へ避難する。 

１０ｍ 

(5ｍ＜予想高さ≦10ｍ) 

５ｍ 

(3ｍ＜予想高さ≦5ｍ) 

津波 

予想される津波の高さ

が高いところで１ｍを

超え、３ｍ以下の場合。 
３ｍ 

(1ｍ＜予想高さ≦3ｍ) 
高い 

標高の低いところでは津波が

襲い、浸水被害が発生します。

人は津波による流れに巻き込

まれます。 

沿岸部や川沿いにいる人は、た

だちに高台や避難ビルなど安

全な場所へ避難する。 

津波 

注意報 
津波注意 

高いところで 0.5ｍ程

度の津波が予想されま

すので、注意してくだ

さい。 

１ｍ 

(0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ) 
表記しない 

海の中では人は速い流れに巻

き込まれ、また、養殖いかだが

流失し小型船舶が転覆します。 

海の中にいる人はただちに海

から上がって、海岸から離れ

る。 
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 （キ）  火災警報 

神戸地方気象台の発表する火災気象通報を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防

上危険であると認められるとき、消防法（昭和 23年法律第 186 号）第 22条の規定に基

づき、市長が発するものをいう。 

 

（ク）  乾燥注意報等 

ａ 乾燥注意報 

実効湿度が 60％以下で、最小相対湿度が 40％以下のとき。 

ｂ 強風注意報及び暴風警報 

強風注意報は、平均風速 12m/s 以上、暴風警報は、平均風速 20m/s 以上の風が１時

間以上連続して吹く見込みのとき。ただし、降雨、降雪中は通報しないこともある。 

市長は、神戸地方気象台（県南部）が発表する火災気象通報を、知事からフェニッ

クス防災システム等により受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険であると

認められるとき、消防法第 22条第３項に基づき火災警報を発することとする。 

 

    （ケ） 水防警報 

洪水又は高潮により災害の発生が予想される場合において、国土交通大臣又は知事が

それぞれ指定する河川、湖沼又は海岸について水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 16

条の２又は第１６条の３に基づき発するものをいう。 

 

 

イ 避難勧告等の判断材料 

（ア） 水害に関する情報 

ａ 流域雨量指数・規格化版流域雨量指数 

神戸地方気象台は、防災情報提供システムによって流域雨量指数及び規格化版流域

雨量指数を提供する。 

        (ａ) 流域雨量指数 

流域雨量指数とは、河川の流域に降った雨水がどれだけ下流の地域に影響を与

えるかを、これまでに降った雨と今後降ると予想される雨量から計算して数値化

したもの。各市町の警報・注意報基準河川ごとに６時間先まで予想を行い、注意報

基準超過、警報基準超過についてそれぞれ表示する。 

        (ｂ) 規格化版流域雨量指数 

           規格化版流域雨量指数とは、過去20年程度の流域雨量指数の既往最大値を１と

して規格化し、５㎞メッシュ毎に表したもの。指数が１を超える場合は、過去の大

きな水害を上回る水害のおそれがあることを示し、過去に大きな水害を経験して

いない地域においても、過去20年程度の間に経験したことのない大雨が当該河川

流域で降っていることを示している。 
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ｂ 河川水位 

水位 内     容 

氾濫危険

水位 

【直 轄 河 川】市長の避難勧告等の発令判断の目安となる水位 

（特別警戒水位） 

【県管理河川】河川が氾濫し家屋浸水等の被害を生じるおそれがある水位 

 （危険水位） 

避難判断

水位 

【直 轄 河 川】市長の避難準備・高齢者等避難開始等の発令判断の目安とな

る水位 

【県管理河川】市長の避難勧告の発令判断の目安となる水位 

（特別警戒水位） 

氾濫注意

水位 

【直 轄 河 川】水防団の出動の目安となる水位（警戒水位） 

【県管理河川】 市長の避難準備・高齢者等避難開始の発令判断や水防団の出

動の目安となる水位（警戒水位） 

水防団 

待機水位 
水防団が出動に備えて待機する水位（通報水位） 

 

ｃ 洪水予報 

種類 情報名 発表基準 

洪水注意報 氾濫注意情報 ・ 氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が

見込まれるとき 

・ 氾濫注意水位以上で、かつ、避難判断水位未

満の状態が継続しているとき 

・ 避難判断水位に達したが、水位の上昇が見込

まれないとき 

 

洪水警報 氾濫発生情報 ・ 氾濫が発生したとき 

・ 氾濫が継続しているとき 

氾濫危険情報 ・ 氾濫危険水位に到達したとき 

・ 氾濫危険水位以上の状態が継続しているとき 

氾濫警戒情報 ・ 氾濫危険水位に達すると見込まれるとき 

・ 避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が

見込まれるとき（一時的な水位の上昇・下降に

関わらず、水位の上昇の可能性があるとき） 

・ 氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水位を下回

ったとき（避難判断水位を下回った場合を除

く。） 

洪水注意報

（警報解除） 

氾濫注意情報 ・ 氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、

避難判断水位を下回った場合（氾濫注意水位を

下回った場合を除く。） 

・ 氾濫警戒情報発表中に水位の上昇が見込まれ
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なくなったとき（氾濫危険水位に達した場合を

除く。） 

洪水注意報

解除 

氾濫注意情報 ・ 氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫注意情

報を発表中に、氾濫注意水位を下回り、氾濫の

おそれがなくなったとき 

 

（イ） 土砂災害に関する情報 

ａ 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、土砂災害発生の危険度がさらに高

まったときに、市長が避難勧告等の災害応急対応を適時適切に行えるよう、また、住

民の自主避難の判断の参考となるよう、対象となる市を特定して警戒を呼びかける情

報で、都道府県と気象庁が共同で発表するもの。 

 

ウ 伝達系統  

気象予警報の伝達及び周知徹底は、概ね次の系統図により行うものとする。 

なお、通信途絶時に備えて携帯ラジオを配備し、気象予警報の収集に努めるものとする。 

休日、夜間等時間外の災害情報の収集、伝達については本部事務局が収集するとともに速や

かに関係各部へ伝達する。情報を受けた関係各部の職員は直ちに参集し、気象情報等の収集、

伝達等に当たる。 

 

（ア） 伝達系統図  

ａ 気象予警報  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省 消防庁 

ＪーＡＬＥＲＴ 
神戸地方気象台 

兵庫県災害対策センター 

企画県民部防災企画局防災情報室 県河川整備課 

（県水防本部） 

光都土木事務所

所所しょｓ所所 

相 生 市 

危 機 管 理 課 

災害対策本部 
西はりま消防組合 

県災害対策課 水
防
関
係 
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ｂ 津波注意報、津波警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※西日本電信電話㈱の伝達経路は、津波警報及び津波警報解除についてのみ伝達がある。 

 

    （イ） 内部の伝達計画 

 

  

 

 

（ウ） 住民への周知徹底 

市は、防災行政無線、有線放送、携帯電話、インターネット、携帯メール、戸別訪問

等あらゆる手段を用いて、気象予警報の伝達を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    （エ） 災害が発生するおそれのある異常現象発見時の措置 

災害が発生するおそれのある異常現象（異常潮位、洪水等）を発見した者は、次の方

法により関係機関に通報することとする。 

ａ 発見者の通報 

異常現象を発見した者は、直ちに市長又は警察官若しくは海上保安官に通報する。 

大阪管区気象台 

相 生 市 

危 機 管 理 課 

災害対策本部 

近畿管区警察局 

兵庫県警察本部 

相 生 警 察 署 

西はりま消防組合 

㈱NTT マーケティングアクト 

福岡センタ 

日本放送協会大阪放送局 

放 送 

（警報のみ） 

防災班 本部連絡員 各部連絡担当者 各 班 

県 

県警察本部 

NHK 

その他報道機関 

市 

警察署 交 番 

駐在所 

一 

般 

住 

民 

総務省 消防庁 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ 

兵庫県災害対策センター 

企画県民部 防災企画局 

防災情報室 

（警報のみ） 
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ｂ 警察官、海上保安官等の通報 

通報を受けた警察官又は海上保安官は、直ちに市長及び上部機関に通報する。 

ｃ 市長の通報 

ａ、ｂにより通報を受けた市長は、直ちに神戸地方気象台及び県地方機関に通報す

るとともに、住民に対し周知徹底を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）災害情報の収集、報告等 

ア 被害状況の収集 

市は、災害の状況及びこれに対してとられた措置に関する情報を各部において収集及び整理

し、防災班において取りまとめるものとする。 

その際、当該災害が、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような

災害である場合は、至急その旨を県及び内閣総理大臣（窓口消防庁）に通報するとともに、速

やかにその規模を把握するための情報収集を実施し、被害の詳細が把握できない状況にあって

も、迅速な当該情報の報告に努める。 

また、指定公共機関、指定行政機関は、県、市による被害情報の報告が十分なされていない

と判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、各種通信手段の効果的活用により、あ

らゆる手段を尽くして被害情報の把握に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

警 察 官 

海上保安官 

発見者 市長 

住 民 

豊岡測候所 

西播磨県民局 

県民局（企画防災課） 

農林水産振興事務所 

土木事務所・港湾管理事務所 等 

防災企画課 

河川整備課 

港 湾 課 

水 産 課 

漁 港 課 等 

神戸地方気象台 

 

上部機関 

市 民 
各部連絡 

担当班 
各 班 本部連絡員 本部長 本部室防災班 
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イ 各部における調査事項及び報告系統 

部 調査事項 調査（報告）系統 

本部室 取りまとめ 防災班  各部総務班  各班 

企画総務部 １ 防災関係機関の被害状況調査 企画総務班      関係機関 

 

財務部 １ 市有財産の被害調査 

２ 人、住家の被害調査 

財務総務班      市民 

調査班 

市民生活部 １ 市民の被害状況調査 

２ 商工関係の被害調査 

３ 環境衛生施設の被害調査 

 

市民生活総務班    市 民 

           調査班 

地域振興班      市民 

            商工施設 

環境班     民間施設 

        市立施設 

健康福祉部 １ 社会福祉施設の被害調査 

２ 医療施設の被害調査 

長寿福祉班      社会福祉施設 

市内病院・ 診療所 

建設農林部 １ 土木関係の被害調査 

２ 建築関係（住宅）の被害調査 

３ 農林・水産関係の被害調査 

４ 下水道施設の被害調査 

市 民 

建設農林総務班     調査班 

            市 民 

農林水産班       市立施設 

            民間施設 

救 護 部 医療施設（市民病院）の被害調査 救護総務班      市民病院        

教 育 部 教育関係施設の被害調査 各幼稚園 

教育部庶務班     各学校 

その他教育施設                 

ウ 報告基準 

市は、以下の種類の災害が生じたときは、県に災害情報を報告する。 

（ア） 災害救助法の適用基準に合致する災害 

（イ） 災害対策本部を設置した災害 

（ウ） 市域の被害は軽微であっても、隣接する他市町で大きな被害を生じている災害 

（エ） 災害による被害に対して、国の特別の財政的援助を要する災害 

（オ） 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて特に報告の必要があると認められ

る程度の災害 

（カ） （ア）又は（イ）に定める災害になるおそれのある災害  

 
 

エ 被害状況の調査及び報告系統 

市は、県に災害情報を報告する。 

報告すべき災害は、原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で報告する

ものとする。 
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市は、通信の不通等により県に報告できない場合及び緊急報告を要する場合、内閣総理大臣

（窓口消防庁）に対して直接災害情報を報告する。ただし、その場合にも市は県との連絡確保

に努め、連絡がとれ次第、県に対して報告することとする。 

なお、被害状況の調査、要領、様式等については、相生市地域防災計画（資料編）『第４節 様

式』を参照。 

市は、次のような内容の情報について、担当部と協力して迅速かつ的確な情報把握に努める。 

 

No 情 報 担当部 情報提供機関 初動期災害情報内容 通信手段 

１ 

消防情報 本部室 

企画総務部 

 

各消防団、西はり

ま消防組合 

浸水状況、がけ崩れ、

危険物漏洩、火災・延

焼、救急・救助、死傷

者等の概括 

電話、携帯電話、県災害

対応総合情報ネットワ

ークシステム（フェニ

ックス防災システム）、

消防無線 

２ 

警察情報 本部室 兵庫県警察本部、

各警察署 

けが人、生き埋め、死

傷者等の概括 

電話、携帯電話、県災害

対応総合情報ネットワ

ークシステム（フェニ

ックス防災システム）、

警察無線 

建設農林部 道路交通規制状況 

３ 

ヘリコプター情

報 

本部室 兵庫県企画県民部 

災害対策局災害対

策課、兵庫県警察

本部、陸上自衛隊 

被災状況の概要全般 電話、携帯電話、県災害

対応総合情報ネットワ

ークシステム（フェニ

ックス防災システム）、

自衛隊無線 

４ 

道路河川等情報 建設農林部 近畿地方整備局、

光都土木事務所 

道路・橋りょう・河川

等の被害状況 

電話、携帯電話、県災害

対応総合情報ネットワー

クシステム（フェニック

ス防災システム） 

５ 

職員参集時情報 本部室 各参集場所（市役

所、出先機関、避難

所） 

浸水状況、がけ崩れ、

倒壊建物・火災被害、

避難等の住民行動、避

難所開設状況 

電話、携帯電話 

６ 

出先機関情報 関係各部 出先機関 出先機関等からの被

害状況、対応状況等の

情報 

電話、携帯電話 

７ 
学校関係情報 教育部 各小学校、中学校 児童、生徒の安全と避

難 

電話、携帯電話 

８ 

ラ イ フ ラ イ ン 

情報 

本部室 関西電力㈱、西日

本電信電話㈱ 

電気、電話等の被害情

報と復旧情報 

電話、携帯電話、県

災害対応総合情報

ネットワークシス

テム（フェニック

ス防災システム） 

企画総務部 上下水道課各係 水道、下水道等の被害 電話、携帯電話、県
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No 情 報 担当部 情報提供機関 初動期災害情報内容 通信手段 

建設農林部 情報と復旧情報 災害対応総合情報

ネットワークシス

テム（フェニック

ス防災システム） 

９ 

交通機関情報 本部室 西日本旅客鉄道

㈱、㈱ウエスト神

姫 

電車、バス等公共交通

機関の被害情報と復

旧情報 

電話、携帯電話 

10 

タクシー無線情

報 

本部室  走行中のタクシーが

収集した市内の被害

状況 

電話、携帯電話 

11 
情報部の集約情

報 

本部室 関係各部 被害状況全般 電話、携帯電話 

12 本庁舎 財務部 関係各部 本庁舎被害状況 電話、携帯電話 

13 
福祉情報 健康福祉部 各福祉施設 建物、入居者の安全と

避難 

電話、携帯電話 

14 
商工情報 市民生活部 商工会、商工団体

等 

商工業・観光関係被害 電話、携帯電話 

15 
農林業情報 建設農林部 農協、農林業団体

等 

農林業被害 電話、携帯電話 

                  

オ 災害情報の伝達手段 

（ア） 市は、あらかじめ県が指定する時間ごとに市域の災害情報を取りまとめ、防災端末に

入力する。 

（イ） 市は、災害情報を報告する際に、必要に応じて有線若しくは無線電話又はファクシミ

リ等も活用する。 

（ウ） 有線が途絶した場合は、兵庫衛星通信ネットワーク（衛星系・地上系）、西日本電信電

話株式会社災害対策用無線、警察無線等の無線通信施設等を利用することとする。 

必要に応じ、他機関に協力を求め、通信手段を確保することとする。 

（エ） 全ての通信施設が不通の場合は、通信可能な地域まで職員を派遣する等、あらゆる手

段をつくして伝達するよう努めることとする。  

 

カ 防災関係機関との連携 

市は、消防、警察、県災害対策本部、自衛隊等の関係機関との相互の情報交換を図ることとする。 

（ア） 主な情報交換事項 

ａ 被害状況、治安状況、救援活動及び警備活動の状況 

ｂ 交通機関の運行状況及び交通規制の状況 

ｃ 犯罪の防止に関し、講じた措置 
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キ 災害対策本部における取りまとめ 

災害対策本部本部室における被害状況の取りまとめについては、規模等により異なるが概ね

次により取りまとめるものとする。 

（ア） 被害状況 

ａ 取りまとめの時期及び回数 

原則として災害対策本部設置期間中毎日１回（午後５時現在のもの）取りまとめる。 

ｂ 取りまとめ事項の内容 

被害状況報告様式により、取りまとめる。 

（イ） 災害速報 

ａ 速報を行う場合 

災害対策本部を設置して対処しなければならない程度・規模の災害が発生した場合、

災害速報を行うものとする。 

ｂ 速報を行う時点 

災害が発生するおそれがある時点から、災害の終息が見極められるまでの間、逐時

必要に応じ災害速報を行うものとする。 

ｃ 速報事項 

別紙の様式により行うものとする。（ただし、様式に掲げる事項中、１項目でも２項

目でも状況を把握し、かつ、その内容が重要と判断されるときは、その都度行うもの

とする。） 

様式等については、相生市地域防災計画（資料編）『第４節 様式』を参照。  

 

ク 報告内容 

（ア） 緊急報告 

原則として防災端末（事務所被害報告の機能を活用）により報告することとする。 

 報告内容は、庁舎周辺で覚知できる状況のみでよく、必ずしも数値で表される情報で

ある必要はない。また、緊急の場合には口頭報告で差し支えないこととする。 

また、火災が同時多発あるいは多くの死傷者が発生し、消防への通報（電話・来庁を

問わない。）が殺到した場合、直ちに消防庁、県（災害対策本部、地方本部経由）それぞ

れに対し報告することとする。消防庁に対しては、県を経由することなく直接報告し、

その旨県にも後で報告することとする。 

報告内容は、必ずしも具体的な被害状況を含んでいる必要はなく、通報受信状況の概

要で足りることとし、把握できている異常事象に係る情報があれば適宜補足することと

する。報告は様式にこだわらず、原則として防災端末又はそれによりがたい場合は衛星

電話やファクシミリ等最も迅速な方法で行うこととする。 

（イ） 災害概況即報 

市は、報告すべき災害を覚知したとき直ちに第一報を県（災害対策本部、地方本部経

由）に報告し、災害の初期段階で被害状況が十分把握できていない場合には、速やかに

人的被害の状況、建築物の被害状況及び土砂災害等の発生状況等の情報を収集し、被害

規模に関する概括的情報も含め、〔災害概況即報〕の様式により把握できた範囲から逐
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次、県（災害対策本部、地方本部経由）へ連絡することとする。 

特に、災害が自らの対応力のみでは十分な対策を講じることができない規模であると

予想される場合は、至急その旨を県（災害対策本部、地方本部経由）へ報告することと

する。 

災害規模に関する情報は必ずしも具体的な被害状況を含んでいる必要はなく、災害規

模を推定できるなんらかの情報で足りることとする。至急の報告は様式にこだわらず、

原則として防災端末又はそれによりがたい場合は衛星電話やファクシミリ等最も迅速

な方法で行うこととする。 

（ウ） 被害状況即報 

市は、被害状況に関する情報を収集し、原則として防災端末又はそれによりがたい場

合は衛星通信やファクシミリ等最も迅速な方法で、〔被害状況即報〕の様式により、県

（災害対策本部、地方本部経由）に報告することとする。 

（エ） 災害確定報告 

市は、応急措置完了後、速やかに県（災害対策本部、地方本部経由）に文書で災害確

定報告を行うこととする。 

（オ） その他 

本計画に定めるほか、災害に関する報告事項については、災害報告取扱要領（昭和 45

年４月 10日付消防防第 246 号）及び火災・災害等即報要領（昭和 59年 10 月 15 日付消

防防第 267 号）により行うこととする。  

 

ケ 報告ルート 

（ア） 県に対する報告 

災害情報の報告は、災害の発生を覚知したときは、速やかにフェニックス防災システ

ムへの入力により行う。状況により有線、無線、ファックス、テレビ電話等で、最も迅

速かつ確実な手段を使用する。有線が途絶した場合は、兵庫衛星通信ネットワーク、西

日本電信電話(株)災害対策用無線、警察無線等の無線通信施設等を利用する。また、必

要に応じ、他機関に協力を求め、通信手段を確保する。全ての通信施設が不通の場合は、

通信可能な地域まで職員を派遣する等、あらゆる手段を尽くして伝達するよう努める。 
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（注）１ 緊急を要する場合については……線の伝達経路によることがある。 

２ 県地方機関の所管に属さない事項については、本部において定める伝達経路による。 

３ 本部が設置されない場合も上図に準ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

連絡員 

各 部 

事務局 

連絡員 

各 部 

事務局 

連絡員 

各 部 

フェニックス防災システム フェニックス防災システム 

県
警
察
本
部 

市災害対策本部 県災害対策本部 県災害対策地方本部 

県の報告先 

企画県民部 

災害対策局 

災害対策課 

NTT 回線 

TEL ０７８－３６２－９９８８ 

FAX ０７８－３６２－９９１１ 

県衛星通信ネットワーク 

TEL 発信特番７－１５１－３１４０ 

FAX 発信特番７－１５１－６３８０ 

西播磨県民局 

総務企画室 

総務防災課 

NTT 回線 

TEL ０７９１－５８-２１１２ 

FAX ０７９１－５８-２１６１ 

県衛星通信ネットワーク 

TEL 発信特番 ７－１８９－１１２４ 

FAX 発信特番 ７－１８９－６３０ 
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（イ） 国に対する報告 

被害状況の国に対する報告は、県を通じて行うことを原則とするが、市と県の間の通

信途絶等により、県への報告ができない場合には、次のとおり消防庁に報告する。ただ

し、市と県との間の通信が復旧した場合には、県を通じた通常の報告ルートに復帰する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ 非常災害の場合の情報収集及び報告 

市長（本部長）は自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような災害

が発生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に留意し、被害

の詳細が把握できない状況にあっても、国及び県に対し、迅速に当該情報の報告に努める。 

 
 

サ 応急対策実施状況の収集等 

（ア） 災害発生に伴う応急対策実施状況の収集は、「ア 被害状況の収集」の方法により行う

ものとする。 

（イ） 応急対策等の指示伝達及び調整 

災害発生に伴う応急対策に関する必要な指示伝達は、「ア 被害状況の収集」の系統に

より行うものとする。ただし、各部の間において連絡調整を行う必要が生じたときは、

直ちに本部会議を開催し、その決定に基づき、市長（本部長）から関係機関に指示伝達

を行うものとする。  

 

シ 支援要請 

市は、大規模な被害により単独に応急活動あるいは行政事務を実施することが困難になった

場合、西播磨応援協定等により要請を行う。 
  

国の報告先 

勤務時間内 

(9：30～17：45) 

消防庁 

応急対策室 

NTT 回線 

TEL ０３－５２５３－７５２７ 

FAX ０３－５２５３－７５３７ 

消防防災無線 

TEL ７５２７ 

FAX ７５３７ 

地域衛星ネットワーク 

TEL 発信特番－０４８－５００－７５２７ 

FAX 発信特番－０４８－５００－７５３７ 

勤務時間外 

消防庁宿直室 

NTT 回線 

TEL ０３－５２５３－７７７７ 

FAX ０３－５２５３－７５５３ 

消防防災無線 

TEL ７７８２ 

FAX ７７８９ 

地域衛星ネットワーク 

TEL 発信特番－０４８－５００－７７８２ 

FAX 発信特番－０４８－５００－７７８９ 
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（３）災害時の通信手段の確保 

市は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、県に支障が生じた施設の復

旧を要請することとする。 

 

ア フェニックス防災システム 

フェニックス防災システムは、主な県関係機関を兵庫情報ハイウェイ、県庁ＷＡＮ専用回線、

衛星回線で結んでいるほか、市町・消防本部との間をＩＳＤＮ、衛星回線で二重化する等の対

策を講じていることから、災害報告、支援要請等の連絡に活用する。 

 

イ 兵庫衛星通信ネットワーク 

（ア） 衛星系 

市は、被災、ふくそう等により公衆回線網・専用線が使用できない場合には、兵庫衛

星通信ネットワーク（衛星系）を使用して関係機関との通信を確保する。 

（イ） 地上系 

被災等により衛星系システムが使用できない場合には、地上系システムにより通信の

確保を図ることとする。  

 
 

ウ 通信事業者回線等 

市は、ＮＴＴ西日本等通信事業者の回線等について、専用線の使用等により、ふくそうの防

止に配慮しつつ、災害時の通信手段として効果的な活用を図る。 

（ア） 災害時優先電話 

市は、災害時に優先接続される「災害時優先電話」をあらかじめ登録し、災害時の緊

急連絡等に活用する。 

（イ） 非常通話、緊急通話 

市は、必要により、応急対策に著しい支障が生じる場合には、災害時優先電話を利用

し、非常・緊急通話手段を確保する。 

（ウ） 携帯電話の活用 

市は、応急復旧等により携帯電話が使える場合は、緊急時の連絡手段として確保し活

用する。  

 

エ 無線系通信の利用 

（ア） ＮＴＴ西日本無線通信設備等 

市は、ＮＴＴ西日本の無線通信設備等の活用を図る。 

ａ 防災相互無線の活用 

市は県と協力し、防災関係機関に防災相互無線局の整備を図る。 

ｂ 移動無線局の活用 

市は県とともに、移動無線局保有の機関に対し、有線電話途絶区間に出動を要請し、
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通信連絡の確保を図る。  

 

オ 非常通信経路計画 

一般公衆電話が途絶した場合は、市長は、次に掲げる者の協力を得て、その通信施設を利用

する。 

（ア） 警察事務を行う者 

（相生警察署・兵庫県警察本部間無線通信施設） 

（イ） 消防事務を行う者 

（相生市消防用超短波無線電話施設） 

（ウ） 水防事務を行う者 

（兵庫県光都土木事務所・県庁間無線通信施設） 

（エ） 鉄道事業を行う者 

（相生駅・元町駅間有線通信施設） 

（オ） 電気事業を行う者 

（関西電力相生営業所・関西電力姫路支店間電力線搬送施設及び関西電力姫路支店・

関西電力神戸支店間無線電話施設） 

（カ） 農村有線放送事業を行う者 

（兵庫西農業協同組合･若狭野町及び矢野町各戸間有線電話施設） 

（キ） 公衆電気通信事業を行う者 

（無線機器による臨時公衆電話の設置） 

（ク） アマチュア無線を行う者 

（相生アマチュア無線クラブ） 

（ケ） 各タクシー会社の無線通信設備  

 

 

（４）被災者支援のための情報の収集・活用 

市は、円滑な被災者支援のための情報の収集及び活用を行う。 

 

ア 住民からの問い合わせに対する回答 

市は、必要に応じ、発災後速やかに住民等からの問合せに対応する専用電話を備えた窓口の

設置、人員の配置等体制の整備を図ることとする。また、情報のニーズを見極めた上で、情報

収集・整理・発信を行うこととする。また、被災者の安否について住民等から照会があったと

きは、被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に

関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安

否情報を回答するよう努めることとする。この場合において、市は、安否情報の適切な提供の

ために必要と認めるときは、消防、警察等と協力して、被災者に関する情報の収集に努めるこ

ととする。 

なお、被災者の中に配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受けるおそれが
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ある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者の個人

情報の管理を徹底するよう努めることとする。 

 

イ 被災者台帳の作成 

市は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要す

る事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に

努めることとする。 

【被災者台帳に記載する事項】 

・氏名  ・生年月日  ・性別 

・住所又は居住 

・住家の被害その他市長が定める種類の被害状況 

・援護の実施状況 

・要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

・電話番号その他の連絡先 

・世帯構成 

・り災証明書の交付状況 

・市長が台帳情報を当該市町以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、

その提供先 

・前号に定める提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及び日時 

・被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める事項 

 

 

ウ り災証明書の交付 

市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するた

め、災害による住家等の被害の程度の調査やり災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく住家

等の被害の程度を調査し、被災者にり災証明書を交付することとする。 
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市の対応能力を超えた大規模な災害が発生した場合は、自衛隊に対し、速やかに応援を要請

し、住民の生命、身体及び財産の確保について万全の措置をとる必要がある。迅速かつ効果的に

応援活動を受けられるよう、応援要請の方法、手続、応援部隊の受入れを次により実施する。 

第４節 自衛隊への派遣要請 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） （１）自衛隊災害派遣要請計画 

関係機関 防 災 関 係 機 関 各種の応援協力 

 

３ 取組み内容 

（１）自衛隊災害派遣要請計画 

ア 自衛隊派遣要請 

市長は、災害時、人命又は財産の保護のため、自衛隊の災害派遣を要請する必要があると認

める場合、西播磨県民局長、相生警察署長と十分連絡をとり、次の事項を明らかにして、知事

に対し、自衛隊の派遣要請をするように求めることができる。 

（ア） 災害の状況及び派遣を要請する理由 

（イ） 派遣を希望する期間 

（ウ） 派遣を希望する区域及び活動内容 

（エ） その他参考となるべき事項 

ａ 要請責任者の職氏名 

ｂ 災害派遣時における特殊携行装備又は作業種類 

ｃ 派遣地への最適経路 

ｄ 連絡場所及び現場責任者氏名並びに標識又は誘導地点及びその標示 

  派遣要請に係る依頼様式については、相生市地域防災計画（資料編）『第８節 自衛隊の災害

派遣要請』を参照。 
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イ 自衛隊への直接連絡 

市長は、通信の途絶等により、知事に対して自衛隊派遣の要求ができない場合には、その旨

及び災害の状況を自衛隊に通知することができる。 

この場合において、自衛隊は、その事態に照らし特に緊急を要し、知事の要請を待ついとま

がないときは、部隊等を派遣することができることとする。 

 

ウ 自衛隊の自主派遣 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、要請を待ついとまがないときは、指定部

隊等の長は、要請を待つことなくその判断に基づいて部隊等を派遣することとし、事後できる

限り早急に知事等に連絡し、所要の手続をとることとする。 

 

エ 知事への通知 

市長は、イの通知をしたときは、速やかに知事にその旨を通知しなければならない。 

 

オ 派遣要請系統図 

 

 

 

 

 

       （通報・協議） 

 

 

 
 

カ 連絡先 

区     分 
電   話   番   号 

勤務時間内 勤務時間外 

県 

(災害対策本部設置時) 

災害対策本部事務局 

（078）362-9900（時間内外とも） 

FAX（078）362-9911～9912（時間内外とも） 

(災害対策本部未設置時) 

災害対策課（防災・危機管理班） 

（078）362-9988 

FAX（078）362-9911～9912 

（078）362-9900 

FAX（078）362-9911～9912 

自 

衛 

隊 

第  ３  師  団 

(第 ３ 部 防 衛 班 ) 

（072）781-0021 

内線  3734,3735 

F A X 3724 

（072）781-0021 

内線  3301（司令部当直） 

F A X 3301 

第 ３ 特 科 隊 

( 第 ３ 科 ) 

（0792）22-4001 

内線  650,238 

F A X 239 

（0792）22-4001 

内線  302（当直司令） 

F A X 398 

阪 神 基 地 隊 

( 警 備 科 ) 

（078）441-1001 

内線  230 

F A X 239 

（078）441-1001 

内線  220（当直司令） 

F A X 389 

相生警察署長 

西播磨県民局長 

市   長 

阪神基地隊指令 

第３特科隊長 

知   事 警察本部長 

要求 

通報 

要請 

通報 

（通知） 

（通報・協議） 

 

知事に要求できない場合直接通知 
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キ 市の任務 

（ア） 作業実施期間中の現場責任者の設定 

（イ） 派遣部隊の作業に必要な資機材の準備 

（ウ） 派遣部隊の宿泊施設又は設営適地の準備 

（エ） ヘリポートの確保 

 

ク 撤収要請 

自衛隊の派遣が必要なくなったと認めるときは、関係機関の長、派遣部隊の長等と協議の上、

自衛隊の撤収を要請するものとする。連絡方法は、災害派遣要請の方法に準じる。 

 

ケ 活動内容 

（ア） 被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段による情報収集 

（イ） 避難の援助 

避難者の誘導、輸送等 

（ウ） 遭難者等の捜索救助 

行方不明者、負傷者等の捜索救助（通常他の救援作業等に優先して実施） 

（エ） 水防活動 

堤防、護岸等の決壊に対し、土のう作成、運搬、積込み等 

（オ） 消火活動 

利用可能な消防車等その他防火用具（必要な場合は、航空機等）による消防機関への

協力（消火剤等は、通常関係機関が提供） 

（カ） 道路又は水路の啓開 

道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合の啓開除去 

（キ） 応急医療、救護及び防疫 

被災者に対する応急医療、救護及び感染症対策（薬剤等は通常派遣要請者が提供） 

（ク） 通信支援 

災害派遣部隊の通信連絡に支障を来さない限度で実施 

（ケ） 人員及び物資の緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送（航空機による

輸送は、特に緊急を要する場合に限る。） 

（コ） 炊飯及び給水 

炊飯及び給水の支援 

（サ） 物資の無償貸付又は譲与 

「防衛庁の管理に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する総理府令」に基づき、被

災者に対し生活必需品等の無償貸与又は救じゅつ品の譲与 

（シ） 危険物の保安及び除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物、不発弾等危険物の保安措置及び除去 

（ス） その他 

その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なもの 
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コ 災害派遣部隊の受入れ態勢 

自衛隊の派遣が決定した場合、次の点に留意して派遣部隊の活動が十分に行えるよう努める

ものとする。 

（ア） 他の防災関係機関との競合重複の排除 

市長、知事及びその他の防災関係機関の長は、自衛隊の活動と他の防災関係機関の活

動が競合重複しないよう緊密な連携を図り、より効率的な作業分担を定める。 

（イ） 作業計画及び資機材の準備 

市長及び知事は、自衛隊の作業の円滑な実施を図るため、次により可能な限り調整の

とれた作業計画を立てるとともに、資機材の準備及び関係者の協力を求めるなど、支援

活動に支障のないよう十分な措置を講ずる。 

ａ 作業箇所及び作業内容 

ｂ 作業の優先順位 

ｃ 作業実施に必要な図面 

ｄ 作業に要する資材の種類別保管（調達）場所 

ｅ 派遣部隊との連絡窓口の一本化 

ｆ 派遣部隊の現地誘導及び住民等への協力要請 

（ウ） 受入れ施設等の確保 

市長及び知事は、派遣部隊に対し次の施設等を確保する。 

ａ 自衛隊事務室 

ｂ ヘリポート 

ｃ 駐車場 

ｄ 宿営地等 

（エ） 自衛隊派遣部隊との協議、調整 

市、県及び防災関係機関は、自衛隊の災害派遣活動に際しては、相互が緊密に連携し

対応する体制を確保する。 

ａ 市長からの知事等に対する応援要請（災害対策基本法第 68条） 

ｂ 市町相互間の応援に対する必要な指示、調整（災害対策基本法第 72条） 

ｃ 市長の事務の代行（市が事務を出来ない状態にある場合） 

 

サ 経費の負担分 

災害派遣を受けた機関は、原則として自衛隊の救援活動に要した次の経費を負担することと

する。 

（ア） 派遣部隊が救援活動を実施するために必要な資機材等（自衛隊装備に係るものを除く。）

の購入費、借上料及び修繕費 

（イ） 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料、借上料、入浴料及びその他付帯する

経費 

（ウ） 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱水道費及び電話料等 

（エ） 派遣部隊の救援活動中発生した損害に対する補償費（自衛隊の装備に係るものを除く。） 
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市の対応能力を超えた大規模な災害が発生した場合、市は近隣市町・県・国をはじめ、防災関

係機関・団体等に対し速やかに応援を要請し、住民の生命、身体及び財産の確保について万全の

措置をとる必要がある。迅速かつ効果的に応援活動を受けられるよう、応援要請の方法、手続、

応援部隊の受入れを次により実施する。 

第５節 防災関係機関等との連携 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）要請に関する事項 

（２）関係機関の連携強化 

（３）法律に基づく相互応援協力要請 

（４）県消防防災ヘリコプター支援要請計画 

関係機関 防 災 関 係 機 関 各種の応援協力 

 

３ 取組み内容 

（１）要請に関する事項 

市は、次の事項を可能な限り明らかにして要請する。 

（ア） 被害の状況 

（イ） 援助を必要とする理由 

（ウ） 援助を必要とする物資等の品目、数量、要請場所、輸送手段及び経路 

（エ） 援助を必要とする人員の活動内容、職種、人員、要請場所、派遣の期間及び交通手段 

（オ） その他要請措置内容、要請場所、期間等  

 

ア その他の応援要請 

長期にわたる職員の派遣要請又は派遣は、地方自治法第 252 条の 17 の規定により、内閣総

理大臣のあっせんについては、災害対策基本法第 30 条第１項の規定によることとする。 

（ア） 県に対する応援要請 

ａ 市長からの知事等に対する応援要請（災害対策基本法第 68条） 

ｂ 市町相互間の応援に対する必要な指示、調整（災害対策基本法第 72条） 

ｃ 市長の事務の代行（市が事務を出来ない状態にある場合） 
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【県への応援要請手続き】 

要 請 先 県災害対策課、西播磨県民局 

連 絡 方 法 文書（緊急の場合は電話・無線で行い、事後文書送付） 

応援の要請 

○ 災害の状況 

○ 応援を必要とする理由 

○ 応援を希望する物資等の品名、数量 

○ 応援を必要とする場所・活動内容 

○ その他必要な事項 

災害対策基本法第68条 

職 員 派 遣 

あっせん要請 

○ 派遣を要請・あっせんを求める理由 

○ 職員の職種別人員数 

○ 派遣を必要とする期間 

○ 派遣される職員の給与その他勤務条件 

○ その他必要な事項 

派遣  ：災害対策基本法第29条 

あっせん：災害対策基本法第30条 

地方自治法252条の17 

 

（イ） 近畿２府７県に対する応援要請（近畿２府７県震災時等の相互応援に関する協定） 

被災府県独自では十分に被災者に対する応急措置が実施できない場合に、円滑に応援

活動が遂行できるよう必要な事項について相互に協定しており、市は県を通じて応援を

要請する。 

 

（ウ） 他の市町長に対する応援要請（災害対策基本法第 67 条） 

指定地方行政機関の長や他の市町長に対する長期にわたる職員派遣の要請及び知事

のあっせんについては、災害対策基本法第 29 条から第 30 条第１項及び地方自治法第

252 条の 17 の規定による。  

 

【市町への要請手続き】 

連 絡 先 要請先市町 

連 絡 方 法 電話、無線（事後文書送付） 

要 請 事 項 

○被害の種類及び状況         ○品名、数量等 

○車両の種類、規格及び台数      ○職員の職種別人員 

○応援の場所及び応援場所への経路   ○応援の期間 

○応援の実施に関し、必要な事項 
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受入体制の 

整備（防災班） 

 

 

災害応急活動 

【応急対策の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 相互応援協定等 

（ア） 西播磨地域災害時等相互応援に関する協定（平成 28 年４月１日現在） 

（協定団体及び連絡先）  

市町名 課  名 連 絡 先 市町名 課  名 連 絡 先 

姫 路 市 危機管理室 079-223-9522 市 川 町 総務課 0790-26-1010 

赤 穂 市 市長公室 0791-43-6866 福 崎 町 住民生活課 0790-22-0560 

宍 粟 市 消防防災課 0790-63-3119 神 河 町 住民生活課 0790-34-0962 

たつの市 危機管理課 0791-64-3219 太 子 町 企画政策課 079-277-5998 

佐 用 町 企画防災課 0790-82-0664 上 郡 町 住民課 0791-52-1115 

 

（イ） 義士親善友好都市間における災害応急対策活動の相互応援協定(平成 23 年８月１日現

在)  

広域応援要請の依頼 

（各班） 

他都市消防機関 

の出動要請 

（消防） 

広域緊急援助隊

の出動要請 

（警察署） 

兵庫県 指定地方 

行政機関 

他市町 兵庫県 

国（消防庁） 

県広域緊急 

援助隊の出動 

他都市消防機

関の出動 

（他消防機関） 

緊急消防援助隊

の派遣 

応援部隊の派遣 

応援部隊 緊急消防 

援助隊 

他都市 

消防機関 

広域緊急 

援助隊 
活動拠点調整

（防災班） 

応援要請 

（防災

班） 

 

応援要請、応援あっせんの

依頼（防災班） 

応援要請 

（消防） 

協定締結

地方公共

団体 

応援要請の判断 

（防災班） 

協定に基づく 

応援要請を行う 

（防災班） 

法律に基づく 

応援要請を行う 

消防組織法に基づ

く応援要請を行う 

（消防） 

 

要請、応援

活動内容の

整理 

宿所等の 

準備 

活動場所の

指示 
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（協定団体及び連絡先） 

市 区 町 名 連 絡 先 市 区 町 名 連 絡 先 

北海道砂川市 0125-54-2121 長野県諏訪市 0266-52-4141 

岩手県一関市 0191-25-5913 愛知県西尾市 0563-56-2111 

山形県米沢市 0238-22-5111 滋賀県大津市 077-528-2616 

茨城県笠間市 0296-77-1101 滋賀県野洲市 075-587-6089 

茨城県桜川市 0296-75-3111 兵庫県豊岡市 0796-23-1111 

栃木県大田原市 0287-23-8702 兵庫県加西市 0790-42-8751 

群馬県藤岡市 0274-22-7444 兵庫県篠山市 079-552-1116 

東京都千代田区 03-3264-2111 兵庫県加東市 0795-43-0402 

東京都港区 03-3578-2541 兵庫県赤穂市 0791-43-6892 

東京都新宿区 03-5273-4592 広島県三次市 0824-62-6116 

東京都墨田区 03-5608-6198 熊本県山鹿市 0968-43-1117 

新潟県新発田市 0254-22-3101   

 

（ウ） 兵庫県広域消防相互応援協定（消防組織法第 39 条） 

（昭和 63年 8月 1日締結時） 兵庫県下の市町、消防の一部事務組合等 24 機関 

（エ） 兵庫県自治体病院開設者協議会災害初動時相互応援に関する協定 

（平成 8年 1月 16 日締結時） 25 病院開設者 

（オ） 兵庫県水道災害相互応援に関する協定（県、市町、各水道事業所） 

（平成 10年 3月 16 日締結） 

（カ） 緊急時における生活物資確保に関する協定 

（平成 10年 6月 30 日締結） 生活協同組合コープこうべ 

（キ） 災害時における相生市と相生市内郵便局との相互協力に関する協定 

（平成 11年 9月 1日締結） 相生郵便局、市内特定郵便局 

（ク） 災害時における生活物資の安定供給等に関する協定 

（平成 18年 12 月 20 日締結） マックスバリュ西日本株式会社 

（ケ） 災害時における応急対策業務に関する協定（平成19年 5月 24日締結）相生建設業協会 

（コ） 兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定（平成 18年 11 月 1日締結）兵庫県、県下全市町 

（サ） 兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定 

（平成 17年 9月 1日締結） 兵庫県、県下全市町・組合 

（シ） 災害時における応急対策業務に関する協定 

（平成 19年 7月 24 日） マリンスポーツ財団、マリンクラブ相生 

（ス） 災害時における飲料の提供協力に関する協定 

（平成 20年 2月 29 日） 近畿コカコーラボトリング㈱ 

（セ） 災害対策用支援機材に関する協定（平成 20 年 4 月 21 日）ハリマホームガス㈱ 

（ソ） 災害ボランティアセンターの設置等に関する協定 

（平成 20年 7月 31 日） 相生市社会福祉協議会 

（タ） 災害時における応急救助活動の協力に関する協定 

（平成 20年 7月 31 日） 兵庫県自動車整備振興会（西播西支部相生ブロック） 

    （チ） 災害時における物資供給に関する協定 

       （平成 24年 4月 26 日） セッツカートン（株） 
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   （ツ） 播磨広域防災連絡協定 

      （平成 24年 5月 29 日） 姫路市・加古川市・たつの市・高砂市・赤穂市等 15市町 

      （平成 24年 8月 30 日） 小野市・西脇市・三木市・加東市・加西市等 21市町 

   （テ） 災害時に係る情報発信等に関する協定 

      （平成 24年 10 月 1日） ヤフー 

   （ト） 近畿地方整備局「災害時等の応援に関する申し合わせ」 

      （平成 24年 10 月 17 日） 近畿地方整備局 

   （ナ） 災害時における臨時災害放送局開設に関する協定 

      （平成 25年 3月 27 日） 兵庫県・㈱エヌエイチケイアイテック 

      ＊兵庫県知事と㈱エヌエイチケイアイテックによる協定であるが県内での災害発生時に

市町長が指定する場所に臨時災害放送局を開設するための協定 

   （ニ） 播磨広域連合協議会と日本郵政株式会社との連携・協力に関する協定 

      （平成 25年 5月 31 日） 姫路市・相生市・加古川市等 21 市町 日本郵政（株）近畿支社 

   （ヌ） 災害発生時における福祉避難所の指定に関する協定 

      （平成 25年 11 月 7日） 社会福祉法人緑福祉会等 6法人（13 施設） 市内 7小学校 

   （ネ） 災害時におけるＬＰガスの供給に関する協定 

      （平成 26年 3月 25 日） 兵庫県ＬＰガス協会西播西支部相生地区会 

   （ノ） 災害時相互支援協定 

      （平成 26年 5月 24 日） 高知県須崎市 

 （ハ） 災害時における応急対策業務に関する協定 

    （平成 27年 7月 16 日） 兵庫県電気工事工業組合西播支部相生地区 

上記の各協定に関しては、相生市地域防災計画（資料編）『第６節 災害時相互応援協定』を

参照。 

  

（２）関係機関の連携強化 

市は、災害発生時に、消防、警察、自衛隊等の関係者等に参集を要請し、必要な協議調整の場

を設ける等、被害情報の共有化を促進することとする。 

 

（３）法律に基づく相互応援協力要請 

ア 相互応援協力体制 

 

法律に基づく相互応援協力体制は、次に定めるところによるものとする。 

 

（ア） 防災会議の所掌事務遂行のための協力、要請等 

ａ 関係行政機関等に対する協力要請等（災害対策基本法第 21条・第 45条） 

ｂ 地方防災会議等相互の関係（災害対策基本法第 22条） 

（イ） 指定行政機関又は指定地方行政機関の職員の派遣要請等 

ａ 指定地方行政機関の長に対する要請（災害対策基本法第 29条） 

ｂ 指定行政機関又は指定地方行政機関の職員派遣について、知事に対するあっせん要
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請（災害対策基本法第 30条） 

（ウ） 応急措置の実施又は応援の要求 

ａ 知事等に対する要求（災害対策基本法第 68条・地方自治法第 252 条の 17） 

ｂ 他の市町村長等に対する要求（災害対策基本法第 67条・地方自治法第 252 条の 17） 

（エ） 市長の事務代行（市が事務をできない状態にある場合） 

市が事務を行うことができない場合は、兵庫県知事が行う。 

ａ 避難指示等の代行（災害対策基本法第 60 条第 6項） 

ｂ 応急措置（警戒区域設定等、応急公用負担等、応急措置業務の従事命令）の代行（災

害対策基本法第 73条） 

ｃ 指定行政機関の長等による応急措置（応急公用負担等、応急措置業務の従事命令）

の代行（災害対策基本法第 78条の 2） 

ｄ 広域一時滞在の協議等の代行（災害対策基本法第 86 条の 10、第 86条の 13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 職員の派遣要請  

災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、次の事項を記載した文書をもって指定

地方行政機関の長に対して職員の派遣を要請するものとする。 

（ア） 派遣を要請する理由 

（イ） 派遣を要請する職員の職種別人員数 

（ウ） 派遣を必要とする期間 

（エ） 派遣される職員の給与その他勤務条件 

（オ） 前各号に掲げるもののほか職員の派遣について必要な事項 

兵庫県防災会議 相生市防災会議 他の地方防災会議 

関係機関 

他の地方公共団体 

法 22② 

法 22② 

法 21・

自治法 

252 の

17 

相生市（災害対策本

 

自
治
法 

の 
 

252 

17 

兵庫県 

近隣市

 

法 

67 
法 

30 

自
治
法 

の 
 

252 

17 

法 

68 

指定地方行政機関 

（法＝災害対策基本法をい

防災会議の所掌事務遂行のための協力、要請等 

職員の派遣要請 

応援措置実施の応援要請 



－ 222 － 

 

ウ 職員の派遣のあっせん  

災害応急対策又は災害復旧のため必要なときは、次の事項を記載した文書をもって、知事に

対し、指定行政機関若しくは指定地方行政機関又は他の地方公共団体の職員の派遣についてあ

っせんを申請するものとする。 

（ア） 派遣のあっせんを求める理由 

（イ） 派遣のあっせんを求める職種別人員数 

（ウ） 派遣を必要とする期間 

（エ） 派遣される職員の給与その他勤務条件 

（オ） 前各号に掲げるものほか職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

（４）県消防防災ヘリコプター要請計画 

ア ヘリコプターの支援要請 

市長（本部長）は、現に災害が発生し、又は発生するおそれのある場合で次のいずれかに該

当するときは、知事に対しヘリコプター支援の要請を行う。 

（ア） 救急活動 

ａ 緊急に人命救助をする必要があるとき 

ｂ 医薬品等の緊急物資を輸送する必要があるとき 

（イ） 救助活動 

（ウ） 火災防御活動 

（エ） 災害応急対策活動 

 

イ 要請手続 

（ア） 要請方法 

要請は、市長又は消防長が神戸市消防局に対し手続を行い、事後速やかに所定の要請

書を消防防災航空隊に提出することとする。ただし、県災害対策本部が設置された場合

は、災害対策本部事務局に要請を行うこととする。 

（イ） 連絡先 

区 分 電 話 番 号 

兵

庫

県 

神戸市消防局警防部司令課 

消防航空機動隊 

消防課消防班 

(078)325-8519 FAX (078)325-8529 

(078)303-1192 FAX (078)302-8119 

(078)362-9831 FAX (078)362-9915  

（災害対策本部設置時） 

災害対策本部事務局 

（県災害対策センター内） 

(078)362-9900 （休日・夜間) 

7-151-5361(衛星電話) 

FAX (078)362-9911 

（災害対策本部設置時） 

神戸市消防局警防部司令課 

(078)325-8519 FAX (078)325-8529 

（災害対策本部設置時） 

消防課消防班 

勤務時間内（9:00～17:30）  勤務時間外(17:30～翌朝9:00・休日) 

(078)362-9831       (078)362-9900 

FAX (078)362-9915     FAX(078)362-9911 



－ 223 － 

 

ウ 要請に際し県に対して連絡すべき事項 

要請する場合は、次の事項について連絡を行うものとする。 

（ア） 災害の発生場所、発生時間、内容、原因 

（イ） 要請を必要とする理由 

（ウ） 活動内容、目的地、搬送先 

（エ） 現場の状況、受入体制、連絡手段 

（オ） 現場の気象条件 

（カ） 現場指揮者 

（キ） その他必要事項 

 
 

エ 措置する事項  

（ア） 離着陸場の選定 

（イ） 給油方法の指示 

（ウ） 離着陸場における措置（散水、ヘリポート表示、風向表示、ヘリコプターの誘導） 

 

兵庫県消防防災ヘリコプターに対する支援要請の要領、様式等については、相生市地域防災

計画（資料編）『第 10 節 兵庫県消防防災ヘリコプター支援要請』を参照。  
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災害により、市域の被害が災害救助法の適用基準に該当する場合は、同法の適用を受けて必

要な救助を実施し、被災者の保護と社会秩序の保全を図る。 

 

 

第６節 災害救助法の適用 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防 災 班 （ 総 務 課 ） 

（１）適用基準 

（２）被害の認定基準 

（３）災害救助法の適用要請 

（４）救助業務の実施者 

（５）救助の実施及び応急措置 

関係機関 兵 庫 県 災害救助法の適用及び救助の実施等 

 

３ 取組み内容 

（１）適用基準 

災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）は、本市の被害が次のいずれかに該当する場合であっ

て、知事が援助を必要と認めたときに適用される。 

指標となる被害項目 適用の基準 該当条項 

住
家
等
へ
の
被
害
が
生
じ
た
場
合 

市内の住家が滅失した世帯の数 60 世帯 
施行令第1条第1

項第 1号 

県内の住家が滅失した世帯の数 

そのうち市内の住家が滅失した世帯の数 

2,500 世帯 施行令第1条第1

項第 2号 30 世帯 

県内の住家が滅失した世帯の数 

そのうち市内の住家が滅失した世帯の数 

12,000 世帯 施行令第1条第1

項第 3号前段 多数 

災害が隔絶した地域に発生したものである等災害

にかかった者の救護を著しく困難とする厚生労働省

令で定める特別の事情がある場合で、かつ、多数の世

帯の住家が滅失したものであること。 

多数 

施行令第1条第1 

項第 3 号後段 

（厚生労働省令で定める特別の事情） 

災害にかかった者について、食品の給与等に特殊の

補給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術を必要と

すること。 

 

厚生労働省令第

１条 

生
命
・
身
体
へ
の

危
害
が
生
じ
た
場

合 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受ける

おそれが生じた場合であって、厚生労働省令で定める

基準に該当するとき 
 

施行令第1条第1 

項第 3 号後段 

（厚生労働省令で定める基準①） 

災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在す

る多数の者が、避難して継続的に救助を必要とすること。 

厚生労働省令第

１条 



－ 225 － 

 

（厚生労働省令で定める基準②） 

災害にかかった者について、食品の給与等に特殊の補

給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術を必要とす

ること。 

厚生労働省令第

2 条第 2項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法による救助の種類、対象、支出費用等については、相生市地域防災計画（資料編）

『第９節 災害救助法による災害救助基準』を参照。 

 

（２）被害の認定基準 

 

ア 被害の認定基準 

 

①住家 現実にその建物を居住のために使用しているものをいい、必ずしも１戸の建物

とは限らない。炊事場、浴場又は便所が別であったり、離座敷が別であるような

場合にはこれら生活に必要な部分の戸数は合わせて１戸とする。また、社会通念

上住家と称せられる程度のものであることは要せず、土蔵、小屋等であっても、

現実に人が居住しているときは住家とする。 

②世帯 生計を一つにしている実際の生活単位をいう。したがって、同一家屋内の親子

夫婦であっても、生活の実態が別々であれば２世帯として扱う。 

また、主として学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿その他これに類する施設に

宿泊するもので共同生活を営んでいるものについては、原則としてその寄宿舎全

体を１世帯とする。 

③死者 当該災害が原因で死亡した死体を確認したもの又は死体を確認することがで

きないが死亡したことが確実なものをいう。 

④行方不明者 当該災害が原因で行方不明となり、かつ、死亡の疑いのあるものをいう。 

⑤ 負傷 

(重傷) 

(軽傷) 

「負傷」とは、災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるものをいう。

このうち「重傷」とは、１月以上の治療を要する見込みのものをいい、「軽傷」と

は、１月未満で治療できる見込みのものをいう。 

⑥全壊(焼)、全

流失 

「全壊(焼)」、「全流失」とは住家がその居住のための基本的機能を喪失したも

の、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が

甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には住家

の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上に

達した程度のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める

損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％に達した程度のものをいう。 

災害救助法による実施基準 

災害救助法適用基準世帯数 

（平成 27 年国調人口）災害

救助法による実施基準 

 人  口 
基  準 

１号 ２号 

相生市 30,129 60 30 

  

（注） 住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が全壊し、又は全焼した世帯は１世

帯をもって、住家が半壊し、又は半焼する等著しく損傷した世帯は２世帯をもって、住家

が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない状態となった世帯は

３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１の世帯とみなす。災害救助法適用基準世帯数 
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⑦半壊(焼) 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の

損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が 20％以上 50％未満のものをいう。 

⑧床上浸水 前記⑥及び⑦に該当しない場合であって、浸水がその住家の床以上に達した程

度のもの又は土砂、竹木等の堆積物により一時的に居住することができない状態

のものをいう。 

⑨床下浸水 浸水がその住家の床以上に達しない程度のものをいう。 

⑩一部破損 住家の損壊程度が半壊に達しない程度のものをいう。 

(注) 

１ 住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物又は完全

に区画された建物の一部」を戸の単位として算出するものとする。 

２ 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなけ

れば元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

３ 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固

定された設備を含む。 

 
 

イ 住家の滅失等の算定 

滅失世帯の換算は、次のとおりとする。 

（ア） 住家の全壊、全焼、全流失等をした世帯は、滅失１世帯とする。 

（イ） 住家の半壊又は半焼した世帯は、滅失 1/2 世帯とみなす。 

（ウ） 住家の床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住不能となった世帯は、滅失 1/3 世

帯とみなす。 

  
（３）災害救助法の適用要請 

災害に際し、市域内の災害が災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込み

であるときは、市長は、直ちにその旨を県知事に報告し、災害救助法の適用を県知事に要請する。

この場合において、企画県民部復興支援課を経由して県知事に対し次に掲げる事項について、口

頭又は電話をもって要請し、後日文書によりあらためて処理する。 

（ア） 災害発生の日時及び場所 

（イ） 災害の原因及び被害の状況 

（ウ） 適用を要請する理由 

（エ） 適用を必要とする機関 

（オ） 既にとった救助措置及びとろうとする救助措置 

（カ） その他必要な事項 
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（４）救助業務の実施者 

災害救助法の適用後の救助業務は、国の責任において実施されるものであるが、その実施につ

いては、第１号法定受託事務として県知事が行う。 

救助は、災害発生と同時に迅速に行わなければならないため、知事から市長が行うよう救助事

務の内容、期間等の通知を受けた場合又は事態急迫のため、知事の実施を待ついとまがない場合

は、市長が実施する。 

なお、この法律の適用以外の災害については、災害対策基本法第５条に基づき市長（本部長）

が救助を実施する。 

 

救 助 の 種 類 実 施 期 間 

避難所の設置及び収容 7 日以内 

応急仮設住宅の設置 20 日以内に着工 

炊き出しその他の方法による食品の給与 7 日以内 

飲料水の供給 7 日以内 

被服、寝具等の給(貸)与 10 日以内 

医療 14 日以内 

助産 分べん日から 7 日以内 

災害にかかった者の救出 3 日以内 

住宅の応急修理 1 か月以内に完了 

学用品の給与 教科書 1 か月以内、文房具 15 日以内 

埋葬 10 日以内 

遺体の捜索 10 日以内 

遺体の処理 10 日以内 

障害物の除去 10 日以内に完了 

応急救助のための輸送及び賃金職員等雇上費 救助の実施が認められる期間以内 

 
  

（５）救助の実施及び応急措置 

 

ア 実施機関 

（ア） 市 

市は、地域における公共の秩序を維持し、住民及び滞在者の安全を保持するため、市

長が行うこととされた救助の実施に関する事務を適正に実施するとともに、災害が突発

し、県の通知等を待ついとまがない場合には、救助の実施に関する事務のうち、緊急を

要する事務を実施することができる。 

その実施の細目については、あらかじめ地域防災計画に定める。 
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（イ） 県 

県は、市町を包括する団体として広域的・総合的な事務を行うとともに、市が行う救

助活動を支援し、その調整を行う。 

なお、災害が大規模となり、災害救助法を適用する場合で、下記の事項に該当すると

きは、原則として、その権限に属する災害救助法の救助の実施に関する事務を市長に行

わせる。この場合、知事は当該事務の内容及び当該事務を行う期間を当該市長に通知す

る。 

ａ 市長が当該事務を行うことにより、救助の迅速、的確化が図られること。 

ｂ 緊急を要する救助の実施に関する事務（避難所の設置、炊き出しその他による食品

の給与、被災者の救出等）及び県においては困難な救助の実施に関する事務（学用品

の給与等）であること。 

（ウ） その他防災関係機関 

防災関係機関は、地域防災計画、災害救助法の定めるところにより、救助に必要な人

員の確保・物資の調達等、救助活動の実施に際して、市、県等の救助活動の実施機関に

協力する。 

（エ） 救助の応援要請 

救助は災害が発生した市町が行うものであるが、災害が大規模となり、被災市町で救

助に必要な人員・物資・設備等の確保が困難な場合は、近隣の市町に要請を行うことと

する。 

 
 

イ 災害救助法適用時における応急措置 

（ア） 災害救助法による救助の内容 

災害救助法による救助の内容等は、災害救助法による救助の基準に示すとおりである。 

ただし、上記の救助の内容では、適切な実施が困難な場合には、知事は、厚生労働大臣

に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

 

（イ） 災害救助法適用時における応急措置 

市が行うべき救助事務の手順は次のとおりである。 
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〈災害救助法適用時における災害発生からの応急措置手順〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

※ 救助の種類のうち緊急を要する救助及びきめ細やかな対応を必要とする救助については、知事から救助の実施につい

て通知されることが見込まれるため、便宜上、市が行う救助としている。 

 市 県 

災     害     の     発     生 

（内容変更があった 

とき等はその都度） 

第 
 

一 
 

段 
 

階 

第 

二 

段 
階 

第 

三 

段 

階 

（⇒県） 

被 害 状 況 報 告 

（発生報告） 

救助法の適用申請 

被 害 状 況 把 握 被 害 状 況 収 集 

避 難 勧 告 

避難所の開設 

り災者の救出 

（⇒厚生労働省） 

災 害 情 報 の 提 供 

救 助 法 の 適 用 報 告 

救助法適用及び公示 

救 助 事 務 実 施 通 知 

医療、助産 

（日赤へ要請：救護

班の編成及び派遣） 

被服、寝具その他 

生活必需品の給与 

（⇒厚生労働

省） 

中間情報の提供 

応急仮設住宅設置 

住 宅 の 応 急 修 理 
（⇒県） 

被害状況報告 

（発生報告） 

救助法の適用申請 

（⇒県） 

特別基準 

（期間延長

等）申請 

応 急 救 助 完 了 

（⇒県） 

決 定 報 告 

（⇒厚生労働

省） 

決定情報の提供 

応 急 救 助 完 了 

被害状況の調査 

確認の完全化 

（⇒県） 

中間調査、報告 

炊き出し等 

飲料水供給 

遺体検索 

遺体処理 

埋  葬 

障害物 

の除去 

学用品の 

給  与 
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土砂災害については、気象予警報等により、ある程度は危険を予測することが可能であるこ

とから、風水害及び土砂災害の気象予警報等の発表以降、災害の発生に到るまでの警戒期にお

いては、主に情報収集や伝達等を行い、早い段階から災害に備えた体制を準備する必要がある。  

また、災害の発生するおそれがある場合は、避難、救助、救急、緊急医療等の人命の確保（避

難行動要支援者への支援を含む。）や、土砂災害の防止対策等の緊急を要する対策を効果的に実

施する必要があることから、災害警戒期と災害対応期でそれぞれ必要な対応を図る。 

 

 

 第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 土砂災害対応計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 都市整備班（都市整備課） 

（１）土砂災害警戒体制の確立 

（２）危険箇所周辺の警戒監視 

（３）土砂災害等による被害の拡大を防止する 

（４）警戒避難体制の確立 

関係機関 
市 民 異常現象発見時の通報 

防 災 関 係 機 関 警戒活動、応急活動の実施 

 

３ 取組み内容 

（１）土砂災害警戒体制の確立 

気象情報、局地的な降雨等の情報及び土砂災害の前兆現象等の早期把握に努めるとともに、気

象警報や土砂災害警戒情報等の発表により土砂災害警戒体制を早急に確立し、被害の拡大防止対

策を行う。 

土砂災害警戒体制の活動内容は以下のとおりとする。 

（ア） 情報収集・分析（気象情報等の監視、地域住民等からの土砂災害の前兆現象等の情報

連絡に対応、気象庁の土砂災害警戒判定メッシュ情報の把握、土砂災害警戒情報の把握） 

（イ） 広報活動、自治会等への情報伝達 

（ウ） 重要水防箇所、河川及びがけ地、管理施設、危険箇所等の巡回 

（エ） 土砂災害警戒区域及び特別警戒区域の巡回 

（オ） 交通規制 

（カ） 関係機関等との連絡調整 

（キ） 避難所開設準備   
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（２）危険箇所周辺の警戒監視 

ア 警戒監視体制の強化 

危険箇所等で、土砂災害の兆候が認められる場合には、警戒監視体制を強化する。 

 

イ 異常を発見した場合の措置 

市及び各施設管理者は、点検、巡視により異常を発見した場合は、直ちに異常箇所等に対し

て応急措置を実施するとともに、安全確保のため立ち入り禁止等を行う。また、住民に被害を

及ぼすおそれがある場合は、速やかにその状況を関係機関等へ通報する。 

 

ウ 土砂災害が発生した場合 

土砂災害発生後は、被害実態の早期把握に努めるとともに、所管施設の被害の把握に努める。 

特に二次災害の発生に対処するため、降雨地の気象状況の十分な把握に努め、崩壊面、周辺

斜面、堆積土砂等について、安全に留意し監視を実施する。 

 
 

（３）土砂災害等による被害の拡大を防止する 

ア 土砂災害の応急措置 

土砂災害の生じた地域において、降雨継続等により引き続きがけ崩れや土石流、地すべり等

が懸念される場合は、各施設管理者と協力し、崩壊危険箇所及びその周辺へのシート被覆、応

急排水路の設置等による再崩壊防止措置を実施する。 

 

イ 被災施設の応急復旧 

各施設管理者は、被害の拡大防止に重点を置いて、被害状況、本復旧までの工期、施工規模

等を考慮して、適切な工法により被災施設の応急復旧工事を実施する。 

（４）警戒避難体制の確立 

ア 市民に対する広報等 

被災箇所は、気象状況等により急激な拡大や土砂の異常流出が発生しやすくなるため、住民、

ライフライン関係者、交通機関関係者に対し早急に注意を喚起し、又は警戒避難等の指示、伝

達を行う。また、被害規模の拡大により、道路、人家、集落に被害を及ぼすおそれがあるとき

は、状況の推移を市民、関係機関等へ逐次周知する。特に、土砂災害等に係る危険区域の住民

等に対しては、最優先に伝達する。 

 

イ 警戒区域の設定 

土砂災害の危険が解消されない場合は、当該危険区域に警戒区域を設定し、関係住民の出入

りを制限し、必要に応じ、関係地域住民の避難措置を実施する。 
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ウ 避難勧告・指示等の実施 

被災概要調査の結果により、被害拡大の可能性が高いと予測される場合には、関係市民にそ

の調査概要を周知し、避難勧告、指示及び避難誘導等を実施する。 

また、職員の配備や伝達体制等、必要な警戒避難体制を構築し、異常時における臨機の措置

に備える。 

兵庫県の土砂災害情報提供システム及び気象庁の防災情報提供システムの土砂災害警戒判

定メッシュ情報を確認し、対象地区への避難情報の準備を整えておくこと。ただし、各情報の

発表は県データと気象台データ双方で判断される。また、予想雨量は自然現象のため不測の事

態もあることに留意すること。 

 

<土砂災害での避難情報発表フロー> 

 

    気象庁、兵庫県           市体制       避難情報 

 

       大雨に関する気象情報         職員への周知 

      （大雨の可能性が高くなっ        及び連絡体制 

た場合に発表）            の確立 

 

 

       大雨注意報            

      （警報発表の可能性がある        災害警戒体制  

場合はその旨予告あり） 

 

 

 

          大雨警報            災害警戒本部   

  

 

 

        土砂災害警戒情報          災害警戒本部     避難準備 

                           必要に応じ      高齢者等 

・       メッシュ情報（緑）         災害対策本部     避難開始 

                  

 

 

       土砂災害警戒情報    

       メッシュ情報（赤）          災害対策本部      避難勧告 

1,2 時間後予測ともＣＬ超過  

      

 

       実況で土砂災害警戒情報の基準を超過  

       メッシュ情報（青）          災害対策本部      避難指示 

実行雨量、1,2 時間後予測 

ともＣＬ超過 

 

基準超過

の概ね３

時間前 

基準超過

の概ね２

時間前 

概ね職員

の退庁時

までに情

報提供さ

れる（休

日前は金

曜日等） 
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■土砂災害対応の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
災 害 警 戒 期 

降水開始 

からの 

時系列 
災 害 危 険 期 応 急 対 策 期 

気 象 ▼大雨注意報    ▼大雨警報    ▼土砂災害警報情報 ▼土砂災害発生危険基準線（CL）超過  ▼降雨さらに強まる              ▼降雨終了 

災 害 

状 況 
 

前兆 

現象 

がけ崩れ 

土石流 

地すべり 

▼流水が濁る 

▼斜面から湧水が発生 

▼小石がぱらぱら落ちる   ▼小石がぼろぼろ落ちる 

▼木が傾く・揺れる     ▼倒木が発生 

▼湧水量の増加       ▼湧水が止まる 
★土砂災害発生 

★土砂災害発生 

▼流水の異常な濁り     ▼渓流上流で地鳴り 

▼流木の流出        ▼大量の流木の流出 

▼渓流水位の上昇      ▼渓流水位の激減 

▼樹木が傾いている 

▼斜面がはらみだす          ▼地鳴り・山鳴りがする 

★土砂災害発生 

体 制 

情 報 
 

警戒本部体制 

◎警戒本部体制 

◎災害対策本部設置検討（警戒本部） 

▼情報収集開始   ▼情報収集開始  ▼現場情報・住民からの通報収集                      ▼土砂災害発生を関係機関に連絡 

（警戒体制）     （関係課）    （関係各課） 

▼他機関の情報収集（建設農林総務班）▼通報、巡視等から土砂災害の切迫性あり 

                                                     ▼土砂災害発生の兆候あり 

▼通報箇所の巡視活動  ▼変状の発見 

▼巡視活動開始 

（建設農林総務班・近畿地方整備局・光都農林水産・土木事務所）     ▼変状箇所の立ち入り禁止・監視・応急措置 

警 戒 

活 動 
 

避 難 

活 動 
 

◎自主避難 

▼避難場所開設（自主避難）   ▼避難場所開設 

                   ▼危険地区に避難準備・高齢者等 ▼危険地区に避難勧告発令（市長） ▼危険地区に避難指示発令（市長） 

                    避難開始情報発令（市長）   ▼報道機関等に避難広報要請 

                                   ▼防災行政無線等による避難広報 

                                   ▼自主防災組織・施設管理者による避難誘導 

▼消防隊出動（西はりま消防組合） 

▼自衛隊災害派遣要請（市長） 

▼救急車両出動（西はりま消防組合） 

▼負傷者を病院に搬送 

▼道路寸断の場合、ヘリコプター出動 

救 急 

医 療 
 

宅 地 

対 策 
 

救 出 

捜 索 
 

▼被災宅地判定士の出動要請 

▼被災宅地の判定開始 

▼宅地の応急措置 

（二次災害防止） 

－
 
2

3
3

 －
 

 

 
 

対策本部体制 
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消防機関は、災害が発生した場合、迅速に活動体制を整え、総力をあげて水防活動、避難誘

導、救急救助等の応急対策活動に取り組む。水防活動については、水防法に基づき毎年定める相

生市水防計画に基づき実施するものであるが、基本的事項については以下に定める。 

 

 

第２節 防除計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）警防計画 

（２）消防力の整備計画 

（３）水防計画 

関係機関 
西はりま消防組合相生消防署 

消 防 団 

重要水防箇所の監視及び報告 

危険箇所の応急水防作業 

 

３ 取組み内容 

（１）警防計画 

ア 組織 

（ア） 平常時の事務機構 

消防本部（署） 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

消防団 

  
団長    副団長    第１分団～第 15 分団 

企画係 
 
庶務係 
 
消防第１係 
 
消防第２係 
 
救急救助係 
 
通信指令係 
 
指導係 
 
危険物係 

 
総務課 
 
 
 
 
消防課 
 
 
 
 
 
 
予防課 

消防長   署長 
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（イ） 非常時の出動体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 消防装備 

消防用車両（機械）の保有状況 

消防署関係 

車両種別 車名 年式 車両種別 車名 年式 

指令車 日産 Ｈ14 救急車（かもめ） トヨタ Ｈ18 

水槽付消防ポンプ車 日野 Ｈ21 救急車（つばめ） トヨタ Ｈ15 

消防ポンプ車 日野 Ｈ19 ひ ま わ り 日 産 Ｈ 9 

はしご付消防車 日野 Ｈ 4 コ ス モ ス ダイハツ Ｈ16 

救助工作車 日野 Ｈ12 小型動力ポンプ１台 トーハツ Ｈ13 

救急車（ちどり） トヨタ Ｈ 8 小型動力ポンプ２台 ラビット Ｓ62 

 
 

指揮隊 
 
第１中隊 
 
第２中隊 

消防長    署長 

団長－副団長－分団長－副分団長－部長－班長－団員 
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消防団関係 

分団名 車両種別 車名 年式 分団名 車両種別 車名 年式 

団本部 団 広 報 車 日産 Ｈ11 8 小型動力ポンプ トーハツ Ｓ62 

1 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
トヨタ Ｈ11 9 消防ポンプ自動車 日野 Ｈ16 

2 消防ポンプ自動車 日野 Ｈ18 10 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
日産 Ｈ21 

3 消防ポンプ自動車 いすず Ｈ 7 11 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
トヨタ Ｈ14 

4 消防ポンプ自動車 日野 Ｈ16 12 消防ポンプ自動車 いすず Ｈ10 

5 消防ポンプ自動車 トヨタ Ｈ22 13 消防ポンプ自動車 日野 Ｈ23 

6 消防ポンプ自動車 日野 Ｈ17 14 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
トヨタ Ｈ 8 

7 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
トヨタ Ｈ14 15 

全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
トヨタ Ｈ19 

8 
全自動小型動力 

ポンプ付積載車 
日産 Ｈ20  

 
 
 
 

ウ 火災警報等 

火災の警報及びその他の予警報の発令、解除の基準は概ね次のとおりであるが、この場合、

消防長はその状況によっては職員を召集して危険箇所の巡回を行い、必要に応じて広報車等を

利用して市民に周知するものとする。 

（ア） 火災警報 

ａ 実効湿度が 60パーセント以下で、最低湿度が 40 パーセント以下であり、かつ、最

大風速が 7メートル以上となると予想されるとき。 

ｂ 現に、風速 10 メートル以上であるとき、又は風速 10 メートルになると予想される

とき。ただし、降雨、降雪の場合は除く。 

（イ） 火災以外の予警報 

関係官署の指令、発令を基準にして、その都度状況判断の上、行う。 
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エ 召集及び出動 

（ア） 災害発生時における消防職員、団員の召集及び出動は、消防本部から指示するところ

により、次の区分に従って行うものとする。 

平 常 時 
消防長、署長、勤務中の職員 

消防団長、副団長、災害発生地区管轄分団員 

出 動 区 分 
災    害    発    生    地    区 

相 生(１～８分団) 若狭野(９～12 分団) 矢 野(13～15 分団) 

第 １ 次 出 動 第１～４分団 第９～12 分団 第 13～15 分団 

第 ２ 次 出 動 
第５～８分団 第 13～15 分団 第９～12 分団 

全職員 

第 ３ 次 出 動 全団員 

 

（イ） 出動、防災活動については、消防長・消防団長の指揮に従うのが原則であるが、緊急

時又は現場状況等においてこれにより難い場合には、現地における最高指揮者の指示を

受けるものとする。 

 

オ 緊急出動 

緊急出動時は、救急病院等と連携して事故に対処するものとする。また、大災害に備えて、

市内の医療機関の保有する救急施設の活用を図らねばならない。 

 

カ 相互応援計画 

災害は、時に広大な範囲に膨大な被害をもたらすことがあるので、この防御には、他の消防

機関等と相互に協力して、早期鎮圧に当たる必要がある。 

現在、相生市では、下表のとおり消防相互応援協定を締結している。 

消防相互応援協定の締結状況 

協定名称 締結年月日 協定市町等 

消 防 相 互 応 援 協 定 昭和 31 年４月 20 日 赤穂市・上郡町 

消 防 相 互 応 援 協 定 昭和 38 年 11 月１日 龍野市 

兵 庫 県 広 域 

消 防 相 互 応 援 協 定 
昭和 63 年 8 月 1 日 県下の市町及び組合消防本部 

船 舶 火 災 の 消 火 等 

に 関 す る 業 務 提 携 
平成 23 年 3 月 29 日 姫路海上保安部 

山 陽 自 動 車 道 消 防 

相 互 応 援 協 定 
平成 19 年 3 月 15 日 

西宮市、三田市、神戸市、三木市、小

野市、加古川市、姫路市、たつの市、

赤穂市、東備消防組合管理者 
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（２）消防力の整備計画 

この計画は、地域防災活動の核となる消防力の増強を図るため、人員、施設、機器等の整備計

画を樹立し推進することを目的とする。 

 
 

ア 庁舎の改修等 

災害発生時において、情報、通信、連絡等、災害対策本部と一体となり対応すべく、消防庁

舎の改修等施設の整備充実に努める。 

 

イ 化学消防車等の整備 

災害への迅速的確な対応をするため、化学消防車の配備等機器の充実に努める。 

 

ウ 水利の増強 

震災時にも、消防活動が迅速かつ有効に行えるよう、耐震性防火水槽の整備に努める。 

 

 

（３）水防計画 

水防法に基づき、水防計画を次のとおり定める。 

 

ア 目的 

この水防計画は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第４条の規定に基づき兵庫県知事から

指定された指定水防管理団体たる相生市が、同法第３３条の規定に基づき、相生市の地域にか

かる河川、ため池又は海岸の洪水等の水災に対処し、その被害を軽減することを目的とする。 

 

イ 水防事務の処理 

洪水等に際し水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もって公共の安全を保

持するため、水防法第 16 条による水防警報の通知を受けたときから洪水等による危険が除去

されるまでの間、この水防計画に基づいて水防事務を処理するものとする。 

 

ウ 水防本部の設置及び組織 

（ア） 水防管理者は、洪水等についての水防活動の必要があると認めたときからその危険が

除去されるまでの間、市に水防本部を設置する。ただし、市に災害対策本部が設置され

た場合には、その組織に統合されるものとする。 

（イ） 水防本部の事務局は、相生市企画総務部危機管理課におき、水防本部の組織は次のと

おりとする。 
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水防本部組織 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 本部員は次の職にある者をもって充てる。 

ａ 本部室の本部員 

（ａ） 各部長・部長相当職 

（ｂ） 会計管理者 

（ｃ） 議会事務局長 

（ｄ） 市民病院事務局長 

（ｅ） 教育長・教育次長 

ｂ 水防部の本部員 

（ａ） 消防団長・消防副団長 

（エ） 本部室及び各部には次のとおり班を置き、各部長の命により、相生市地域防災計画に

定める組織計画に準じた事務分掌に当たる。 

本 部 室………防災班 

企画総務部………企画総務班 

財 務 部………財務総務班、調査班、出納班 

市民生活部………市民生活総務班、地域振興班、環境班 

健康福祉部………社会福祉総務班、健康介護班、看護専門学校班 

建設農林部………建設農林総務班、都市整備班、農林水産班 

救 護 部………救護総務班、救護班 

協 力 部………第１協力班、第２協力班、第３協力班、第４協力班、第５協力班 

教 育 部………庶務班、学校教育班、生涯学習班、人権教育推進班、 

体育振興班、市立学校班、市立幼稚園班 

水 防 部………消防団 

 

 

 

相生警察署 

上郡土木事務所 

上郡土地改良事務所 

上郡農林水産振興事務所 

 
本部長 

(市長) 

副本部長 

(副市長) 

防災監 本部室 

(本部員) 

相生警察署 

光都土木事務所 

光都農林 

振興事業所 

光都土地改良センター 

水防部 

(本部員) 

消 防 団 

本部室 

西はりま消防組合 

相生消防署 

企画総務部 

財務部 

市民生活部 

健康福祉部 

救護部 

建設農林部 

協力部 

教育部 
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エ 水防本部の班員の非常召集 

各班員は、水防本部の業務開始の指令を受けたときは、直ちに本部に出動し、水防本部長の

指揮を受ける。 

 

オ 水防巡視及び水防信号 

（ア） 水防巡視 

ａ 防災監は、水防本部長から水防警報等の通知を受けたときは、消防団長を経て直ち

に各河川の水防受持区域の分団長に対し、その通知を連絡し、必要団員に河川及び水

門、樋門等の巡視を行うよう指示する。 

地震による堤防の漏水、沈下等の場合又は津波の場合も同様とする。 

ｂ 各分団長は、洪水等予報の通知を受けたときは、随時、河川、堤防を巡視し、水位

の変化及び水門の状況等を消防団長を経て直ちに防災監に報告する。 

ｃ 各分団長は、水防警報の通知を受けたときは、常時、河川、堤防を巡視し、洪水等

のおそれを察したときは、消防団長を経て直ちにその状況を防災監に報告するととも

に団員を召集し、水防作業にあたらせる。 

（イ） 水防信号は次のとおりとし、サイレンの吹鳴で周知を図る。 

信号 

種類 
発するとき 指示事項 サ イ レ ン 信 号 

第１ 

信号 

河川の水位が増し警戒の

必要があるとき 

一般市民に周知するととも

に必要な団員を召集し、河

川の警戒に当たる。 

約 
５秒 

○－ 

15 秒 

休止 

５秒 

○－ 

15 秒 

休止 

第２ 

信号 

水防区より洪水等のおそ

れがある旨の報告があっ

たとき 

各分団員を召集するととも

に水防活動に必要な資材を

現場に輸送する。 

約 
５秒 

○－ 

６秒 

休止 

５秒 

○－ 

６秒 

休止 

第３ 

信号 

堤防が決壊し又はこれに

準ずべき事態が発生した

とき 

各分団員の外、必要により

一般市民の出動を求める。 

約 
10 秒 

○－ 

５秒 

休止 

10 秒 

○－ 

５秒 

休止 

第４ 

信号 

洪水等が著しく切迫し区

域内の住民を避難させる

必要があると認めたとき 

相生警察署に通報し一般市

民を避難場所に誘導する。 

約 
60 秒 

○－ 

５秒 

休止 

60 秒 

○－ 

５秒 

休止 

※地震による堤防の漏水、沈下等の場合又は津波の場合は、上記に準じて水防信号を発する。 

備考：信号は適宜の時間継続すること。 

 

カ 水防警報及び気象情報の伝達並びに連絡方法 

（ア） 水防に関する連絡系統 

ａ 水防指令 

兵庫県水防本部    光都土木事務所     西はりま消防組合（相生消防署） 

                     相生市総務課 
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ｂ 水防警報 

光都土木事務所     西はりま消防組合（相生消防署） 

           相生市総務課 

 

ｃ 気象情報（地震、津波を含む） 

 

 

 

 

 

 

 総務省消防庁      西はりま消防組合（相生消防署） 

（J-ALERT 利用）    相生市総務課 

 

（イ） 水防区別連絡方法 

水防区 担当分団 責任者 
通信連絡方法 

第１通信 第２通信 第３通信 第４通信 

第 １ 

水防区 

第 １ 分 団 

第 ２ 分 団 

第 ８ 分 団 

 

分 
 
 

団 
 

 

長 

  

固
定
・
携
帯
電
話 

電
子
メ
ー
ル
・
分
団
サ
イ
レ
ン 

無 
 
 
 
 
 

線 

伝 
 
 
 
 
 

令 

第 ２ 

水防区 

第 ５ 分 団 

第 ６ 分 団 

第 ３ 

水防区 

第 ３ 分 団 

第 ４ 分 団 

第 ７ 分 団 

第 ４ 

水防区 

第 ９ 分 団 

第 10 分団 

第 ５ 

水防区 

第 11 分団 

第 12 分団 

第 ６ 

水防区 

第 13 分団 

第 14 分団 

第 15 分団 
 
 

（ウ） 無線通信 

災害現場の状況及び警戒中の情報に活用する。 

通信機台数 

デジタル簡易無線機 

中継局 ４（旭・若狭野町寺田・矢野町上・矢野町榊） 

区分 市 消防団 消防署 

移動局 

車載用 ２ １５ ０ 

携帯用 ２ ３５ ５ 

計 ４ ５０ ５ 

神戸地方気象台 

兵庫衛星通信ネットワーク管理室 

兵庫県企画県民部災害対策局災害対策課 

相生市危機管理課 
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呼出し名称 

分団名称、中継局地区名を呼出し名称で使用する 
             

キ 水防資材と輸送力 

（ア） 水防倉庫設置場所 

倉 庫 名 所   在   地 面積 

相 生 倉 庫 旭一丁目１番３号（防災倉庫内） 82.50 ㎡ 

若 狭 野 倉 庫 若狭野町寺田字西河原 329-3 番地先 52.05 ㎡ 

矢 野 倉 庫 矢野町二ツ木字京明 12 番地先 22.68 ㎡ 
 
 

（イ） 水防資器材の備蓄状況                （平成 28 年 5 月 22 日現在） 

品目／区分 相生倉庫 若狭野倉庫 矢野倉庫 計 

ビニール袋（枚） 5，168 7，000 7，000 19，168 

シ ー ト（枚） 46 20 23 89 

  縄  （巻） 14 10 10 34 

木   杭（本） 9 49 50 108 

鋼 管 抗（本） 299 83 36 418 

掛   矢（挺） 15 10 10 35 

スコップ （挺） 47 30 30 107 

じょれん （挺） 9 10 10 29 

つるはし （挺） 10 5 5 20 

一 輪 車（台） 5 5 5 15 

な   た（挺） 9 5 5 19 

厚   鎌（挺） 6 10 10 26 

たこづち （挺） 2 2 2 6 

クリッパー（挺） 3 2 2 7 

のこぎり （挺） 5 4 4 13 

番   線（㎏） 50 50 50 150 

 大ハンマー（本） 7 4 4 15 

 ロ ー プ（本） 16 6 5 27 

 シ   ノ（本） 4 3 2 9 

 ハンドマイク（個） 1 1 1 3 

 モッコ（リング付） 2 2 2 6 

 手 カ ギ（挺） - 2 2 4 

 土留鋼板 （式） 1 1 1 3 
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（ウ） 本部輸送力 

区分 乗用車 
バス 

(マイクロ) 
ダンプ 貨物 消防車 救急車 

水防本部室 23 3 8 26   

水防部（団） 1    16  

相生消防署 3   1 4 2 

 

（エ） 輸送協力事業所 

名       称 所  在  地 電    話 

西播通運㈱ 汐 見 台 15-1 (22)3000 

㈱ ｳｴｽﾄ神 姫  竜 泉 町 394-1 (22)5180 

※その他建設業者、事業所等の協力を求める。 

 

 

ク 水防体制と活動 

（ア） 消防分団の水防受持区域 

水防区 主要範囲 担当分団 

第１水防区 

相生、大谷町、川原町、

旭、大島、野瀬、葛ケ浜、

鰯浜、坪根 

相生大谷川、亀ノ尾川、野瀬大谷川、 各地区

海岸、龍山、 網ノ浦、野瀬（急傾斜地） 

津波・高潮に関する重要水防区域 

その他第１水防区全域 

第１、２、８分団 

第２水防区 

古池、双葉、赤坂、池之

内、那波野、向陽台、汐

見台、山手 

古池大谷川、岩谷川、普光沢川、 

その他第２水防区全域 

第５、６分団 

第３水防区 

陸、ひかりが丘、那波、

佐方、千尋町、山崎町、

西谷町 

普光沢川、鮎帰川、苧谷川、佐方川、東矢野谷

川、西矢野谷川 

津波・高潮に関する重要水防区域 

その他第３水防区全域 

第３、４、７分団 

第４水防区 

緑ケ丘、青葉台、竜泉町、

上松、入野、鶴亀、東後

明、 西後明 

苧谷川、西後明川、緑ケ丘・入野（急傾斜地） 

その他第４水防区全域 

第９、10 分団 

第５水防区 

野々、八洞、出、寺田、若

狭野、福井、下土井、 雨

内 

矢野川、小河川、雨内大谷川 

その他第５水防区全域 

第 11、12 分団 

第６水防区 矢野川、小河川、二ツ木川、鍛冶屋川、 第 13、14、15 分団 
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真広、下田、二木、小河、 

上土井、瓜生、上、菅谷、

榊、釜出、金坂、中野、

森、能下 

能下川、榊川、黒蔵川、菅谷下池 

その他第６水防区全域 

※消防団長は、必要に応じ消防分団に、他の水防区の水防作業の応援をさせることができる。 

（イ） 水防警戒箇所 

ａ 河川 

河川名 
重  要  水  防  区  域 

左右岸の別 延長（ｍ） 地  点  名 

大谷川 
左岸 

右岸 

50 

50 

相生市相生２丁目 

（人道橋～蛭子橋） 

佐方川 右岸 50 
相生市佐方２丁目 

（神田橋～下流） 

 

ｂ 津波・高潮に関する重要水防区域（港湾・海岸） 

港湾

名 
地区名 

水防上最も重要な区 次に重要な区域 要注意区域 

番号 延長 地点 番号 延長 地点 番号 延長 地点 

相 
 

生 
 

港 

相生        ① 340 相生 

那波       ② 110 大島 

那波       ③ 550 那波 

那波       ④ 490 那波南 

鰯浜       ⑤ 150 鰯浜 

坪根       ⑥ 240 坪根 

  計 1,880ｍ  

※○付番号は次頁図面参照 

 

ｃ 急傾斜地崩壊危険区域 

区 域 名 所    在    地 指 定 年 月 日 

網 之 浦 相生四丁目 昭和 47 年２月 12 日 

龍   山 〃 〃 

野   瀬 野瀬 〃 

緑 ケ 丘 緑ケ丘一丁目、若狭野町入野字大谷 平成 8年 3月 29 日 

森 矢野町森 平成 12 年 3 月 7日 

旭（1） 旭二丁目及び相生 平成 19 年 3 月 9日 

旭（2） 旭二丁目 平成 19 年 3 月 9日 

八   洞 若狭野町野々 平成 21 年 8 月 7日 
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ケ 情報周知と伝達内容 

（ア）地域住民への周知 

ａ 防災行政無線による周知 ｅ あいおい防災ネットによる周知 

ｂ サイレンによる周知   ｆ 緊急速報メール・公共情報コモンズによる周知 

ｃ 自治会等による周知   ｇ ハザードマップによる周知 

ｄ 消防団による周知   

※市は、ハザードマップ等を作成し、住民への災害危険箇所の周知を実施する。 

 

（イ）伝達内容 

ａ 気象状況 

警戒状態となった場合、状況を一般に周知する。 

ｂ 洪水予報 

河川等の増水状況により必要に応じて周知する。 

ｃ 堤防の決壊 

サイレン及び口頭伝達をもって一般に周知する。 

ｄ 避難 

サイレン及び口頭伝達により周知し、水防本部員、水防部員（消防団員）、相生消防

署員、警察官等の指示・誘導により避難する。 

ｅ 水防警戒解除 

河川等の水位が減じ、災害のおそれがなくなったとき解除し、一般に周知する。 

 

コ 居住者の出動 

水防法第 24 条に基づき、河川等が著しく危険な状態となったとき、水防管理者は居住者の

出動を要請することができる。ただし、その対象者は市内居住の年齢満 18歳以上の者とする。 

 

サ 民間団体の協力 

災害時において自治会等の協力を得て、災害応急対策の万全を期す。 

（ア） 情報の収集及び伝達 

（イ） 救出・救護 

（ウ） 給食・給水 

（エ） 災害応急対策活動 

（オ） 災害復旧の促進及び協力 

 

シ 避難予定場所 

『第３編第１部第３章第７節 避難計画』を参照。 
   



－ 248 － 

 

ス 協力応援についての協定 

（ア） 警察署長との協定 

水防管理者は、水防上必要がある場合は、警察署長と次の事項を協定するものとする。 

ａ 水防法第 21 条の警戒区域の設定 

ｂ 水防法第 22 条の警察官の出動要請 

ｃ 水防法第 29 条の立退き指示の通知 

（イ） 隣接水防管理団体との協定 

水防法第 23 条に基づく応援については、昭和 44年 12 月 10 日締結の消防相互応援協

定により、要請することができる。 

 

セ 気象情報及び水防非常配備 

（ア） 水防活動の利用に適合する予報及び警報の種類 

  ａ 注意報 

注意報 発  表  基  準 

大雨 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

 ○土壌雨量指数基準  １０５ 

 ○雨量基準 

・１時間雨量が 20mm（平坦地） 

・１時間雨量が 30mm（平坦地以外) 

洪水 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合 

○１時間雨量が 20mm（平坦地） 

○１時間雨量が 30mm（平坦地以外) 

高潮 
台風等による海面の異常上昇によって一般の注意を喚起する必要がある場合 

○潮位が東京湾平均海面（Ｔ・Ｐ）上 1.2ｍ 

波浪 
波浪、うねり等によって災害が起るおそれがあると予想される場合 

○有義波高が 1.5ｍ 

［注］「平坦地」とは、概ね傾斜が 30 パーミル以下で、都市化率が 25パーセント以上の地域

のこと。“平坦地以外”とは、それ以外の地域を表す。 

「津波の高さ」とは、平常の海面から、津波によって高くなった高さのこと。 

  ｂ 警報 

警報 発  表  基  準 

大雨 

大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

 ○土砂災害基準 

   ・土壌雨量指数基準  １６８ 

 ○浸水害基準 

   ・１時間雨量が 45 ㎜（平坦地） 

   ・１時間雨量が 60 ㎜（平坦地以外） 
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警報 発  表  基  準 

洪水 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合 

 ○１時間雨量が 45 ㎜（平坦地） 

 ○１時間雨量が 60 ㎜（平坦地以外） 

高潮 

台風等による海面の異常上昇によって重大な災害が起こるおそれがある

と予想される場合。 

○潮位が東京湾平均海面（Ｔ・Ｐ）上 1.8ｍ 

波浪 
波浪、うねり等によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

○有義波高が 3.0ｍ 

(注)「津波の高さ」とは、平常の海面から、津波によって高くなった高さのこと。 

ｃ 特別警報 

特別警報 発  表  基  準 

大雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若

しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨と予

想される場合 

高潮 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により、高潮になると予想さ

れる場合 

波浪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により、高波になると予想さ

れる場合 

 

ｄ 津波注意報、警報の種類及び発表基準 

発表基準・解説・発表される津波の高さ等 

（津波警報・注意報） 

気象庁が、津波による災害の発生が予想される場合には、地震発生後、約３分で大

津波警報、津波警報又は津波注意報を発表する。 

   （津波警報等の種類と発表される津波の高さ等）          平成 25 年 8 月 30 日時点 

津波警報等

の種類 

発表基準 津波の高さ 

予想の区分 

発表される津波の高さ とるべき行動 発表管署 

数値での

発表 

巨大地震の

場合の発表 

大津波警報 

＊特別警報 

予想される津波の高さ

が高いところで 3ｍを

超える場合 

10ｍ<高さ 10ｍ超 

巨大 

陸域に津波が浸水

するおそれがある

ため、沿岸部や川

沿いにいる人は、

ただちに高台や避

難ビルなどの安全

な場所へ避難す

る。警報が解除さ

気象庁本

庁又は大

阪管区気

象台 

5ｍ<高さ≦10ｍ 10ｍ 

3ｍ<高さ≦5ｍ 5ｍ 

津波警報 

予想される津波の高さ

が高いところで 1ｍを

超え、3ｍ以下の場合 
1ｍ<高さ≦3ｍ 3ｍ 高い 
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れるまで安全な場

所から離れない。 

津波注意報 

予想される津波の高さ

が高いところで 0.2ｍ

以上、1ｍ以下の場合で

あって、津波による災害

のおそれがある場合 

0.2ｍ<高さ≦1ｍ 1ｍ 表記なし 

陸域では避難の必

要はない。海の中

にいる人はただち

に海から上がっ

て、海岸から離れ

る。海水浴や磯釣

りは危険なので行

わない。注意報が

解除されるまで海

に入ったり海岸に

近づいたりしな

い。 

注1） 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等の解除を行う。 

このうち、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判断した 

場合には、津波の高さが津波注意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続すること

や留意事項を付して解除を行う場合がある。 

注2） 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に 

津波がなかったとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをい

う。 

 

ｅ 津波情報 

  大津波警報・津波警報・注意報を発表した後、「予測される津波の高さ」、「津波の到達

予測時刻」等の情報を発表する。 

（津波情報の種類と内容）                  平成 25 年 4 月 1 日時点 

 情報の種類 情報の内容 

津

波

情

報 

津波到達予測時刻・予想される津波

の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予測時刻や予想され

る津波の高さを５段階の数値（メートル単位）ま

たは２種類の定性的表現で発表 

各地の満潮時刻・津波到達予想時刻

に関する情報 

主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発

表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表(※１) 

沖合の津波観測に関する情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の

観測値から推定される沿岸での津波の到達時刻

や高さを津波予報区単位で発表 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表 

（※１）津波観測に関する情報の発表内容について  

     ・ 沿岸で観測された津波の第１波の到達時間と押し引き、及びその時点における最大波の観測

時刻と高さを発表する。 
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・ 最大波の観測値については、観測された津波の高さが低い段階で数値を発表することにより避

難を鈍らせるおそれがあるため、当該津波予報区において大津波警報または津波警報が発表中で

あり観測された津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、、津波が到達

中であることを伝える。 

 

ｆ 津波予報 

  地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報

で発表する。                      平成 25 年 4 月 1 日時点 

発表基準 内  容 発表管署 

津波が予想されない時 

（地震情報に含めて発表） 

津波の心配なしの旨を地震情報に含めて発表 

気象庁本庁

又は大阪管

区気象台 

0.2ｍ未満の海面変動が予想

されたとき（津波に関するそ

の他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2ｍ未満の海面変動のため被害は

心配なく、特段の防災対策の必要がない旨を発表 

津波注意報介助後も海面変

動が継続するとき（津波に関

するその他の情報に含めて

発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も継続

する可能性が高いため、海に入っての作業や釣り、

海水浴などに際しては十分な留意が必要である旨

を発表 

 

（イ） 水防非常配備 

ａ 非常配備の種類 

第 1非常 

配備態勢 

少数の人員をもって、主として情報連絡に当たり、事態の推移により直

ちに召集、その他の活動ができる態勢 

第２非常 

配備態勢 

所属人員の半数をもって当たり、その他は自宅待機とし、次期体制に直

ちに移れる態勢 

第３非常 

配備態勢 

全員召集。消防団は各分団毎に詰所に配置、出動要請次第直ちに活動可

能な完全水防態勢 

 

 

ｂ 非常配備につく時期及び解除 

非常配備及び解除の時期は、次の基準により、水防本部長が指示する。 

水防指令第 1 号指令（第 1 非常配備につくべき指令）   

①今後の気象情報及び水位又は潮位に注意と警戒を必要とする時   

②震度４の地震が発生した時（自動発令） 

水防指令第２号指令（第２非常配備につくべき指令）   

①水防事態の発生が予想され、数時間の間に水防活動の必要が予想される時   

②水防警報の「準備」が発せられた時   

③震度５弱又は５強の地震が発生した時（自動発令） 
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水防指令第３号指令（第３非常配備につくべき指令）   

①水防事態が切通し、また水防態勢の規模が大きくなり第２非常配備態勢では処理し

かねると予想される時    

②水防警報の「出動」が発せられた時    

③震度６弱以上の地震が発生した時（自動発令）  

④津波注意報、または津波警報、大津波警報が発表された時（自動発令）  

解   除  

水位が低下し、災害発生のおそれがなくなった時、水防本部長は水防体制を解除し、

一般に周知する。  

       

      注）（自動発令）と記載のあるものは、地震発生又は津波注意報等の発表をもって。水

防指令が自動的に発令されたものとみなす。 
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消防機関の配置図 

 

 



－ 254 － 

 

水防倉庫位置図 
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災害が発生した場合、浸水、土砂崩れ、樹木の倒壊、建物の損壊等により、要救出・救助者が

多数発生することが予想される。これらに対処するため、市は、消防、警察、消防応援部隊など

の防災関係機関と連携を図り、救出・救助体制を確立し、迅速かつ適切な救出・救助活動に努め

る。 

 

第３節 被災者救出計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）市の対応 

（２）救出班の編成及び組織 

（３）必要資機材 

（４）実施計画 

（５）県への要請 

（６）自主防災組織、事業所、住民等 

（７）その他 

関係機関 消 防 団 救助活動 

 

３ 取組み内容 

（１）市の対応 

市は、救出活動を実施するとともに、県等との調整及び市域における関係機関の救出活動の調

整を行う。 

 

（２）救出班の編成及び組織 

救出班の編成は、消防団の機構をもってこれにあて、市長の指令を受けた消防団長の指示で活

動する。 

 

（３）必要資機材 

救出に要する必要資機材については、消防団及び建設農林部において保有する資機材を利用す

るほか、購入、借上げ等により調達する。 
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（４）実施計画 

ア 職員の動員と負傷者等の救出 

職員の動員と負傷者等の救出を実施することとする。 

（ア） 職員は動員命令を待つことなく、直ちに参集の準備にとりかかるものとする。 

（イ） 職員は近隣の被災状況を把握し、まず人命救助を行い、その後災害対策本部に参集す

る。 

 

イ 救出活動の実施の要請 

市は、救出活動が困難な場合、県に可能な限り次の事項を明らかにして、救出活動の実施を

要請することとする。 

（ア） 応援を必要とする理由 

（イ） 応援を必要とする人員、資機材等 

（ウ） 応援を必要とする場所 

（エ） 応援を必要とする期間 

（オ） その他必要な事項 

 

ウ 活動の対象 

災害のため、現に生命、身体が危険にさらされたり、早急に救出しなければならない状態で

ある者にあって、概ね次に該当する場合とする。 

（ア） 火災時、家屋内に取り残された場合 

（イ） 倒壊家屋の下敷きになった場合 

（ウ） 流出家屋とともに流されたり、孤立した所に取り残された場合又は山崩れ等によって

生き埋めになった場合 

（エ） 自動車等の大事故が発生した場合 

（オ） その他救出が必要な場合 

 

エ 救出方法及び救出体制 

市が関係機関と相互に緊密な連絡を取り、協力して救出に当たるものとする。 

ただし、救出困難な場合は、自衛隊、近隣市町の消防関係等に対し協力を要請するものとし、

被災者の救出、搬送に当たるものとする。 

 

オ 活動体制 

災害時における効果的な活動を図るため、現場に「現地対策本部」を設置し、「現場救護班」

及び「調査班」を編成し、現場用務に当たるものとする。 

（ア） 現場救護班 

ａ 市長が必要と認めるときは、現地対策本部に現場救護班を併置し、次の任務を行う。 
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（ａ） 傷病者の応急処置と搬送順位の選定 

（ｂ） 救急、救助隊の整理誘導及び搬送先医療機関の選定 

（ｃ） 救護した傷病者の人別調査及び記録 

（ｄ） 現場救護所（前各任務を行うための施設及び場所）の設営 

ｂ 救護班の編成は、現地指揮本部員及び他の専門関係機関の人員とする。 

（イ） 調査班 

現場責任者が必要と認めるときは、調査班を設置し、現地指揮本部において多数の傷

病者の収容が予想される場合、医療機関等へ派遣要請を指示し次の任務を行う。 

ａ 収容された傷病者の氏名等及び傷病程度の調査記録並びに必要に応じ傷病者の一

覧表の提出 

ｂ 調査結果に基づく必要事項について現地指揮本部への報告 

ｃ その他傷病者収容について派遣先医療機関等への協力 

（ウ） 現場要務 

現場における傷病者の救護は原則として、次によるものとする。 

ａ 救急隊は現地指揮本部に集結し、同所より順次傷病者を搬送するものとする。 

ｂ 現場に他の機関による救護所が設置された場合は、これと協力して行うものとする。 

ｃ 現場救護班はその任務を行うに当たり派遣された医師が現場に当たる場合、この指

導に従い行動するものとする。 

ｄ 被災者多数発生のときは、『第３章第 42 節 突発重大事案の応急対策の推進』を運

用し、車両により効率的に傷病者の搬送に努める。 

ｅ 救急医療体制については、『第３章第５節 医療助産計画』によるものとする。 

 
 

 

災害救助法による実施基準 
 

〔災害にかかった者の救出〕 

（救助の対象） 

災害のため、現に生命身体が危険な状態にある者 

  ・ 火災の際に火中に取り残されたような場合 

・ 地震の際に倒壊家屋の下敷きになったような場合 

・ 水害の際に流失家屋とともに流された、孤立した地点に取り残された等の場合 

・ 山津波や土石流により生き埋めになったような場合 

・ 必ずしも災害が直接的な要因となっていることを要しない。 

  災害にかかった原因の如何を問わない（不可抗力、本人の過失を問わない）。 

原則として人の救出だけに限定される。 

（救助の方法） 

生命の安全を第一とし、災害の状況に応じて最も的確かつ迅速に実施できる方法 

（費用の範囲） 

  借上費又は購入費 

・ 船艇その他救出のために必要な機械器具の借上費等 

・ 直接救出活動に使用したものに限る。 
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  修繕費 

   ・ 救出のために使用した機械器具の修繕費 

  燃料費 

   ・ 機械器具を使用する場合に必要なガソリン代、石油代 

・ 救出作業を行う場合の照明の灯油代 

・ 救出した人を蘇生させるための採暖用の燃料費 

  救出のための賃金職員雇上費及び輸送費は、経理上救出費から分離し、賃金職員雇上費

及び輸送費として一括計上する。 

（費用の限度） 

  当該地域における通常の実費 

（救出期間） 

  災害発生の日から３日以内 

※ 通常、４日以後については死体の捜索として扱う。 

 

〔死体の捜索〕 

（救助の対象） 

  行方不明の状態にある者で、四囲の事情により、既に死亡していると推定される者 

・ 行方不明になってから既に相当な時間を経過している場合 

・ 災害の規模が非常に広範囲にわたり、特定の避難所等の地域以外は壊滅してしま

ったような場合等 

死亡した原因の如何を問わない（ 現に死体を捜索しなければならない状態にあるもの） 

死亡した者の居住地における法適用の有無及び死亡した者の住家の被害状況は関係ない。 

（救助の方法） 

  多数の死体をそのまま放置することは人道上許されることではないため、市町民の労

力奉仕等により、捜索に必要な機械器具等を借り上げて実施する。 

（費用の範囲） 

  借上費又は購入費 

・ 直接捜索作業に使用した船艇その他捜索に必要な機械器具の借上又は購入費 

・ 購入した場合は救助終了後換金処分し、救助費の精算で金額を控除 

修繕費（ 捜索作業に使用した機械器具の修理費） 

燃料費（ 機械器具を使用する場合に必要なガソリン代、石油代及び捜索作業を行うための照明用の

灯油代等） 

死体捜索のための賃金職員雇上費及び輸送費は経理上捜索費から分離し、賃金職員雇上

費、輸送費に一括計上する。 

（費用の限度） 

  通常の実費 

（救助期間） 

  災害発生の日から１０日以内とする。 

（特別基準） 

  捜索期間の延長。延長期間は、通常の場合の基準期間である１０日以内。 

（ 再延長が必要な場合は、その都度上記と同様に取り扱う。） 
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備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 

 

（５）県への要請 

市は、被災者の救助活動を実施する中で必要が認められる場合は以下について要請する。 

（ア） 県職員の派遣 

（イ） 他の市町長に対する応援の要請 

（ウ） 自衛隊に対する災害派遣要請 

（エ） 兵庫県建設業協会に対する建設用資機材及び労力の支援要請 

（オ） 日本レスキュー協会との「災害時における災害救助犬の出動に関する協定」に基づく

救助犬出動要請 

（カ） 救出活動に関する総合調整 

 

（６）自主防災組織、事業所、住民等 

自主防災組織、事業所の自衛防災組織、住民等は、次により自発的に救出活動を行うとともに、

救出活動を実施する各機関に協力するよう努める。 

（ア） 組織内の被害状況の把握と負傷者の早期発見 

（イ） 救助用資機材を活用した組織的救出活動の実施 

（ウ） 警察署、消防署への連絡 

 

（７）その他 

市及び救助活動を実施する機関は、人員、重機等の資材の確保について、建設業界との連携強

化に努める。 
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交通事故、産業災害、大規模災害等（以下「事故等」という。）により、短時間に集団的に発

生する負傷者等の発見、通報から搬送、救急医療の提供に至るまでのケア対策について、市（消

防機関、関係課）、事故発生責任機関、警察、海上保安本部、医療機関その他関係機関の連携及

び協力の下に、本計画の定めるところにより実施するものとする。 

第４節 救急医療対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
防災班（危機管理課、総務課） 

救護部（市民病院） 

（１）業務分担 

（２）実施要領 

（３）事故等の現場における諸活動の調整 

（４）費用負担 

（５）市内の救急病院 

（６）大規模事故災害患者への対応 

関係機関 関 係 機 関 搬送、救急医療の提供、関係機関への連絡 

 

３ 取組み内容 

（１）業務分担 

事故等が発生した際においては、各関係機関は、概ね次の業務を分担する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害の発生 

（被害規模に関する情報収集） 

・人命救助、救護の状況 

・119 番通報の状況 

・建物被害・火災被害の状況 

（防災班・相生消防署） 

災害対策本部設置 

・情報収集整理 

・初期応急対策の実施 

・活動方針の検討 

（防災班） 

 

 

 

相生市関係担当班 

出動指令 

（防災班より） 

・情報収集 

・応急対策 救助・救急活動方針決定 

（災害対策本部） 

 

関係機関への応援要請 

（防災班） 

 

各関係機関 
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（２）実施要領 

ア 事故等の発見、通報及び関係機関への連絡 

事故等の発見者又は事故発生責任機関から事故発生の第一報を受信した機関は、事故等の状

況（日時、場所、原因、死傷者の数等）を必要に応じ関係機関へ直ちに連絡する。 

イ 事故等の現場における救出 

事故等の通報を受信した救出担当機関は、事故等の規模、内容等を考慮の上、直ちに必要な

人員、機械等を現場に出動配備し、救出に当たる。 

ウ 事故等の現場から医療施設への負傷者の搬送 

（ア） 事故等の通報を受信した搬送担当機関は、事故等発生責任機関等の要請又は自らの判

断により、直ちに救急自動車、船艇及び救急隊員を現場に出動させ、搬送に当たる。 

（イ） 救急自動車等が不足するときは、次の応急措置を講ずる。 

ａ 医療機関の患者搬送車の活用 

ｂ 他の車輌を応急的に調達し活用 

ｃ 隣接市町の応援を要請 

（ウ） ヘリコプターによる搬送を要すると判断した場合、県へヘリコプターの出動を要請す

ることとする。 

 
 

エ 医療関係者の出動要請並びに現場及び搬送中の救急処置 

（ア） 事故等発生責任機関は、事故等の規模、内容を考慮の上、医療機関に対して医療関係

者の出動を要請し、現場及び搬送中の傷病者に対する救急措置の万全を期する。 

（イ） 市長は、事故等により自ら必要を認めるとき、又は事故等発生責任機関等から要請が

あった場合において、その必要を認めたときは、医療関係者を現場に出動させる。 

 

医療関係者の出動要請図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 負傷者等の収容 

負傷者等の収容については、事故発生責任機関が特に指示する場合を除き、次の施設の活用

を図る。 

災害対策課 

県立病院局 

医 療 課 

県
知
事 

市  町  長 

日       赤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県  立  病  院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市  立  病  院 

国  立  病  院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 

療 

機 

関 

事 故 発 生 責 任 機 関 
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（ア） 医療機関 

（イ） その他医療施設（特に感染症指定医療機関） 

（ウ） 公民館、学校  

（エ） 寺院（死者の場合） 

     死亡して発見された場合及び搬送中に死亡した場合等は、速やかに県警察本部に連絡し、検

視その他所要の処理を行わなければならない。 

速やかな検視等に支障が生じる程度の多数の死者が発生した場合は、日本法医学会に対し応

援を要請するとともに、県医師会を通じて、兵庫県医師会死体検案認定医等の臨床医の協力も

得ることとする。 

 

カ 関係機関への協力要請 

事故等の規模、内容により必要があるときは、時期を失することなく、関係機関に協力を要

請する。 

 

（３）事故等の現場における諸活動の調整 

ア 事故等対策連絡本部の設置 

事故等の規模、内容により必要のあるときは、事故対策連絡本部を現地に設置し、諸活動の

調整を図る。 

イ 諸活動の調整 

県に事故対策本部が設置された事故等の場合にあっては、県災害対策本部長又は県災害対策

本部長の指名する者が諸活動の調整に当たる。 

なお、県に災害対策本部が設置されない事故等の場合にあっては、概ね次の機関の現場指揮

者が諸活動の調整に当たる。 

 
 

（４）費用負担 

救急医療対策に要した費用については、現行関係法の適用により処理し得るものは同法により、

その他のものについては事故等発生責任機関の負担とする。 

 

（５）市内の救急病院 

区 分 

陸 上 で 事 故 等 が 発 生 し た 場 合 
海上で事故等が 
発生した場合 一 般 道 路 上 の 

場     合 
高速道路上の場合 鉄 道 上 の 場 合 

工 場 ・ 鉱 山 
等 の 場 合 

諸活動の調整
に当たるもの 

警 察 又 は 市 町 
（消防機関）の現
場 指 揮 者  

警察又は市町（消
防機関）の現場指
揮者及び西日本
高速道路㈱の現
場 指 揮 者  

事故等発生責任機
関 の 現 場 指揮 者  

同  左 
海上保安部の 
現 場 指 揮 者  
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名   称  所  在  地  電  話  

半田中央病院  旭三丁目２ -18  2 2- 0 6 5 6 

 

（６）大規模事故災害患者への対応 

航空災害、鉄道災害、道路災害、雑踏事故等の大規模事故災害に伴い発生する負傷者、多発外

傷あるいは広範囲熱傷等による負傷者に対して、以下のように対応することとする。 

＊多発外傷とは、同時に 2 ヶ所以上の臓器に生命にかかわるような外傷があり、非常に死亡率

が高い外傷をいう。 

＊広範囲熱傷とは熱傷が小人の場合全身の 10%、大人の場合 20%に及ぶ重度熱傷のこと。 

ア 現場から医療施設への負傷者の搬送等 

災害対策本部の指示に従って、搬送を実施する。また、搬送車両等が不足する場合は、救急

指定病院の患者搬送車を活用するなど、あらゆる措置を講じるとともに、必要に応じ、ヘリコ

プターの出動を要請する。 

イ 多発外傷への対応 

（ア） 初動対応 

搬送担当機関は、多発外傷の疑いのある負傷者を発見した場合は、直ちに、兵庫県広

域災害救急医療システムに照会するとともに、医師会に情報提供して協力を依頼し、救

急告示の医療機関、災害拠点病院をはじめとする医療機関へ負傷者を搬送する。市は、

必要に応じ県へヘリコプターの出動待機を求める。 

（イ） 二次搬送等 

医療機関、消防班は、必要に応じて地域医療情報センター、災害拠点病院（災害医療

コーディネーター）と連携をとり、二次搬送先を決定し、消防機関及び県は、連携して、

負傷者の二次搬送を実施する。 

ウ 広範囲熱傷、化学熱傷への対応 

（ア） 初動対応 

広範囲熱傷又は化学熱傷の疑いのある負傷者を発見した場合は、必要に応じて県消防

防災ヘリコプターの出動要請を行うなど、対応可能な医療機関等へ負傷者を搬送する体

制を整える。 

他府県を含めた広域搬送が必要となる可能性があると判断した場合は、県（地域医療

情報センター又は県災害医療センター）に連絡する。 

（イ） 二次搬送等 

医療機関、消防は、必要に応じて地域医療情報センター、災害拠点病院（災害医療コ

ーディネーター）と連携をとり、二次搬送先を決定し、消防及び県は、連携して、負傷

者の二次搬送を実施する。 
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エ 雑踏事故発生時の対応 

市は、行事等の主催者等と連携を図り、会場及び周辺の道路の混雑状況等、消防活動を実施

する上で必要な状況の迅速かつ的確な把握に努め、救助活動に迅速に着手する。 

また、多数の負傷者が発生した場合、直ちに、兵庫県広域災害救急医療システムに照会する

とともに、医師会に情報提供して協力を依頼し、必要に応じて災害拠点病院（災害医療コーデ

ィネーター）と連携をとり、医療上の助言を得るなど、医療機関と連携をとり、医師の派遣及

び搬送先の医療機関の確保を的確に行うこととする。 

なお、必要に応じて広域応援を他の消防機関又は県に要請することとする。 

オ 事故災害における費用負担 

救急医療対策に要した費用については、現行関係法の適用により処理しうるものは、同法に

より、その他のものについては、事故発生責任機関の負担とすることとする。 

カ トリアージの実施 

災害で多くの負傷者が出て医療能力を上回りそうな場合には、トリアージ（負傷者選別）を

実施する。また、市は、必要に応じ、医師会等にトリアージ等の活動のため医師の派遣を要請

する。 

キ 現地救護所設置 

被災状況により現地救護所設置を検討する。 

ク こころのケア対策 

大規模事故災害時におけるＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等の精神的不安に対し、保

健所等が広域支援を得て、保健師等による巡回相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施

する。被災者の健康管理や生活環境の整備を行うため、救護所等において、保健師等による巡

回相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。また、専門の相談窓口を検討する。 

ケ 放射性物質事故災害患者への対応 

放射性物質事故災害により、短時間に集団的に発生する負傷者等の発見、通報から搬送、救

急医療の提供に至るまでのケア対策については、以下の点に留意し適切に行う。 

（ア） 救出、搬送 

放射線により被ばくした者（被ばくしたおそれのある者を含む。）、放射性物質により

汚染された者（汚染されたおそれのある者を含む。）等を救出、搬送に当たっての必要な

除染、応急措置については、以下の事項に留意し、関係事業者側の放射線管理の専門家

等と連携を図る。 

ａ 職員の二次汚染を防ぐため、搬送に従事する職員は、ゴム手袋、帽子、汚染防止衣、

マスク等を着装する。 
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ｂ 機材等の二次汚染を防ぐため、担架等に直接触れないようにビニール・毛布等を使

用する。また、救急車等の床をビニールシート等でカバーする。 

ｃ 過度の被ばく又は汚染を受けたと判断される負傷者の搬送に当たっては、頭部を三

角巾で、体幹四肢をビニールシート（濡れているとき）・毛布等で包み、直接身体に触

れないよう注意する。なお、負傷者の発汗・過剰保温に留意する。 

（イ） 専門病院への移送 

緊急被ばく医療施設や放射線障害専門病院等の専門病院へ移送する必要ある場合は、

県内に対応可能医療機関がないため、必要な応急措置を講じた上で、専門家の助言も踏

まえ、県周辺の対応可能医療機関（国立病院大阪機構医療センター等）に搬送する。 
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災害のため医療機関の機能が停止し、又は医師の不足等により被災地の住民が医療・助産の

途を失った場合や多数の負傷者が発生した場合に、関係機関は迅速かつ的確な医療活動を実施

し、負傷者等の適切な保護を図る。 

 

 

第５節 医療助産計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

長 寿 福 祉 班 

（長寿福祉室、子育て元気課） 

救 護 部 （ 市 民 病 院 ） 

※ただし、人的応援が必要なとき

は、看護専門学校班の看護師有資

格者をもって充てる。 

（１）市の対応 

（２）実施の方法 

（３）救護所の設置 

（４）医療救護班の編成 

（５）医薬品等の供給 

（６）費用の負担区分 

（７）医療関係ボランティアの支援要請 

関係機関 

相 生 市 医 師 会 救護班の派遣、医療の実施 

兵 庫 県 医療救護活動の総合調整・支援 

日 本 赤 十 字 社 救護班の派遣等による医療救護活動の支援 

 

３ 取組み内容 

（１）市の対応 

市長（災害対策本部救護部）は、次に掲げる場合に医療及び助産を実施する 

（ア） 災害救助法が適用された場合において、市長の要請により知事が派遣する救護班が到

着するまでの間 

（イ） 災害救助法が適用されない小災害の場合 

（ウ） 災害救助法が適用された場合において、災害の状況により知事が市長に委任したとき 

 

（２）実施の方法 

災害救助法を適用する分については同法により、適用されない分については同法に準じて行う

ものとする。 
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災害救助法による実施基準 
 
〔医 療〕 

１ 災害のため医療の途を失った者に対して、応急的に処置する。 

２ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病院又
は診療所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和 22 年法律第
217 号）又は柔道整復師法（昭和 45年法律第 19 号）に規定するあん摩マツサージ指圧師、
はり師、きゆう師又は柔道整復師（以下「施術者」という。）を含む。）において医療（施
術者が行うことができる範囲の施術を含む。）を行うことができる。 

３ 医療は、次の範囲内において行う。 

（１） 診療 

（２） 薬剤又は治療材料の支給 

（３） 処置、手術その他の治療及び施術 

（４） 病院又は診療所への収容 

（５） 看護 

４ 医療のため支出する費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料、破損した医
療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療報酬の額
以内とし、施術者による場合は協定料金の額以内とする。 

５ 医療を実施する期間は、災害の発生の日から 14 日以内とする。 
 

災害救助法による実施基準 
 
〔助 産〕 

１ 災害発生の日以前又は以後の７日以内に分べんした者であって、災害のため助産の途を
失ったものに対して行う。 

 

２ 助産は、次の範囲内において行う。 

（１） 分べんの介助 

（２） 分べん前及び分べん後の処置 

（３） 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

 

３ 助産のため支出費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし、助産婦
による場合は慣行料金の 100 分の 80 以内の額とすること。 

 

４ 助産を実施できる期間は、分べんした日から７日以内とする。 
 

備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 
 

（３）救護所の設置 

（ア） 市は、次の場合に救護所を設置することとする。 

ａ 現地医療機関が被災し、その機能が低下又は停止したため、現地医療機関では対応

しきれない場合 

ｂ 患者が多数で、現地医療機関だけでは対応しきれない場合 

ｃ 被災地と医療機関との位置関係、あるいは傷病者の数と護送能力との問題から、被

災地から医療機関への傷病者の護送に時間がかかるため、被災地での対応が必要な場合  

（イ） 市は、救護所の設置予定場所、名称、収容人員等をあらかじめ定めておく。 

（ウ） 市は、地域の医療機関の復旧状況、受診者数及び疾病構造を勘案し、地域医療に引き

継ぐことが適当と判断した場合は、地元医師会と協議の上、救護所を廃止する。 
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救護所設置予定箇所 

名  称 所   在   地 電 話 番 号 

相 生 小 学 校 川原町 31-１ 22-7146 

那 波 中 学 校 那波南本町 10-１ 22-7151 

双 葉 中 学 校 双葉１丁目２-１ 22-7152 

矢野川中学校 若狭野町寺田字桑ﾉ木原 298 28-0151 

 

（４）医療救護班の編成 

（ア） 医療救護班は、医師（班長）、看護師及び補助員をもって編成する。 

（イ） 医療救護班の数は、状況に応じ市長が定める。 

（ウ） 医療救護班の事務処理に必要な帳簿は、次に掲げるものとする。 

ａ 医療救護班活動状況 

ｂ 医療実施状況 

ｃ 助産台帳 

（エ） 医療救護班の活動は以下の内容とする。 

被災地に入った医療救護班は、発災直後は外科的治療を中心に、傷病者のトリアージ、

応急措置、重症者の搬送の指示・手配等を行う。 

発災後３日目以降は内科的治療を中心に、乳幼児、高齢者等避難行動要支援者の健康

管理に努めるとともに、急性疾患の治療、慢性疾患の継続治療に当たる。 

また、介護を要する若しくはひとり暮らしの高齢者又は障害者等（避難行動要支援者）

及び避難所生活者の健康対策のため、医療救護班による巡回診療及び巡回歯科診療を実

施することとする。また、県（健康福祉事務所）等の協力を得て、メンタルヘルスケア

チームを編成し、被災に伴う住民の精神的ストレス等への対応を行うこととする。 

（オ） 市長は、医療救護班の編成に当たって、必要に応じ、市医師会長に協力を要請するも

のとする。 

（カ） 市長は、災害の状況に応じ必要と判断した場合は、市内の在宅看護職会・兵庫県柔道

整復師会西播支部に協力を依頼するものとする。 

 
  

（５）医薬品等の供給 

ア 品目 

 

区   分 期      間 主 な 医 薬 品 

緊急処置用 発災後３日間 輸液、包帯、消炎鎮痛剤、殺菌消毒剤 等 

急性疾患用 ３ 日 目 以 降 風邪薬、うがい薬、整腸剤、抗不安剤 等 

慢性疾患用 避難所の長期化 糖尿病、高血圧等への対応 

※市は、特に、発災後３日間に必要となる医薬品等の迅速かつ確実な確保に配慮する。 
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イ 調達方法 

（ア） 市は、救護所等で使用する医薬品を確保する。また、医療機関で使用する医薬品は、

各医療機関でも備蓄しているが、不足が生じる場合、県健康福祉事務所等に要請し、補

給を受ける。 

（イ） 市は、医薬品の供給が自力では困難な場合又は県が必要と認める場合に、供給のあっ

せんを受けることとする。 

（ウ） 市は、県内の医薬品卸売業者が、約３週間分の医薬品の在庫を有していることから、

県を通じて流通在庫の活用を図り、医薬品卸協同組合、医理化機器協会等との連携を強

化する。 

ウ 搬送、供給方法 

（ア） 市は、搬送に当たっては、あらかじめ定めた緊急輸送路を活用することとする。 

（イ） 販売業者は、市域の集積基地まで搬送し、市は、集積基地の選定、仕分け・運搬人員

の確保、運搬手段を確保し、救護所等への供給を行う。 

なお、状況により、自衛隊等に搬送を要請する等目的地への迅速な供給に努めること

とする。 

（６）費用の負担区分 

災害のため出動した医師等に対する報酬及び薬品代等の損失補償の経費は、市が負担するもの

とする。ただし、災害救助法が適用された災害にあっては、その適用の範囲で県が、また企業体

等の施設内で発生した災害にあっては、その企業体が負担する。 

なお、災害のため出動した医師等に対する報酬の額及び使用した薬品代等についての補償額は、

別に定める。 

（７）医療関係ボランティアの支援要請 

必要に応じて、県に対して災害救援専門ボランティア（兵庫県医師会、兵庫県私立病院協会、

兵庫県歯科医師会、兵庫県看護協会、兵庫県理学療法士会及び兵庫県作業療法士会、兵庫県薬剤

師会）の派遣を要請する。 

また、相生市社会福祉協議会等の協力を得て、医療関係ボランティアの正確な把握に努め、救

護所等における医療救護活動の救援に際してボランティアの支援を要請するとともに、受入れ窓

口を設置し、受入れ先の調整を行う。 
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都市生活の基盤をなす道路、交通網等のライフライン施設等の被害は、都市機能を麻痺させ、

住民の生活や社会活動に極めて大きな影響を与える。そのため、災害時における安全かつ円滑

な交通の確保対策を実施する。 

 

第６節 交通・輸送計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

防災班（危機管理課、総務課） 

財 務 総 務 班 （ 財 政 課 ） 

都市整備班（都市整備課） 

（１）交通応急対策計画 

（２）輸送、移送計画 

（３）災害時重要路線緊急ルート  

関係機関 

警 察 署 

国 ・ 県 等 の 道 路 管 理 者 

市内道路の被害状況の情報収集の実施 

交通規制の実施 

交通規制に関する広報活動の実施 

緊急交通路指定路線の交通機能の確保 

公 安 委 員 会 
緊急交通路及び迂回路、啓開道路の設定 

交通規制の決定 

海 上 保 安 部 

海上交通規制の実施 

船舶交通の整理・指導による船舶の円滑な運航

の確保 

協 力 機 関 各社の防災業務計画に基づいた処置 

 

３ 取組み内容 

（１）交通応急対策計画 

災害時における交通の安全、緊急輸送の確保のための交通応急対策については、道路管理者（市

においては市長。以下同じ。）、公安委員会、警察その他関係機関の協力の下に、本計画の定める

ところにより実施する。 

 

ア 被災情報及び交通情報の収集 

風水害等の発生後、道路管理者は緊密に連携して、所管する道路について点検を行い、被災

状況を把握するとともに、通行の禁止又は制限に関する情報を収集することとする。 
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イ 陸上交通の確保 

道路管理者は、把握した被災状況等に基づき、通行禁止等の措置をとることとする。 

（ア） 道路法第 46 条に基づく応急対策 

道路管理者は、道路の損壊、決壊その他の事由により、交通が危険であると認められ

る場合においては、管理する道路の交通の危険を防止するため、区間を定めて道路の通

行禁止又は制限を行うこととし、規制を行うときは、その内容を下図により通知すると

ともに、住民等に周知させるように努めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 市が管理する道路 

ａ 道路、橋梁等 

（ａ） 警察官、都市整備課において随時巡視し、危険箇所、災害箇所の早期発見に努

める。 

（ｂ） 危険箇所、災害箇所を発見した場合は、被災状況を調査するとともに直ちに相

生警察署と協議し、必要な交通規制を行い、これに係るう回路等を指定して交通

の安全確保を図る。 

（ｃ） 危険箇所、災害箇所については、各管理機関の下に緊急措置を行い、速やかに

交通を確保する。 

（ｄ） 電力、通信、水道その他道路占用工作物の被害による道路の被害が発見された

場合は、直ちに関係機関に通報するとともに、相生警察署と協議し、必要な交通

規制を行う。通報を受けた関係機関は、それぞれの機関の定める業務計画により、

応急措置を行い、速やかに交通を確保する。 

（ｅ） 市内の主要道路のうち、災害を受けやすい箇所、代替道路を調査し、あらかじ

め実態を把握しておくものとする。 

ｂ 危険箇所の選定 

市長は、相生警察署長と協議して交通の危険が発生するおそれのある区間をあらか

じめ選定することとする。 

ｃ 危険区間台帳の整理 

市長は、前項により選定した区間について危険区間台帳を作成し、１部を相生警察

災害対策本部長 

警察本部長 

相生警察署長 

報告（連絡） 

通   知 
道 路 管 理 者 

（市においては市長） 

都 市 整 備 課 

報道機関 ・ 立看板 

 

住  民  等 
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署長に送付することとする。 

ｄ パトロールの強化 

災害時においては危険区間のパトロールを強化することとする。 

ｅ 通行の禁止、制限 

市長は、災害時に交通の危険が生ずると認められる場合は相生警察署長と協議の上、

必要な通行の禁止又は制限措置をとり、道路法第45条に規定する道路標識を設置する。 

ｆ 情報の収集及び交換 

市長は、相生警察署長と協力して通行の禁止又は制限に必要な情報の収集及び交換に

努める。あらかじめ情報担当者を指定して気象及び道路状況の情報収集に当たらせる。 

道路管理者の行う通行禁止又は制限の実施については、道路法第 46 条の規定によ

り道路管理者の適正な判断に基づき実施されるものであるが、主要道路管理者がそれ

ぞれ定めている規制措置の実施基準は、概ね次のとおりである。 

実 施 者 範    囲 根 拠 法 

国土交通大臣 

県知事 

市長 

１ 道路の損壊、決壊その他の事由により、交通が

危険であると認められる場合 

２ 道路についての工事のため、やむを得ないと

認められる場合 

道路法第 46 条 

公安委員会 

警察署長 

警察官 

１ 災害応急対策に従事する者又は災害応急対策

に必要な物資の緊急輸送を確保するため必要が

あると認められる場合 

２ 道路における危険を防止し、その交通の安全

と円滑を図るため必要があると認められる場合 

３ 道路の損壊、火災の発生その他の事情により

道路において交通の危険が生じ、又は生じるお

それがある場合 

災害対策基本法第 76 条 

 

道路交通法第５条 

 

道路交通法第６条 

 

ウ 被災区域への流入抑制 

道路管理者は、災害が発生した直後において、次により避難路及び緊急交通路について優先

的にその機能の確保を図ることとする。 

（ア） 道路管理者は、混乱防止及び緊急交通路を確保するため、被災区域への流入抑制のた

めの交通規制等を実施することとする。 

（イ） 道路管理者は、流入規制のための交通規制等を行う場合は、県と連絡を取りつつ行う

こととする。 

 

エ 緊急通行車両等の事前届出 

市は、県公安委員会に対して、災害応急対策活動の円滑な推進に資するため、災害応急対策

基本法施行令第 33条第１項の規定に基づく緊急通行車両の事前届出を行う。 
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オ 災害対策基本法に基づく交通規制〔災害応急対策期（発災時から 4、5 日ないし 1 週間程度）〕  

この時期は、道路交通は混雑し、被害の拡大や二次災害が発生することが予想され、住民等

の安全かつ円滑な避難の確保、負傷者の救出・救護、消防等の災害応急対策のための緊急交通

路の確保等が中心となるので、道路管理者は、道路交通の実態を迅速に把握し、災害対策基本

法第 76 条第１項の規定に基づき、交通管理者（公安委員会）は交通規制を迅速に実施すること

とする。 

（ア） 規制を行う区域及び区間 

道路管理者は、区域規制を被災地及びその周辺で、区間規制を当該被災地に至る複数

のルートで行うこととするが、関係機関が行う災害応急対策の進捗状況、道路交通の復

旧状況等に応じて、区域規制を区間規制へ変更する等臨機応変に規制を変更することと

する。 

（イ） 周知徹底 

道路管理者は、災害対策基本法に基づく交通規制を行う場合、通行禁止等を行う区域

又は区間、対象、期間（終期を定めない場合は、始期）等について、垂れ幕、看板、交

通情報板、警察車両をはじめ広報車両、現場警察官等あらゆる広報媒体を活用し住民等

に周知することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ウ） 規制方法 

道路管理者による規制は、災害対策基本法施行令に基づき、次のいずれかの方法で行

うこととする。 

ａ 標示を設置して行う場合 

標示は、交通規制の区域又は区間の道路の入口やこれらと交差する道路との交差点

付近に設置し、車両の運転者に対して、緊急交通路における交通規制の内容を周知さ

せることとする。 

ｂ 現場警察官の指示により行う場合 

緊急を要するためａの標示を設置するいとまがない場合又は標示を設置して行う

住 民 等 

公安委員会 

住 民 等 

周知 

（本部連絡員） （本部連絡員） 

市災害対策本部 

光都土木事務所 

市道路管理者 

報道機関 

テレビ 
ラジオ 
新 聞 

関係警察署 

警察車両等による広報 
立看板 
情報板 
現場警察署の広報等 

 

県災害対策本部 
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ことが困難な場合については、警察官の現場における指示により規制を行うこととす

る。 

（エ） う回対策 

ａ 道路管理者は、幹線道路等の通行禁止等を実施する場合、必要に応じてう回路を設

定し、う回誘導のための交通要点に警察官等を配置することとする。 

ｂ 道路管理者は、う回路について安全対策のために必要があると認められるときは、

大型車の通行禁止や速度規制等の交通規制を実施するほか、危険箇所がある場合は必

要な表示を行う等所要の措置を講じることとする。 

（オ） 広報活動 

ａ 道路管理者は、一般車両が被災地域に流入することにより交通渋滞に拍車をかけ、

緊急通行車両の通行の障害になることを避けるため、交通規制状況及び道路の損壊状

況等交通に関する情報についてドライバーをはじめ広く市民に周知させることとす

る。 

ｂ 道路管理者は、ドライバー等への広報に当たり、警察車両等による広報、立看板、

横断幕、情報板及び現場警察官等による広報等あらゆる広報媒体を活用することとす

る。 

 
 

カ 道路交通法に基づく交通規制〔復旧・復興期（発災時から 4、5日ないし 1週間目以降）〕 

この時期は、防疫、医療活動、被災者への生活物資の補給、ガス、電気、水道等のライフラ

インの復旧等の活動が本格化し、それらに並行して、道路の補修等も進み、復興物資等の輸送

が活発化することから、道路管理者は、災害応急対策を主眼とした災害対策基本法に基づく交

通規制から道路交通法に基づく交通規制に切り替えることとする。 

この際、道路管理者は、広域交通規制についても再検討を行い、規制の強化又は段階的な規

制緩和や除外車両の取扱い等、地域のニーズを把握しながら適正な交通規制の見直しを行うこ

ととする。 

（ア） 規制期間 

道路交通法に基づく交通規制を行うべき期間としては、一般的に災害発生後４、５日

から１週間が経過し、概ね人命救助等の災害応急対策に一定の目途がついたときから、

復旧・復興活動のために使用される車両に対する優先通行を必要としなくなるまでの間

が適当であるが、道路管理者は、災害の規模、態様、被災状況、道路の復旧状況等に応

じた弾力的な運用を行うこととする。 

（イ） 規制ルートの設定 

道路管理者は、規制ルートの設定について、復旧・復興活動に必要とされる交通需要

を考慮して適切なルートを設定し、「復旧・復興関連物資輸送ルート」、「生活関連物資輸

送ルート」等適切な名称を付して周知を行うこととする。 

（ウ） 規制内容 

道路管理者は、道路交通法に基づく規制を行うに当たり、一般車両のほか、必要に応

じて復旧・復興活動車両についても、車種制限及び台数制限等を行うこととする。 

ａ 車種制限及び台数制限 
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道路管理者は、復旧・復興に係る交通需要を関係機関等から把握し、交通容量との

関係を考慮して各制限内容を決定することとする。 

ｂ 一般車両の通行制限 

道路管理者は、復旧・復興活動の円滑化を図るため、原則として一般車両の通行を

禁止し、事前にその趣旨、内容等について広報を徹底することとする。 

ｃ 規制内容の見直し 

道路管理者は、復旧・復興段階において、道路、橋梁等の復旧状況を随時把握し、

規制時間、規制区間、規制車種等について、逐次見直しを図ることとする。 

 

キ 道路の応急復旧作業 

（ア） 道路啓開の実施 

ａ 道路管理者は、救急、消防、応急復旧対策等の緊急輸送を確保するため、関係機関

と連携を図り、計画的に道路啓開を実施することとする。 

ｂ 道路管理者は、被災地への円滑な緊急物資等の輸送を確保するため、緊急輸送（交

通）路の確保を最優先に応急復旧等を実施するとともに、被災地以外の物資輸送等を

円滑に実施するため、広域輸送ルートを設定し、その確保にも努めることとする。 

（イ） 応急復旧業務に係る建設業者との連携 

道路管理者は、建設業界と連携・協力し、災害時に障害物等の除去、応急復旧等に必

要な人員・機材等を確保することとする。 

 

ク 災害対策基本法に基づいた道路管理者による措置命令及び措置 

     道路管理者は、道路上に放置車両や立ち往生した車両等が発生した場合に、災害応急対策の

実施に著しい支障が生じるおそれがあり、かつ、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必

要があると認めるときは、その管理する道路について、その区間を指定して、当該車両その他

の物件の占有者、所有者又は管理者に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移

動することその他当該指定をした道路の区間における緊急通行車両の通行を確保するため必

要な措置を命じ、又は道路管理者自ら当該措置をとることとする。 

なお、当該措置をとる上で、車両等の移動場所を確保するためやむを得ない必要があるとき

は、道路管理者は、その必要な限度において、他人の土地を一時使用等することとする。 

（ア） 措置をとる区域又は区間 

        道路管理者は、当該措置をとるときは、区間の起終点を示すことによって路線ごとに

道路の指定を行うほか、必要に応じて一定の区域内を包括的に指定する。 

（イ）  県公安委員会との連携 

ａ 指定の通知 

道路管理者が、道路区間の指定をしようとする場合は、あらかじめ、公安委員会及

び所轄警察署に道路の区間及びその理由を通知する。ただし、緊急を要する場合であ

らかじめ通知するいとまがないときは、事後に通知する。 

       ｂ 県公安委員会からの要請（災害対策基本法第76条の４） 

         県公安委員会は、災害対策基本法第76条第１項の規定による通行禁止等を行うため
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必要があると認めるときは、道路管理者に対し、当該通行禁止等を行おうとする道路

の区間において、災害対策基本法第76条の６に基づく道路管理者による権限の行使を

要請することができる。 

    （ウ）  措置をとる区域又は区間の周知 

道路管理者は、道路区間の指定をしたときは、直ちに、当該指定をした道路の区間内

に在る者に対し、道路情報板、立看板、ラジオ等を活用して周知させる措置をとること

とする。 

  【災害対策基本法抜粋】 

（災害時における車両の移動等） 

    第７６条の６ 

第７６条の４第２項に規定する道路管理者等（以下この条において「道路管理者等」という。）は、

その管理する道路の存する都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する都道府県の地域に係る災

害が発生した場合において、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両その他の

物件が緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるお

それがあり、かつ、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があると認めるときは、政令で

定めるところにより、その管理する道路についてその区間を指定して、当該車両その他の物件の占

有者、所有者又は管理者（第３項第３号において「車両等の占有者等」という。）に対し、当該車両

その他の物件を付近の道路外の場所へ移動することその他当該指定をした道路の区間における緊

急通行車両の通行を確保するため必要な措置をとることを命ずることができる。 

２ 道路管理者等は、前項の規定による指定をしたときは、直ちに、当該指定をした道路の区間（以

下この項において「指定道路区間」という。）内に在る者に対し、当該指定道路区間を周知させる措

置をとらなければならない。 

３  次に掲げる場合においては、道路管理者等は、自ら第１項の規定による措置をとることができる。

この場合において、道路管理者等は、当該措置をとるためやむを得ない限度において、当該措置に

係る車両その他の物件を破損することができる。 

（１） 第１項の規定による措置をとることを命ぜられた者が、当該措置をとらない場合 

（２） 道路管理者等が、第１項の規定による命令の相手方が現場にいないために同項の規定によ

る措置をとることを命ずることができない場合 

（３） 道路管理者等が、道路の状況その他の事情により車両等の占有者等に第１項の規定による

措置をとらせることができないと認めて同項の規定による命令をしないこととした場合 

４ 道路管理者等は、第１項又は前項の規定による措置をとるためやむを得ない必要があるときは、

その必要な限度において、他人の土地を一時使用し、又は竹木その他の障害物を処分することがで

きる。 

  以下省略 
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（２）輸送、移送計画 

被災者及び災害応急対策員の移送並びに救助用物資及び災害対策用資材の輸送は、本計画の定

めるところによる。 

 

ア 実施機関 

市及び防災関係機関は、それぞれ緊急輸送を実施する。 

 

イ 緊急輸送活動の基本方針 

（ア） 輸送に当たっての配意事項 

市及び防災関係機関は、次の事項に配慮して輸送活動を行う。 

ａ 人命の安全 

ｂ 被害の拡大防止 

ｃ 災害応急対策の円滑な実施 

（イ） 輸送対象の想定 

ａ 第１段階 

（ａ） 救助・救急活動、医療活動の従事者、医療品等人命救助に要する人員、物資 

（ｂ） 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

（ｃ） 政府災害対策要員、県・他市町災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施

設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 

（ｄ） 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

（ｅ） 緊急輸送に必要な輸送施設・輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及

び物資 

ｂ 第２段階 

（ａ） 上記ａの継続 

（ｂ） 食糧、飲料水等生命の維持に必要な物資 

（ｃ） 傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

（ｄ） 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

ｃ 第３段階 

（ａ） 上記ｂの継続 

（ｂ） 災害復旧に必要な人員及び物資 

（ｃ） 生活必需品 

 

ウ 実施及び運営 

（ア） 市有車両による輸送 

各部の配車船要求に対し、円滑な運営を図るため、防災班は配車船表を作成し、各車両、

船艇の調達を行い活動する。 

ａ 第１号指令 

市役所全公用車は本指令と同時に防災班の指定する場所に集合し出動命令を待つ



－ 278 － 

 

こととする。防災班は、各部の配車要求と本部の指示に従い、作業内容に応じ車種を

選定し、速やかに配車する。 

ｂ 第２号指令 

本指令と同時に防災班は、協力機関の車両の緊急出動を要請し、市公用車を併せ配

車する。 

協力機関 

 名  称 所 在 地 電話 

車

両 

相 生 建 設 業 協 会 若狭野町八洞 269-３ （28）1225 

西 播 通 運 ㈱ 汐見台 15-１ （22）3000 

㈱ ウ エ ス ト 神 姫 竜泉町 394-１ （22）5180 

船

艇 
相 生 漁 業 協 同 組 合 相生三丁目４-22 （22）0344 

 

ｃ 第３号指令 

第１段階として市公用車及び協力機関の登録車両を配車し、同時に災害の規模と作

業内容に応じ、民間車両、船舶を緊急調達する。 

なお、状況により隣接市町の輸送力の応援を求める。 

（イ） 鉄道による輸送 

災害時において、自動車による輸送が不可能なとき、あるいは遠隔地で物資機材等を

確保したときで、鉄道によって輸送することが適当な場合、西日本旅客鉄道㈱に緊急配

車を要請する。 

（ウ） 空中輸送の支援 

市は、緊急輸送に必要なヘリコプターの臨時着陸場を確保することとする。 

（エ） 燃料確保等 

市有車両の燃料その他の災害応急対策を実施するために必要とする燃料については、

業者等に依頼し、必要に応じ燃料の緊急輸送を行う。 

 

エ 各車両、船艇の遵守事項 

（ア） 出動した車両及び船舶は、命令された作業が終了したときは、直ちに防災班長に報告

すること。 

（イ） 命令を受けて出動した車両、船舶は出動先で原則として命令以外の作業はしないこと。 

ただし、人命にかかる場合等やむを得ないときは速やかにその作業を終了し、防災班長

にその旨報告すること。 

（ウ） 待機中の車両及び船艇の運転手は、命令がない限り指定場所及び車両・船舶から離れ

ないこと。 
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災害救助法による実施基準 
 
 

１ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出する範囲は、次に掲げる場合とす

る。 

（１） 被災者の避難 

（２） 医療及び助産 

（３） 災害にかかった者の救出 

（４） 飲料水の供給 

（５） 死体の捜索 

（６） 死体の処理 

（７） 救済用物資の整理配分 

２ 救助のため支出する輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とす

ること。 

３ 救助のための輸送及び賃金職員等の雇用を認められる期間は、当該救助の実施が認めら

れる期間以内とする。 

備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 

 

オ 配車計画 

     市は、次の種別により管理する車両の配車計画を作成する。 

     （ア） 救急看護車 

     （イ） 人員輸送車 

（ウ） 連絡車 

（エ） 物資・汚物等搬送車    
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（３）災害時重要路線緊急ルート 

ア 陸路 

相生市役所（本部へ） 

（ア） 国道２号線（姫路方面）・山陽自動車道（龍野西Ｉ．Ｃ）から 

国道２号線池之内西行一方通行側道・相生陸橋南交差点左折→県道龍野相生線南進→

大石町交差点→境橋南交差点→旭大橋交差点→相生市役所 

（イ） 国道２号線（姫路方面）・山陽自動車道（龍野西Ｉ．Ｃ）から 

国道２号線那波野東交差点左折→赤坂那波野２号線西進→旭那波野線→双葉中学校

前→境橋南交差点左折→県道龍野相生線南進→旭大橋交差点→相生市役所 

（ウ） 国道２号線（姫路方面）・山陽自動車道（龍野西Ｉ．Ｃ）から 

国道２号線那波野東交差点左折→赤坂那波野２号線西進→旭那波野線赤坂一丁目交

差点左折→那波野古池２号線→古池 58 号線→相生古池線才ノ上交差点右折→旭大谷線

西進→相生市役所 

（エ） 国道２号線（岡山方面）から 

国道２号線入野交差点左折→緑ケ丘本通線南進→新矢野谷線南進→新矢野谷２号線

→佐方高取線東進→工和橋北交差点→国道２５０号線→相生大橋→ポート公園前交差

点左折→県道龍野相生線北進→相生市役所 

（オ） 国道 250 号線（赤穂方面）から 

国道250号線→工和橋北交差点右折→相生大橋→ポート公園前交差点左折→県道龍野

相生線北進→相生市役所 

（カ） 国道 250 号線（姫路方面）から 

国道 250 号線→ポート公園前交差点右折→県道龍野相生線北進→相生市役所 

（キ） 国道 250 号線（姫路方面）から 

国道250号線野瀬橋右折→相生野瀬線北進→相生古池線才ノ上交差点左折→旭大谷線

西進→ 相生市役所 

 

イ 海路 

海上輸送における接岸予定場所を次の５地点とし、災害の状況に応じて選定するものとする。 

（ア） 鰯浜港 

（イ） 野瀬公共ふ頭 

（ウ） 相生港 

（エ） (株)IHI 相生総合事務所前岸壁 

（オ） 中央公園南岸壁 
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災害時緊急ルート図 
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災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、市及び関係機関は危険区域内にある住民等に

対して避難のための立退きを勧告し、又は指示し、安全な場所に避難させるなど人命の被害軽

減を図る。また、避難行動要支援者等避難行動に時間を要する者に対する避難や住民の注意喚

起を促すため準備情報の発令に努めるとともに、避難情報発令に係る具体的な基準を定める。 

 

第７節 避難計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 各 部 班 員 （ 全 職 員 ） 

（１）避難の流れ 

（２）避難の勧告及び指示 

（３）避難勧告等の決定 

（４）警戒区域の設定 

（５）避難誘導 

（６）避難所の開設 

（７）避難所の開設基準 

（８）避難所の運営 

（９）保健・衛生対策 

（10）大災害における特別措置 

（11）宿泊施設、社会福祉施設等の活用 

（12）避難所以外の場所に滞在する被災者への配慮 

（13）広域避難（広域一時滞在） 

関係機関 
各 放 送 機 関 

防 災 関 係 機 関 
関連事項の広報活動及び相互協力 

３ 取組み内容 

（１）避難の流れ 

災害時の適切な避難行動は、「いのちを守る」という観点から、切迫する危険を回避するための

行動を基本とし、状況に即した適切な避難の時期や方法、避難する場所を選択し、最適な避難行

動をとる必要がある。避難行動の基本的な考え方は、下図の流れによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一時緊急避難場所 

災害発生又は発生のおそれがある場合 

避難勧告等の発令時 

自宅や隣接建物の２階 

（ 垂直避難） 

浸水等により屋外での歩行

等に危険が生じている場合 
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ア 適切な避難行動の実現 

災害時の適切な避難行動は、切迫する危険を回避するための行動を基本とし、状況に即して、

適切な避難の時期や方法、避難する場所を選択する必要がある。 

災害時の避難に当たっては、被害発生予想が可能となるような情報収集、地域特性に応じた

早期避難に努めるとともに、冠水時等の屋外移動の回避、垂直避難の可能性などに留意し、適

切な行動を選択し、実施しなければならない。 

（ア） 避難の被害発生予想が可能となるような情報収集 

適切な避難行動を開始するために、大雨時には、テレビ、ラジオ、インターネット、

行政からの防災情報等、多様なメディアを通して、気象警報や避難勧告等をはじめとす

る防災・災害情報を幅広く収集する。 

（イ） 地域特性に応じた早期避難 

ハザードマップ等により土砂崩れや堤防の決壊によって家屋が流失するおそれがあ

る地区に居住している住民は、身の安全を確保するための場所（避難所又は地区外の建

物）へ早期に避難を開始する。 

特に、高齢者、障害者等の避難行動要支援者がそうした地区に居住している場合は、

確実に身の安全が確保されるよう、避難支援者とともに、早期に避難を開始する。 

（ウ） 冠水時等の屋外移動の回避 

夜間や急激な降雨、道路冠水時など避難路上の危険箇所の把握が困難な場合は、屋外

での移動は極力避ける。 

流れがあり、浸水深が 50cm を上回る（膝上まで浸水する）場所での避難行動は危険

であること、流速が早い場合は浸水深 20cm 程度でも歩行不可能であること、浸水深が

10cm 程度でもマンホールや用水路等の位置が分からず転落のおそれがあり危険である

ことなどを踏まえ、洪水流が激しく流れている状況下では屋外での移動は極力避ける。 

（エ） 屋外の危険な状況における建物の２階等への緊急避難（垂直避難） 

急激な降雨や浸水により、屋外での歩行等が危険な状態になった場合は、避難行動中

に危険が及ぶおそれがあるため、自宅や隣接建物の２階等へ緊急的に一時避難し、救助

を待つ。 

（オ） 土砂災害からの避難 

避難所へ避難する際は、がけ崩れのおそれがある斜面や土石流発生のおそれがある渓

流の通過は避ける。また、土石流発生のおそれがある場合には、流れに対して直角方向

にできるだけ離れること、渓流を渡って対岸に避難することは避けることなどに留意す

る。 

土砂災害のおそれのある地区内で、避難所への避難が困難な場合には、自らのいのち

を守るために最低限必要な行動として、周囲の建物より比較的高い建物や鉄筋コンクリ

ート等の堅固な構造物に避難し、建物内では２階以上で、斜面と反対側の部屋に避難す

る。 
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（２）避難の勧告及び指示 

ア 実施責任者 

実施責任者 勧告・指示 災害の種類 実施要件 根拠法 

市長 勧告、指示 災害全般 

生命の保護、災害の拡大防止

のため、特に必要があると認

めるとき 

災害対策基本法 

第 60 条 

警察官 指示 災害全般 

市長がその措置を行うことが

できないとき、又は市長から

要請があったとき 

災害対策基本法

第61条 

警察官職務執行

法第４条 

海上保安官 指示 災害全般 

市長がその措置を行うことが

できないとき、又は市長から

要請があったとき 

災害対策基本 

法第 61 条 

知事又はその命

を受けた吏員 
指示 

洪水、高潮 

地すべり 

著しい危険が切迫していると

認められるとき 

水防法第29条 

地すべり等防止

法第25条 

水防管理者 

（市長） 
指示 洪水、高潮 

著しい危険が切迫していると

認められるとき 
水防法第 29 条 

自衛官 指示 災害全般 
危険な事態が発生した場合で

特に急を要するとき 
自衛隊法第 94条 

 

 

イ 避難勧告・避難指示（緊急） 

避難勧告及び避難指示（緊急）は、原則としてあらかじめ相生警察署長と協議し、関係機関

相互の意見を調整した後、概ね次の基準により行うものとする。また、避難のための立退きを

勧告し、若しくは指示し、又は立退先を指示したときは、速やかにその旨を知事に報告するこ

ととする。 

（ア） 避難準備・高齢者等避難開始 

ａ 気象状況、地形その他過去の災害の発生例等を勘案して災害発生のおそれがあり、

今後の状況によっては避難の勧告、指示を行うことが予想される場合で、危険予想地

区の住民に対して避難の準備をさせるために行う。 

ｂ 伝達すべき内容は、勧告者、避難すべき理由、危険地域、携帯品その他の注意とす

る。 

ｃ 伝達の方法は、防災行政無線、携帯メール（エリアメール等）とし、状況に応じて

有線放送、ラジオ、テレビ等を利用し、徹底を図るものとする。 

ｄ 避難行動要支援者は、立退き避難する。 

       ｅ 避難行動要支援者以外の者は、立退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気

象情報、水位情報等に注意を払い、自発的に避難を開始する（避難準備・高齢者等避
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難開始の段階から主要な指定緊急避難場所が開設され始める。）。 

ｆ 特に他の水災害と比較して突発性が高く予測が困難な土砂災害については、避難準

備が整い次第、土砂災害に対応した開設済みの指定緊急避難場所へ立退き避難する。 

 

（イ） 避難勧告 

ａ 当該地域又は土地建物等に災害の発生するおそれがある場合に行う。 

ｂ 伝達すべき内容は、地域名、避難経路及び避難先、避難時の服装及び携行品、避難

行動における注意事項等とする。 

ｃ 伝達方法は避難準備・高齢者等避難開始に準じて行うが、必要に応じて戸別に伝達

する。 

ｄ 土砂災害や水位周知河川・下水道による水害については、突発性が高く精確な事前

予測が困難であることが多いため、市は指定緊急避難場所の開設を完了していない状

況であっても躊躇なく避難勧告を発令することとし、住民はそのような場合があり得

ることに留意する。  

ｅ 洪水については規模・破堤地点別に、高潮については予想最高潮位別に、避難勧告

等の発令対象地域をあらかじめ検討しておく。 

ｆ 指定緊急避難場所への立退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判

断する場合には、「緊急的な退避場所」（近隣のより安全な場所、より安全な建物等）

への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋内での安全確保

措置」（屋内のより安全な場所への移動）をとる。 

 

（ウ） 避難指示（緊急） 

ａ 状況が更に悪化し、避難すべき時期が切迫した場合、又は災害が発生し、危険とな

った地域に行う。 

ｂ 伝達すべき内容は、避難勧告に準じて行う。 

ｃ 伝達方法は、避難勧告に準じて行うものとし、状況に応じてサイレン警鐘を併せて

行い、伝達の確実を期するものとする。 

 

エ 発令時の状況及び市民に求める行動 

避難行動は、準備にかかる時間的余裕が必要であることから、避難準備・高齢者等避難開始、

避難勧告、避難指示（緊急）の３段階で発表する。発令時の状況及び市民に求める行動は下表

による。 
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 発令時の状況 市民に求める行動 

避難準備 

高齢者等避難開始 

・要配慮者等特に避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しな

ければならない段階であり、人的被

害の発生する可能性が高まった状

況 

・要配慮者等特に避難行動に

時間を要する者は、近くの指定

緊急避難場所への避難行動を

開始（避難支援者は支援行動を

開始） 

・上記以外の者は、家族等との

連絡、非常用持出品の用意等、

避難準備を開始 

避難勧告 

・通常の避難行動ができる者が避

難行動を開始しなければならない

段階であり、人的被害の発生する可

能性が明らかに高まった状況 

・通常の避難行動ができる者

は、近くの指定緊急避難場所等

への避難行動を開始 

避難指示（緊急） 

・前兆現象の発生や、現在の切迫し

た状況から、人的被害の発生する危

険性が非常に高いと判断された状

況 

・堤防の隣接地等、地域の特性等か

ら人的被害の発生する危険性が非

常に高いと判断された状況・人的被

害の発生した状況 

・避難勧告等の発令後で避難

中の住民は、確実な避難行動を

直ちに完了・未だ避難していな

い対象住民は、直ちに避難行動

に移るとともに、そのいとまが

ない場合は生命を守る最低限

の行動を開始 

 

オ 県知事への報告 

市長は、避難情報（準備・高齢者等避難開始・勧告・指示（緊急））の発令を実施したときや、

代理順位者からその代行報告があった場合、又は、警察官、海上保安官から避難指示の代行に

係る通知を受けたときには、速やかに県知事に報告を行う。 

 

（３）避難勧告等の決定 

 

それぞれの勧告等を行う時期は、降雨量、気象情報その他の情報を勘案の上、災害警戒本部又

は災害対策本部で協議し、市長が決定する。この場合において、降雨量が次の表の第１警戒態勢

に該当することとなったときは、防災監は直ちに副市長に連絡し、災害警戒本部を設置するもの

とする。 

避難勧告等を行う場合は、原則として相生警察署長（警備課長）に協議するものとする。 

なお、避難に関する勧告等に当たっては、河川の水位や降雨、土砂災害に関する情報に加え、

上下流の状況やホットラインを通じた気象庁からの助言、河川管理者の助言、現場の巡視報告、

通報等を総合的に勘案し、迅速に行う。 
 
 
 
 



－ 287 － 

 

避難勧告等の発令基準（洪水時） 

区 分 

前日までの連続雨

量が100㎜以上あっ

た 場 合 

前日までの連続雨

量が40～100㎜であ

っ た 場 合 

前日までの降雨が 

な い 場 合 

避 難 勧 告 

等 の 時 期 

第 １ 

警 戒 態 勢 

当日の日雨量が 30

㎜を越えたとき 

当日の日雨量が 50

㎜を越えたとき 

当日の日雨量が 70 ㎜

を越えたとき 

災 害 警 戒 本 部 

設 置 

第 ２ 

警 戒 態 勢 

当日の日雨量が 50

㎜を越えたとき 

当日の日雨量が 80

㎜を越えたとき 

当日の日雨量が 100

㎜を越えたとき 

避難準備・高齢者

等 避 難 開 始 

第 ３ 

警 戒 態 勢 

当日の日雨量が 50

㎜を越え、時雨量 30

㎜程度の強雨が降

り始めたとき 

当日の日雨量が 80

㎜を越え、時雨量 30

㎜程度の強雨が降

り始めたとき 

当日の日雨量が 100

㎜を越え、時雨量 30

㎜程度の強雨が降り

始めたとき 

避 難 勧 告 

避難指示(緊急) 

判断に当たっては、氾濫予測システム、上流域の状況、気象台や河川管理者の助言、現場の巡

視報告、通報等を参考に総合的かつ迅速に行う。 

 

避難勧告等の発令基準（高潮時） 

区 分 発令基準となる状況 
避難勧告 

等の時期 

第  １ 

警戒態勢 

今後の気象状況及び潮位に注意及び警戒を必要とするとき 災 害 警 戒 本 部 

設 置 

第  ２ 

警戒態勢 

相生港（兵庫県観測地点）で警戒潮位（DL+2.6ｍ）に到達し、

更に潮位が上昇すると予測される時 

避難準備・高齢

者 等 避 難 開 始 

第  ３ 

警戒態勢 

高潮警報が発令された時。 

異常な越波・越流の危険性が非常に高いと判断される時。 

高潮により人的被害が発生する危険性が非常に高いと判断され

る時。 

海岸堤防の倒壊や決壊のおそれがある時 

避 難 勧 告 

避難指示（緊急） 

 

避難勧告等の発令基準（土砂災害時） 

区 分 発令基準となる状況 
避難勧告 

等の時期 

第  １ 

警戒態勢 

大雨警報（土砂災害）が発表され、避難の準備又は事前の避難を

要すると判断されたとき 

災 害 警 戒 本 部 

設 置 

第  ２ 

警戒態勢 

土砂災害警戒情報が発表され、当該地域や土地建物等に災害が

発生するおそれがあるとき 

避難準備・高齢

者 等 避 難 開 始 

第  ３ 

警戒態勢 

土砂災害警戒情報が発表され、土砂災害の前兆（亀裂等）や発生

を確認したとき 

状況が悪化して、避難すべき時期が切迫し、又は現に災害が発生

し、その現場に残留者がいるとき 

避 難 勧 告 

避難指示（緊急） 
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判断に当たっては、土砂災害警戒情報、気象台や県土木事務所の助言、現場の巡視報告、通報

等を参考に総合的かつ迅速に行う。 

 

（４）警戒区域の設定 

災害が発生し、又はまさに災害が発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対

する危険を防止するために特に必要があると認めるときは、警戒区域を次の要領で設定するもの

とする。 

（ア） 市長（本部長）は、その職権により警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以

外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退

去を命ずる。ただし、危険が切迫し市長（本部長）が発令するいとまのないときは、副

本部長又は本部員が実施するものとする。この場合、事後直ちにその旨を市長（本部長）

に報告しなければならない。 

（イ） 警察官又は海上保安官は、前記の市職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要

求があったときは、この職権を行使することができる。この場合、事後直ちにその旨を

市長（本部長）に通知しなければならない。 

（ウ） 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市職員、警察官又は海上保安官が現場にい

ないときに限り、この職権を行使することができる。この場合、事後直ちにその旨を市

長（本部長）に通知しなければならない。 

 

（５）避難誘導 

ア 避難の誘導 

（ア） 避難の誘導は、警察官、消防団員、市職員等が連携し実施するものとする。 

（イ） 消防機関、県警察本部、自主防災組織等の協力を得て、組織的な避難誘導に努めるほ

か、平時から避難経路の安全性の向上に努めることとする。 

（ウ） あらかじめ避難行動要支援者の所在を把握しておくとともに、自主防災組織等、地域

の協力を得て、避難誘導と確認に努めることとする。 

（エ） 学校、社会教育施設、社会福祉施設等においては、各施設の管理者が、児童・生徒・

施設利用者等を安全に避難誘導する。 

（オ） 避難に自家用車を使用しないよう指導することとする。 

（カ） 市民は、避難時の周囲の状況により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得

ないときは、屋内での待避等の安全確保措置をとる。 

（キ） 市民は、あらかじめ自らの地域の避難所と避難経路を把握しておくこととする。 

（ク） 市民は、予定していた避難所への到達が困難なときは、近くの公園等に一時的に避難

し、安全を確認してから、避難所へ向かうこととする。 

（ケ） 避難先は、下表を基準とし、安全を確認して決定する。 
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避  難  の  理  由 避  難  先 

・火災の拡大により避難するとき 指 定 緊 急 避 難 場 所 

・崖崩れ等の地変により避難をするとき 

・河川等の決壊により避難するとき 

・有毒ガス等の危険物質の流出により避難をするとき 

・水防警報の発表により避難をするとき 

指 定 緊 急 避 難 場 所 

指 定 避 難 所 

及び 

自宅や近隣建物の 2 階（屋内

に留まっていた方が安全な場

合） 

・津波警報の発令により避難をするとき 
 
 
 
 

指 定 緊 急 避 難 場 所 

指 定 避 難 所 

及び 

一 時 避 難 場 所 
 
 
 

イ 避難の方法 

避難の勧告・指示に際しては、次の点についても周知徹底を図るものとする。 

（ア） 避難に際し、火気、薬品その他危険物等の始末及び電気、ガスの保安措置を行うこと。 

（イ） 最低でも 3日、できれば 1週間分程度の食糧、最小限の着替肌着、照明器具等を携行

すること。 

（ウ） 避難時の状況に応じて防寒具、雨具等を携行すること。 

 

ウ 避難の順序 

避難の順序は、原則として次の順序とする。 

（ア） 老幼者、病人、身体障害者、妊産婦及びこれらに必要な介助者 

（イ） 一般市民 

（ウ） 防災義務者 

 
 

（６）避難所の開設 

ア 避難所の開設 

避難勧告・指示を行った場合及び住民が自発的に避難を開始した場合は、市長（本部長）は

速やかに必要な避難所を開設し、市職員を管理要員として当該避難所へ派遣する。 

なお、施設の使用に当たっては、施設管理者と緊密な連絡をとり、二次災害の危険から安全

な場所であるかどうかを検討して選定するとともに、管理保全に十分留意する。 

市は、想定を超える被害のため、避難所の不足が生じた場合には、立地条件を考慮して、被

災者が自発的に避難している施設等を避難所とする。 

また、市内の避難所だけでは、不足する場合には、市外での避難所開設も行うことができる

こととする。 
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イ 開設の手順（おおよその目安） 

開設の手順は、おおよそ次のとおりとする。 

 
 

①当該施設の点検を行い、避難所として開設可能な場合、その旨を本部に報告する。 

            ↓ 

②本部の指示により施設の門を開ける。 

            ↓ 

③施設の入口扉を開ける。 

            ↓ 

（すでに避難者があるときは、まず広いスペースに誘導する。） 

            ↓ 

④避難所内事務所を開設 

            ↓ 

⑤避難者の受入れ（収容）スペースを指定 

            ↓ 

⑥すでに避難している人を指定のスペースへ誘導 

※以下「（８）避難所の運営」の項へ 

 
 
 
 
 

ウ 開設時の留意事項 

（ア） 開設 

避難所の開設は、原則として、市長（本部長）の指示により行う。 

ただし、夜間等に発生する等突発的な災害の場合で、避難の必要が生じると自主的に

判断したときは、市長（本部長）からの指示がなくとも非常参集職員又は居合わせた職

員が施設入口（門）の開錠をし、門を大きく開け放ち、避難所開設の準備を行う。 

特に、すでに避難住民が集まっている時は、速やかに上記の作業を行い、とりあえず、

体育館や大会議室等広いスペースに誘導し、避難した住民の不安を緩和するとともに、

無用の混乱防止に努める。 

また、電力供給が停止しているときは、施設に設置している非常用発電機を使用し、

避難者の不安解消に努める。 

避難予定場所の名称及び所在地は、以下のとおりであり、平常時より避難所マップ等

により周知を図ることとする。なお、避難所の開設に当たっては、災害の状況により、

その都度災害対策本部長が指示し、その全部又は一部を開設するものとする。ただし、

災害の状況により、これらの施設では収容できない場合又は不適当と認めるときは、概

ね次の順序により適宜設定するものとする。 

ａ 公民館・集会所 

ｂ 寺院 

ｃ その他の公共的施設 
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ｄ その他民間の施設 

（ａ） 広域避難所 

災害が広域にわたって人命に著しく大きな被害を及ぼすと予測される場合に、

市民の安全を確保するための大規模な避難所として設定する。 

なお、広域避難所を開設した場合、市長は速やかに必要な設備を設置するもの

とする。 

 名   称 所  在  地 電話番号 面積㎡ 備 考 

１ 中央公園 那波南本町 1790-12 22-5302 54,000  

２ スポーツセンター 陸字池之上 266-１ 23-3901 23,000 兼へリ離発着場 

 

 

（ｂ） 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧 

災害により被害を受け、又は受けるおそれのある者を収容し、生活の救済を図

る応急生活の場所として設定する。 

 

指定緊急避難場所 施設の所在地 電話番号 

対象とする異常な現象の種類 
指
定
避
難
所
と
の
重
複 

収
容
人
員
（
人
） 

洪 
 

水 

土
砂
災
害 

高 
 

潮 

地 
 

震 

津 
 

波 

大
規
模
火
事 

相生学院高等学校 野瀬 700  24-0100 ○ ○ ○   ○ ○ ○ 190 

相生保育所  相生三丁目 11-５  22-7135 ○         ○ ○ 30 

相生公民館  相生二丁目 15-26  22-7153 ○ ○    ○ ○ ○ 50 

相生幼稚園  川原町 31-２ 22-7140 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 50 

相生小学校  川原町 31-１ 22-7146 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 190 

市民体育館  旭一丁目 19-31  22-7129 ○ ○   ○   ○ ○ 480 

看護専門学校  旭二丁目 19-19  22-7110 ○   ○   ○ ○ ○ 70 

中央幼稚園  旭五丁目 16-68  22-7115 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 70 

中央小学校  旭五丁目 16-67  22-7149 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 230 

双葉中学校  双葉一丁目２-１  22-7152 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 230 

古池公会堂  古池本町 11-27  ------ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 20 

双葉小学校  向陽台 23-１ 22-7148 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 190 

平芝幼稚園  那波野一丁目１-６  22-7143 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 60 

平芝保育所  那波野一丁目６-13  22-7137 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

東部公民館  向陽台６-20  22-7804 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 
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指定緊急避難場所 施設の所在地 電話番号 

対象とする異常な現象の種類 指
定
避
難
所
と
の
重
複 

収
容
人
員
（
人
） 

洪 
 

水 

土
砂
災
害 

高 
 

潮 

地 
 

震 

津 
 

波 

大
規
模
火
事 

陸公民館  山手一丁目 77  22-7803 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

相生高等学校  山手一丁目 722-10  23-0800 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 240 

山手幼稚園  山手二丁目 497-15 23-3960 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 35 

陸自治会館  陸本町１-３  ------ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 90 

那波小学校  那波本町 17-30 22-7147 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 150 

生きがい交流センター 那波本町１-７ 22-2777 ○ ○   ○   ○ ○ 65 

那波中学校  那波南本町 10-１ 22-7151 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 190 

相生産業高等学校 千尋町 10-50 22-0595 ○ ○   ○   ○ ○ 280 

佐方福祉センター 佐方一丁目 14-17  ------ ○     ○ ○ ○ ○ 40 

千 尋 町 自 治 会 館 千尋町 5301-97 地内 ------ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15 

こども学習センター 緑ケ丘四丁目５-５ 22-8313 ○ ○ ○   ○ ○ ○ 100 

青葉台小学校  青葉台１-１  22-7158 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 220 

あおば幼稚園  青葉台１-２  22-7711 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 90 

西部公民館  那波字西矢之谷 2004-25 22-7388 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

上松隣保館  若狭野町上松字山崎 120 28-0783 ○   ○ ○ ○ ○ ○ 20 

若狭野多目的研修センター 若狭野町八洞字五反田 152-6 28-0001   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

若狭野小学校  若狭野町八洞宇梶 185  28-0152   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 140 

矢野川幼稚園  若狭野町八洞字梶 212  28-0155   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 65 

矢野川中学校  若狭野町寺田字桑ノ木原 298 28-0151   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 180 

矢野川保育所  矢野町下田字西垣内甲 508-1  29-0833 ○   ○   ○ ○ ○ 30 

矢野小学校  矢野町上字向イ西 587-3  29-0019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 100 

矢野公民館  矢野町瓜生字溝下 479-１ 29-0002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

ふ る さ と 交 流 館 矢野町中野字上才ノ元 129 29-1010 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 

 

（イ） 区画の指定 

避難した市民の受入れスペースの指定に当たっては、事情の許す限り、自治会等の意

見を聞き、地域ごとにスペースを設定し、避難した市民による自主的な統制に基づく運

営となるようにする。また、避難行動要支援者に配慮した区画の指定（別途にスペース

を確保する等）を行う。そのほか、スペースの指定の表示方法については、床面に色テ

ープ又は掲示等の分かりやすいものになるよう努める。 
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（ウ） 報告 

避難所開設に当たった職員は、避難住民の収容を終えた後、速やかに対策本部に対し

て、電話若しくは FAX 又は無線によりその旨を報告する。 

対策本部は、避難所の開設を確認後、企画総務班に対して、市民に対する避難所開設

に関する広報活動の実施を要請する。 

防災班は、県知事及び警察署長、消防署長等関係機関に対して、開設の状況を連絡する。 

なお、連絡すべき事項は、次のとおりとする。 

県等へ連絡すべき事項 

ａ 避難所開設の日時、場所、施設 

ｂ 収容状況及び収容人員 

ｃ 開設期間の見込み 

 

（エ） 避難所内事務所の開設 

前記の措置をとった後、避難所内に事務所を速やかに開設し、「事務所」の表示等を掲

げて、避難した市民に対して、避難所運営の責任者の存在を明らかにしておく。 

なお、避難所開設以降は、事務所には要員を常時配置しておく。 

また、事務所には、避難所の運営に必要な用品（避難者カード等）を準備しておく。 

 

（７）避難所の開設基準 

避難所の開設基準その他については、災害救助法の適用があるときは同法により、適用がない

ときは同法に準じて行う。ただし、状況により期間を延長する場合は、厚生労働大臣の事前承認

を受ける必要がある。 

 
 

災害救助法による実施基準 

 

１ 避難所は、災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者を収容するものとす

る。 

２ 避難所の設置のため支出する費用は、避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等

雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並

びに仮設便所等の設置費として、100 人１日当たり 30,000 円（冬季（10月から３月までの

期間をいう。以下同じ。）については、別に定める額を加算した額）の範囲内とする。ただ

し、福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での生活

において特別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。）を設置した場合は、当該

地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算する。 

３ 避難所を設置する期間は、災害の発生の日から７日以内とする。 

備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 
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（８）避難所の運営 

（ア） 市は、避難所の開設時には、職員派遣計画に基づき、迅速に、避難所ごとに担当職員

を配置する。 

また、避難所の運営について、管理責任者の権限を明確にし、学校教職員等施設管理

者、自主防災組織等とも連携して、円滑な初動体制を図ることとする。 

（イ） 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）第２条の規定に該当する災害であって県教育

委員会が指定する極めて重大な災害時において学校に避難所が開設された場合、教職員

が原則として、次の避難所運営業務に従事することとし、この期間は７日以内を原則と

する。 

ａ 施設等開放区域の明示 

ｂ 避難者誘導・避難者名簿の作成 

ｃ 情報連絡活動 

ｄ 食糧・飲料水・毛布等の救援物資の保管及び配給分配 

ｅ ボランティアの受入れ 

ｆ 炊き出しへの協力 

ｇ 避難所運営組織づくりへの協力 

ｈ 重傷者への対応 

（ウ） 自主防災組織等は、避難所の運営に関して、市に協力するとともに、役割分担を決め、

自主的に秩序ある避難生活を確保することとする。 

（エ） 市は、避難所を開設した場合は、速やかに避難者数の確認、避難者名簿等の作成によ

り、時間経過毎に避難所・避難者に係る情報管理を行い、避難生活に必要な物品（仮設

トイレや仮設風呂を含む。）の確保や食糧、飲料水等の提供、炊き出し等を迅速かつ的確

に行うこととする。 

（オ） 市は、他の市町と避難所間の情報伝達手段・ルートを確保することとする。 

（カ） 市は、ボランティア活動について、受入窓口の設置やボランティアセンター等と連携

したシステムを整備し、避難所のニーズに応じた迅速な対応に努めることとする。 

（キ） 市は、要配慮者や子育て家庭に対しては、個々の状況に応じた十分な配慮を行うととも

に、男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮することとする。 

   ［女性ニーズ例］ 

   女性専用物干し場・授乳場所や更衣室・生理用品の配布等 

（ク） 市は、避難誘導、避難所開設に関する広報活動を行うこととする。 

（ケ） 市は、必要により、県警察本部と十分連携を図りながら、避難所パトロール隊による

巡回活動を実施することとする。なお、市で対応が困難な場合は、県に依頼することと

する。 

（コ） 市は、保健・衛生面はもとより、避難生活の状況によっては、プライバシーの保護、

文化面等幅広い観点から、避難者の心身の健康の維持にきめ細かく配慮した対策を講じ

るよう努めることとする。 

（サ） 市は、必要に応じ、避難場所における家庭用動物のためのスペース確保に努めること

とする。 

（シ） 運営の手順 
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ａ 避難所運営の手順は、次のとおりとする。 
 

①避難者名簿（カード）の配布、作成 

  ↓ 

②部屋割り 

  ↓ 

③食糧、生活必需品の請求、受取、配給 

  ↓ 

④避難所の運営状況の報告（毎日正午及び午後５時） 

  ↓ 

⑤避難所の運営記録の作成 
 

 

ｂ 運営上の留意事項 

（ａ） 避難者名簿（カード）の作成 

避難者名簿（カード）は、避難所運営のための基礎資料となる。 

避難所を開設し、避難した市民等の受入れを行った際には、まず避難者名簿（カ

ード）を配り、避難した市民等に対して、各世帯単位で記入するよう指示する。 

避難者収容記録簿は、集まった避難者名簿（カード）を基に、可能な限り早期

に作成し、事務所内に保管するとともに、一時間ごとに防災班に報告する。 

避難者カード 

避難所名： 

住   所  

氏   名 続柄 性別 年齢 入所日 退所日 特記事項 

       

       

 

（ｂ） 部屋割り 

部屋割りは、避難所内での指示伝達、意見の把握を効率的に行うための区分けで

ある。 

部屋割りの単位は、地区単位を基本とし、概ね 30人程度で編成する。 

また、部屋内の班編成については、家族、隣人等５人程度により編成することと

する。 

各部屋には代表者を選定し、以後全ての情報等の受渡しは、代表者を経由して行う。 

各部屋の代表者の役割 

①市職員等からの指示、伝達事項の周知 

②避難者数、給食数、物資の必要数の把握と報告 

③物資の配布の指示 

④各避難者の要望の取りまとめ 

⑤施設の保全管理 
 



－ 296 － 

 

（ｃ） 食糧、生活必需品の請求、受取、配給 

避難所の責任者となる職員は、避難所全体で集約された食糧、生活必需品その他

物資の必要数のうち、現地で調達の不可能なものについては、本部に報告し、防災

班を通じて、調達を要請する。 

また、到着した食糧や物資を受け取ったときは、その都度、避難所物品受渡簿に

記入の上、各部屋ごとに配給を行う。 

（ｄ） 運営状況及び運営記録の作成 

避難所の責任者となる職員は、避難所の運営状況について、１日に２回（正午及

び午後５時）までに現況を本部へ報告する。ただし、傷病人の発生等、特別な事情

があるときは、その都度必要に応じて報告する。 

また、避難所の運営記録として、避難所日誌を記入する。 

 

（９）保健・衛生対策 

    （ア）救護班等の活動 

       市は、現地医療機関だけで対応できない場合を想定して、相生市地域防災計画で特定し

ている救護所を拠点に救護班による巡回活動を行うこととする。 

（イ）保健活動の実施 

       市は、医師会等関係機関と連携を図り、保健師、栄養士等による巡回健康相談や栄養相

談を実施することとする。 

（エ）仮設トイレの確保 

       市は、避難所の状況により仮設トイレを設置管理することとする。その確保が困難な場

合、県に協力を依頼する。  

    （オ）入浴対策 

       市は、仮設風呂を設置管理することとする。その確保が困難な場合は、民間業者のあっ

せんや自衛隊への協力要請を県に依頼する。 

    （カ）食品衛生対策 

       市は、県の協力の下、食品衛生監視員を避難所に派遣し、食品衛生に努める。 

    （キ）感染症予防対策 

       市は、感染症予防のための手洗いの励行や清掃等の衛生対策に努める。  

 
 

（10）大災害における特別措置 

大災害が発生し、予定した避難所が使用できなくなり、避難所を開設することができず、又は

開設することが適当でない場合には、隣接市町の施設使用について知事に要請報告するものとす

る。 

ただし、事態が急迫し、そのいとまがないときは、隣接市町に対して直接要請し、その応援を

得て開設するものとする。 

 

（11）宿泊施設、社会福祉施設等の活用 
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（ア） 市は、避難生活が長期化する場合、必要に応じて、希望者に、宿泊施設等の二次的避

難所、ホームステイ等の紹介、あっせんを行う。 

（イ） 市は、避難行動要支援者のうち、援護の必要性の高い者について、県及び近隣市町と

の協力体制を整備することにより、設備の整った特別施設や社会福祉施設における受入

れを進めることとする。 

 

（12）避難所以外の場所に滞在する被災者への配慮 

市は、やむを得ず避難所に滞在する事ができなかった被災者に対しても、食料等、必要な物資

の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達等に

より、生活環境の確保が図られるようにする。 

 

（13）広域避難（広域一時滞在） 

 

ア 県内における広域一時滞在 

（ア） 市は、被災住民の生命・身体を保護し、又は居住の場所を確保するため、他市町域に

おける広域一時滞在の必要があると認めるときは、県に報告の上、具体的な被災状況、

受入れを希望する被災住民の数その他必要な事項を示して、他市町に被災住民の受入れ

協議する。 

（イ） 市は、県に対し、広域一時滞在の協議先とすべき市町及び当該市町の受入れ能力（施

設数、施設概要等）その他広域一時滞在に関する事項について助言を求める。 

 

イ 県外における広域一時滞在 

 市は、被災住民の生命・身体を保護し、又は居住の場所を確保するため、県と協議の上、他

の都道府県域における広域一時滞在の必要があると認めるときは、県に対し、具体的な被災状

況、受入れを希望する被災住民の数その他必要な事項を示し、他の都道府県に被災住民の受入

れを協議するよう求める。 

 

ウ 他の都道府県から協議を受けた場合 

市は、県から他の都道府県の被災住民の受入れの協議を受けた時は、被災住民を受け入れな

いことについて正当な理由がある場合を除き、被災住民を受入れ、避難所を提供する。 

 

エ 情報共有 

市は、広域一時滞在を受け入れた市町の協力を得て、広域一時滞在を行っている被災住民の

状況を把握するとともに、被災住民が必要とする情報を確実に伝達する体制を整える。また、

広域一時滞在を受け入れた場合は、被災市町とともに、受け入れた被災住民の状況の把握と被

災住民が必要とする情報を確実に伝達する体制を整える。 
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災害により入浴施設が使用不可能となった被災者に対し、仮設風呂の設置等による入浴を提

供することにより、市民生活の安定を図る。 

 

第８節 入浴施設対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

協 力 部 

（議会・選挙管理委員会・監査・ 

公平委員会・農業委員会事務局） 

（１）仮設風呂の設置 

（２）入浴施設の確保 

（３）公衆浴場のあっせん 

関係機関 自 衛 隊 仮設浴場等の設置 

 

３ 取組み内容 

（１）仮設風呂の設置 

市は、仮設風呂を設置管理することとする。その確保が困難な場合は、県に依頼し自衛隊への

協力要請を行う。 

 

（２）入浴施設の確保 

市内の大型浴槽を有する施設等に協力を求め、入浴を提供する。 

 

（３）公衆浴場のあっせん 

市内の公衆浴場経営者と協議し、公衆浴場のあっせんを行う。 
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災害のため住宅を失い、又は破損等のために居住することができなくなった被災者に対して、

応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理を行い、一時的な居住の安定を図る。ただし、発生直後

において避難所の設置による被災者の応急収容については、避難計画に定めるところによる 

 

第９節 住宅対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
建設農林総務班（建設管理課） 

都市整備班（都市整備課） 

（１）住宅対策の種類と順序 

（２）応急仮設住宅の建設 

（３）住宅の応急修理 

（４）空家住宅の確保 

（５）障害物の除去 

（６）住宅相談窓口の設置 

関係機関 兵 庫 県 応急仮設住宅の建設 

 

３ 取組み内容 

（１）住宅対策の種類と順序 

ア 災害直後に直ちに行う必要のあるもの 

（ア） 避難所の開設による被災者の応急収容 

（イ） 応急仮設住宅の建設供与、住宅の応急修理及び障害物の除去  

（ウ） 建築基準法による被災市街地の建築制限又は禁止及び応急仮設住宅に対する制限緩和

の区域指定 

（エ） 住宅復旧資材の値上がり防止並びに資材の手当及びあっせん 

 

イ アの対策に引き続きできるだけ早く実施すべきもの 

（ア） 住宅金融公庫法（昭和 25年法律第 156 号）による災害復興住宅の建設、補修及び一般

個人住宅の災害特別貸付 

（イ） 公営住宅法（昭和 26年法律第 193 号）による既設公営住宅の復旧（再建、補修） 

（ウ） 公営住宅法による災害公営住宅の建設 

（エ） 土地区画整理法（昭和 29年法律第 119 号）による土地区画整理の設計及び事業実施 
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（２）応急仮設住宅の建設 

ア 実施機関 

市は、被災者等への応急仮設住宅の建設、管理を実施することとする。なお、大規模災害等、

市で対応が困難と考えられる場合には、県による建設を依頼する。また、災害救助法が適用さ

れた場合の被災者の応急仮設住宅の供与については、県規則「市町長に権限を委任する規則」

（昭和 40年７月 30日規則第 68 号）により、知事の職権の委任を受けて市長が行う。 

 

イ 実施の方法 

災害救助法が適用されたときは、次の基準により、適用に至らない小災害の場合は、同法の

基準に準じて行う。 

 

 

災害救助法による実施基準 
 

１ 応急仮設住宅は、住家が全焼し、全壊し、又は流失して自らの資力では住宅を得ること

ができない者を収容するものとする。 

２ 応急仮設住宅の設置戸数は、市町ごとに、全焼し、全壊し、及び流失した世帯の３割の

範囲内とする。ただし、知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、市町相互間に

おいて設置戸数を融通することがある。 

３ 応急仮設住宅の１戸当たりの規模は、29.7 ㎡を基準とし、その設置のため支出する費用

は、2,468,000 円以内とする。 

４ 応急仮設住宅の設置は、災害の発生の日から 20 日以内に着工する。 

５ 応急仮設住宅を供与する期間は、完成の日から２年以内とする。 

 

 

ウ 入居者の認定 

「自らの資力では住宅を得ることができない者」とは、概ね次のような者をいい、十分調査

し、必要に応じ民生委員・児童委員の意見を聞く等した上で、実情に則し、入居者を決定する

ものとする。 

（ア） 生活保護法（昭和 25年法律第 144 号）による被保護者及び要保護者 

（イ） 特定の資産のない失業者 

（ウ） 特定の資産のない未亡人、母子世帯 

（エ） 特定の資産のない老人、病弱者、身体障害者 

（オ） 特定の資産のない勤労者 

（カ） 特定の資産のない小企業者 

（キ） その他これらに準ずる者 
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エ 設置戸数 

全壊、全焼、流出世帯の合計数の３割以内とするが、状況によって、厚生労働省と協議する

こととする。 

 

オ 供給方法 

（ア） 市は、平時から、各関係機関の協力が得られるよう努めるとともに、あらかじめ建設

可能な土地を把握しておくこととする。 
 

応急仮設住宅建設予定地 

位    置 面   積 建設可能戸数 所有者 

汐見台２－２ 

（スポーツセンター南広場） 
8,543.5 ㎡ 130 戸 相生市 

 

（イ） 建設に当たっては、速やかに厚生労働省と協議するとともに、二次災害の危険がない

よう配慮することとする。 

（ウ） 市は、大規模災害を想定し、あらかじめ広域的な団体等と協定を締結するほか、市は

次の事項を可能な限り示して供給あっせんの要請があったとき、若しくは自ら必要があ

ると認める場合に対応することとする。 

ａ 被害戸数 

ｂ 設置を必要とする戸数 

ｃ 調達を必要とする建設業者数 

ｄ 連絡責任者 

ｅ その他参考となる事項 

（ａ） 除去した障害物の集積場所 

被災地付近の空地に一時集積する。 

（ｂ） 建築資材の調達及び必要機械器具については、『第３章第12節 物資供給計画』

に準じる。建設業者は、市の指名競争入札参加者名簿等に登録されている業者と

する。 

（ｃ） 建設及び管理者 

災害公営住宅は、原則として市が建設し、管理するものとする。 

    （エ） 学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分配

慮する。 

    （オ） 民間賃貸住宅の借上げ 

        市は、被災状況や地域の実情等を必要に応じて、民間賃貸住宅を借り上げて供給する。 

 

カ 住宅の構造 

住宅の構造は、高齢者、障害者向けの仮設住宅等、可能な限り、入居者の状況や利便性に配

慮することとする。 

市は、必要に応じ、高齢者、障害者等、日常の生活上特別な配慮を要する者を数名以上入居
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させるため、老人居宅介護等を利用しやすい構造及び設備を有する福祉仮設住宅を設置するこ

ととする。 

 

キ 生活環境の整備 

（ア） 市は、仮設住宅の整備と併せて、集会施設（ふれあいセンター）等を整備するととも

に、地域の自主的な組織づくりを促進することとする。 

（イ） 市は、地域の状況により商業施設や医療施設等、生活環境を整備するとともに、福祉

や医療サービスが必要な独居高齢者や障害者等に対して、ケースワーカーの配置や手話

通訳者、ホームヘルパーの派遣等、実情に応じたきめ細やかな対応に努めることとする。 

 

（３）住宅の応急修理 

ア 実施責任機関 

市は、住宅が半壊又は半焼した者のうち、自らの資力をもって住宅の応急修理を実施できな

い者に対し、居室、炊事場、便所等最小限度の日常生活を維持するために必要な部分について、

応急修理を実施することとする。また、災害救助法が適用された場合における住宅の応急修理

については、県規則「市町長に権限を委任する規則」（昭和 40年７月 30日規則第 68号）によ

り、知事の権限の委任を受けて市長が行う。 

（ア） 市は、建設業者が不足したり、建設資機材を調達することが困難なときは、県に対し

可能な限り次の事項を示して、あっせん、調達を依頼することとする。 

ａ 被害戸数（半焼・半壊） 

ｂ 修理を必要とする戸数 

ｃ 調達を必要とする資機材の品目及び数量 

ｄ 派遣を必要とする建設業者数 

ｅ 連絡責任者 

ｆ その他参考となる事項 

 

イ 実施の方法 

災害救助法が適用されたときは次の基準により、適用されない小災害のときは、実情に応じ

市長がその都度決定する。 

住宅の応急修理の対象基準は、応急仮設住宅の入居基準の例による。 
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（４）空家住宅の確保 

ア 対象 

市営住宅のほか、県内各市町、全国の都道府県、住宅供給公社、（独）都市再生機構、（独）

雇用・能力開発機構等の所有する空家 

 

イ 募集 

市及び提供する事業主体が募集を行うこととする。 

 

 

（５）障害物の除去 

ア 実施責任機関 

市は、住宅等に流入した土砂等障害物のため、日常生活に著しい支障を及ぼしている者に対

し、障害物の除去を実施することとする。また、災害救助法が適用された場合における住居又

はその周辺に運ばれた土石、竹木等の障害物の除去は、県規則「市町長に権限を委任する規則」

（昭和 40年７月 30日規則第 68 号）により、知事の権限を受けて市長が行う。 

（ア） 市は、対応が困難なときは、県に対し、可能な限りの次の事項を示して応援を求める

こととする。 

ａ 除去を必要とする住家戸数 

ｂ 除去に必要な人員 

ｃ 除去に必要な期間 

ｄ 除去に必要な機械器具の品目別数量 

ｅ 除去した障害物の集積場所の有無 

ｆ その他参考となる事項 
  

 

災害救助法による実施基準 
 

１ 災害にかかった住宅の応急修理は、災害のために住家が半焼し、又は半壊して、自らの

資力では応急修理をすることができない者に対して行うものとする。 

２ 災害にかかった住宅の応急修理を行う対象数は、市町ごとに半焼し、又は半壊した世帯

の数の３割の範囲内とする。ただし、知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、

市町相互間において対象数を融通することがある。 

３ 災害にかかった住宅の応急修理は、居室、炊事場、便所等日常生活に欠くことのできな

い部分について行うものとし、そのために支出する費用の額は、１世帯当り 525,000 円以

内とする。 

４ 災害にかかった住宅の応急修理は、現物をもって行うものとする。 

災害にかかった住宅の応急修理は、災害の発生の日から１箇月以内に完成するものとする。 
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イ 実施の方法 

災害救助法が適用されたときは同法により、適用されない小災害の場合は実情により市長が

その都度決定する。 

障害物除去の対象基準は、応急仮設住宅の入居基準の例によるものとする。 

 
 

災害救助法による実施基準 
 

１ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及

ぼしているもの（以下「障害物」という。）の除去は、次の各号に掲げる要件を備える者に

対して行うものとする。 

（１） 自らの資力をもってしては障害物を除去することができないこと。 

（２） 居室、炊事場等生活に欠くことのできない部分又は玄関に障害物が運びこまれている

ため、一時的に居住できない状態にあること。 

２ 障害物の除去を行う対象数は、市町ごとに、半壊及び床上浸水した世帯数の 1割５分以

内とする。ただし、知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、市町相互間におい

て除去対象数を融通することがある。 

３ 障害物の除去のために支出する費用の範囲は、ロープ、スコップその他除去のために必

要な機械、器具等の借上費、輸送費及び作業員人夫賃とし、その額は、１世帯当り 138,500

円以内とする。 

４ 障害物の除去は、災害の発生の日から 10 日以内に完了するものとする。 

 

 

（６）住宅相談窓口の設置 

市は、建設管理課に住宅相談窓口を開設し、市営住宅等への入居及び融資制度の利用について

相談に応じることとする。 
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災害によって住家に被害を受け、自宅で炊飯等ができず、日常の食事に支障を来した被災者

に対し、応急的な炊き出しや食料の供給を行い、被災者の心身の安定を図る。 

なお、市民は、自ら最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の食糧の備蓄に努めるものとす

る。 

第 10 節 食糧供給計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 市民生活総務班（市民課） 
（１）実施責任機関 

（２）実施要領 

関係機関 兵 庫 県 食料供給の支援、食料品搬送の協力 

 

３ 取組み内容 

（１）実施責任機関 

（ア） 被災者に対し、炊き出しによる給食を行う必要がある場合…………市長（市民生活総

務班） 

（イ） 被災により供給機関が通常の供給を行うことができないため、その機関を通じないで

消費者に対して、供給を行う必要がある場合…………市長（市民生活総務班） 

（ウ） 被災地における救助作業、急迫した災害防止作業及び緊急復旧作業に従事する者に対

して、現場給食又は供給する必要がある場合…………作業実施責任機関（市の機関であ

る場合は市民生活総務班） 

（エ） 特定職場に属する鉄道、通信機関等の被災施設の緊急復旧作業（事故による応急復旧

作業を含む。）に従事する者に対して現場給食を行う必要がある場合…………作業実施

責任機関 

（オ） ガス施設の爆発、船舶の沈没、列車の転覆等特殊な災害の発生に伴い、被害者に対し

て炊き出し等による給食の必要がある場合…………市長と災害発生責任機関で協議 

 

災害救助法が適用された場合の被災者への食糧品の給与等については、県規則「市町長に

権限を委任する規則」（昭和 40年７月 30日規則第 68 号）により、知事の職権の委任を受け

て市長が行う。 
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（２）実施要領 

ア 供給対象者 

（ア） 避難所等に収容されている被災者 

（イ） 住家が全焼、全壊、流出、半焼、半壊又は床上浸水等の被害を受け、炊事のできない

被災者 

（ウ） 病院、ホテル等の滞在者及び縁故先への一時避難者 

 

イ 供給基準 

（ア） １人当たりの供給数量は、次のとおりとし、乾パン及び麦製品の精米換算率は 100％

とする。ただし、生パンは原料小麦粉の重量で計算する。 

ａ 炊き出し用として給食する場合 

１人１食当たり  300 グラム 

ｂ 通常の流通経路を通じないで供給する場合 

１人１食当たり  300 グラム 

ｃ 救助作業用として給食する場合 

１人１食当たり  300 グラム 

ｄ 特定職場の復旧作業用として給食する場合 

１人１食当たり  300 グラム 

（イ） 災害救助法が適用されたときは、次の基準により実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 食料の供給要請等 

（ア） 食糧備蓄 

ａ 被災者等への食糧の供給に備え、備蓄倉庫に次の食糧を備蓄する。 

 

主食／食 缶詰かゆ／缶 粉ミルク／缶 乾パン／缶 

2,000 150 20 480   

災害救助法による実施基準 

 

１ 炊き出しその他による食品の給与は、避難所に収容された者、住家に被害を受けて炊事

のできない者及び被害を受けて一時縁故地等へ避難する必要のある者に対して行うもの

とする。 

２ 炊き出しその他による食品の給与を実施するために支出する費用の範囲は、主食費、副

食費、燃料費等とし、その額は１人１日当たり 1,010 円以内とする。 

３ 炊き出しその他による食品の給与を実施する期間は、災害の発生の日から７日以内とす

る。この場合において、被災者が一時縁故地等へ避難するときは、当該期間内に、３日分

以内の食品を現物により支給するものとする。 
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ｂ 市は、食料の供給が困難な場合、必要に応じ、次の事項を示して県に供給あっせん

を要請することとする。 

（ａ） 供給あっせんを必要とする理由 

（ｂ） 必要な品目及び数量 

（ｃ） 引渡しを受ける場所及び引渡責任者 

（ｄ） 荷役作業者の派遣の必要の有無 

（ｅ） その他参考となる事項 

 

（イ） 食糧の調達 

被災者に対する食糧の供給について第１次的には本市の備蓄食糧を活用し、なお不足

する場合、又は備蓄品以外の食料等を必要とする場合は、市内の販売業者等から調達す

る。調達が困難な場合には、県知事にそのあっせんを依頼するが、連絡がつかない場合

は、近畿農政局姫路地域センターと連携し、政府所有米穀の供給を農林水産省に要請す

る。 

なお、直接農林水産省に要請を行った場合は、県知事に連絡がつき次第、その旨を連

絡することとする。 

 

（ウ） 供給方法 

ａ 避難所に収容された者に対するもの 

調達した食糧をあらかじめ避難所ごとに組織された班等の責任者を通じて供給す

る。 

ｂ り災者に対するもの 

市長（災害対策本部長）が調達した食糧を直接に供給するか、小売業者又は取扱者

を通して供給する。 

ｃ その他災害対策要員等に対するもの 

避難所に収容された者に対するものに準じて行うものとする。 

 

（エ） 輸送 

市に依頼された販売業者は、市の指定する場所まで搬送することとする。なお、これ

により難いときは、市の指定する集積場に搬送する。 

 

（オ） 配分 

市は、被害状況や要望を基に、配分を行うこととする。 

 

エ 炊き出し 

炊き出し場については、被害の状況及び避難所の開設状況を考慮の上、次の施設の中から選

定するものとするが、必要に応じてこれ以外の場所についても炊き出しを行うことができるも

のとする。 
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なお、屋内・屋外ともに炊き出し場として適さない避難所については、他の炊き出し場で炊

き出した食糧を運搬し、避難所に供給するものとする。 

 

（ア） 屋内及び屋外での炊き出しが可能な施設（11箇所） 

 名    称 所   在   地 電話番号 

１ 相生小学校 川原町 31-１ (22)7146 

２ 中央小学校 旭五丁目 16-67 (22)7149 

３ 双葉小学校 向陽台 23-１ (22)7148 

４ 相生高等学校 山手一丁目 722-10 (23)0800 

５ 那波小学校 那波本町 17-30 (22)7147 

６ 生きがい交流センター 那波本町１-７ (22)2777 

７ 相生産業高等学校 千尋町 10-50 (22)0595 

８ 青葉台小学校 青葉台１-１ (22)7158 

９ 若狭野小学校 若狭野町八洞宇梶 185 (28)0152 

10 矢野小学校 矢野町上字向イ西 587-３ (29)0019 

11 ふるさと交流館 矢野町中野字上才ノ元 129 (29)1010 

 

（イ） 屋内での炊き出しが可能な施設（７箇所） 

 名    称 所   在   地 電話番号 

１ 相生公民館 相生二丁目 15-26 (22)7153 

２ 古池公会堂 古池本町 11-27 ----- 

３ 東部公民館 向陽台６-20 (22)7804 

４ 陸公民館 山手一丁目 77 (22)7803 

５ 西部公民館 那波字西矢之谷 2004-25 (22)7388 

６ 若狭野多目的研修センター 若狭野町八洞字五反田 152-６ (28)0001 

７ 矢野公民館 矢野町瓜生字溝下 479-１ (29)0002 

 

（ウ） 屋外での炊き出しが可能な施設（16 箇所） 

 名    称 所   在   地 電話番号 

１ 相生学院高等学校 野瀬 700 (24)0100 

２ 相生保育所 相生三丁目 11-５ (22)7135 

３ 相生幼稚園 川原町 31-２ (22)7140 

４ 市民体育館 旭一丁目 19-31 (22)7129 

５ 看護専門学校 旭二丁目 19-19 (22)7110 

６ 中央幼稚園 旭五丁目 16-68 (22)7115 

７ 双葉中学校 双葉一丁目２-１ (22)7152 

８ 平芝幼稚園 那波野一丁目１-６ (22)7143 

９ 平芝保育所 那波野一丁目６-13 (22)7137 

10 山手幼稚園 山手二丁目 497-15 (23)3960 

11 那波中学校 那波南本町 10-１ (22)7151 

12 あおば幼稚園 青葉台１番２号 (22)7711 

13 こども学習センター 緑ヶ丘四丁目５-５ (22)8313 

14 矢野川幼稚園 若狭野町八洞字梶 212 (28)0155 

15 矢野川中学校 若狭野町寺田字桑ノ木原 298 (28)0151 

16 矢野川保育所 矢野町下田字西垣内甲 508-１ (29)0833 

（エ） 炊き出しには適さない施設（４箇所） 
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 名    称 所   在   地 電話番号 

１ 陸自治会館  陸本町１-３ ------- 

２ 佐方福祉センター 佐方一丁目 14-17  ------- 

３ 千尋町自治会館 千尋町 5301-97 地内 ------- 

４ 上松隣保館  若狭野町上松字山崎 120  (28)0783 

 

オ 炊き出し要員 

食糧供給は、市民生活部市民生活総務班が担当するが、炊き出し作業については日赤奉仕団、

各種団体、避難者等の協力を得て実施するものとする。 

 

カ 炊き出し用具の調達 

炊き出し用具は、小学校等の防災かまど等防災備蓄品及び給食用施設の器具を使用し、借上

げできないものについては適宜、現地において調達する。 
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水道施設が被災し、飲料水の供給が停止した場合には、給水車による給水や給水所の設置等

により飲料水を供給し、被災地の生活に対応する。 

なお、市民は、自ら最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の飲料水の備蓄に努めるものと

する。 

第 11 節 給水計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

関係機関 企業長（西播磨水道企業団） 

（１）実施機関 

（２）給水対象者 

（３）水源及び給水量 

（４）給水方法及び広報 

（５）給水対策の順序 

（６）災害救助法による実施基準 

（７）給水応援 

 

３ 取組み内容 

（１）実施機関 

被災者等への飲料水の供給は、企業長（西播磨水道企業団）が行う。 

 

（２）給水対象者 

災害のために、現に飲料水に適する水を得ることができない者 

 

（３）水源及び給水量 

ア 水源 

企業長（西播磨水道企業団）は、水源地、配水池、飲料水兼用耐震貯水槽等の水道施設（運

搬給水基地）の使用を原則に、予備水源の量、水質等を把握しておき、迅速に対応することと

する。 

 

イ 給水量 

企業長（西播磨水道企業団）は、災害発生から３日以内は、１人１日３ℓ、10 日までには３

～20ℓ、20 日目までには 20～100ℓ を供給することを目標とし、それ以降は、できる限り速やか

に被災前の水準にまで回復させることとする。 
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内容 

時系列 
期 間 

１人当たり水量 

（ℓ／日） 
水量の用途内訳 

給水方法と応急給水

量 の 想 定 

第１次給水 
災害発生から 

３日間 
３ 

生命維持のため最小

限必要な水量 

自己貯水による利用

と併せ、水を得られ

なかった者に対する

応急拠点給水 

第２次給水 

４日目から 

10 日まで 
３～20 

調理、洗面等最低限

生活に必要な水量 

自主防災組織を中心

とする給水と応急拠

点給水 

11 日目から 

20 日まで 
20～100 

最低限の浴用、洗濯

に必要な水量 

復旧した配水幹線・

支線に設置する仮設

給水管からの給水 

第３次給水 
21 日目から 

完全復旧まで 

100～ 

被災前水量 
通常給水とほぼ同量 

仮設配管からの各戸

給水 

共用栓の設置 

   ※期間は、水道が４週間以内に応急復旧を終了することを目標とする。 

 

（４）給水方法及び広報 

ア 飲料水の供給 

飲料水は、概ね次の方法によって供給し、又は確保するものとする。 

（ア） 被災地において確保することが困難なときは、被災地に近い水源地から、タンク車又

は容器により運搬供給する。 

（イ） 飲料水が防疫その他衛生上浄水の必要があるときは、次亜塩素酸ナトリウム溶液を投

入し、又は支給して飲料水を確保する。 

（ウ） 給水する際は、その時間や場所について広報に努めることとする。 

（エ） 病院、救護所等へは、最優先で給水することとする。 

 

イ 他の水道事業者への応援要請 

企業長（西播磨水道企業団）は、必要な人員、資機材等が不足するときは、「兵庫県水道災害

相互応援に関する協定」等による要請のほか、県に次の事項を可能な限り明らかにして、他の

水道事業者等の応援を要請することとする。 

（ア） 給水を必要とする人員 

（イ） 給水を必要とする期間及び給水量 

（ウ） 給水する場所 

（エ） 必要な給水器具、薬品、水道用資機材等の品目別数量 

（オ） 給水車両借上げの場合は、その必要台数 

（カ） その他必要な事項 
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（５）給水対策の順序 

災害救助法による飲料水の供給と感染症予防法による自家用水の供給の関係については、災害

救助法が被災者に対する応急救助を目的としているところから、災害救助法の適用地域において

は、災害発生直後は、まず同法による飲料水の供給を実施するものとする。 

 

（６）災害救助法による実施基準 

災害救助法が適用された場合は、次の基準に基づき実施する。 
 

災害救助法による実施基準 
 

１．飲料水の供給は、災害のため飲料水を得ることができない者に対して行うものとする。 

２．飲料水の供給を実施するために支出する費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水に必

要な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに浄水用の薬品費及び資材費とし、

その額は当該地域における通常の実費とする。 

３．飲料水の供給を実施する期間は、災害の発生の日から７日以内とする。 
 

 

（７）給水応援 

企業長（西播磨水道企業団）は、「兵庫県水道災害相互応援に関する協定」に基づき、応急給水

用資機材を保有、調達して相互応援等を行うこととする。 
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災害時事務分掌（西播磨水道企業団） 

本部 
班 

（班長） 

本部員 

（担当課係名）  
分   掌   事   務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策水道本部 

 

本  部  長 

（企  業  長） 

 

副 本 部 長 

水 道 部 長 

水道部参事 

水道技術管理者  

 

総務財政班  

(総務財政課長) 

総務財政課長 

総務財政 課 

総務係・財政係 

１ 災害対策会議の庶務に関すること。  

２ 職員の動員及び支援要請に関するこ

と。 

３ 構成市、企業団議会、上級官庁及び報道

機関との連絡に関すること。 

４ 応急復旧費及び復旧費の予算措置に関

すること。  

５ 広報及び被害情報の取りまとめに関す

ること。 

６ 苦情等の受付に関すること。 

７ 応急資金の調達及び支払に関するこ

と。  

８ 応急物品、資機材及び食料の購入に関

すること。 

９ 災害復旧に伴う工事の請負契約に関す

ること。 

10 災害復旧に伴う物件の購入契約に関す

ること。  

11 緊急車両等の配置に関すること。 

12 金銭の出納に関すること。 

13 他の班に属さないこと。 

復 旧 班 

（施設課長） 

施 設 課 長 

施 設 課 

施設係・浄水係  

１ 施設の巡視及び仮復旧に関すること。 

２ 工事用機器等の確保に関すること。 

３ 水源地の送水確保に関すること。 

４ 施設の復旧計画に関すること。 

５ 応急配水計画に関すること。 

６ 施設の被害調査に関すること。 

７ 施設の普及に係る設計に関すること。 

給 水 班 

（営業課長） 

営 業 課 長 

営業課料金係 

施設課給水係 

１ 応急給水に関すること。  

２ 広報車宣伝に関すること。  

３ 給水に係る受付事務に関すること。  

４ 住民被害（断水等）の調査に関するこ

と。 

５ 給水に係る資機材の確保及び貯蔵品の

出納に関すること。  
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災害によって住家に被害を受け、被服等生活必需品を喪失した被災者に対し、応急的な生活

必需品の供給を行い、被災者の心身の安定を図る。 

なお、市民は、必要と思われる物資につき、自ら最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の

備蓄に努めるものとする。 

 

第 12 節 物資供給計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 市民生活部・健康福祉部各班 （１）実施方法 

関係機関 兵 庫 県 生活必需物資供給の支援 

 

３ 取組み内容 

（１）実施方法 

災害救助法を適用する分については同法により、適用のない分については同法に準じ、市民生

活部・健康福祉部各班で行うものとする。 

 
 

災害救助法による実施基準 
 

１ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊

若しくは床上浸水（土砂のたい積等であって一時的に居住することができない程度のも

のを含む。以下同じ。）又は船舶の遭難等により、生活上必要な被服、寝具、日用品等を

喪失し、又は損傷して、直ちに日常生活を営むことが困難となった者に対して行うもの

とする。 

２ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、被害の実情に応じ次に掲げる品目の

範囲内において現物をもって行うものとする。 

（１） 被服、寝具及び身の回り品 

（２） 日用品 

（３） 炊事用具及び食器 

（４） 光熱材料 

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与を実施するために支出する費用の額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、当該各号の表に定める額の範囲内とする。 
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（１） 住家の全壊、全焼又は流出により被害を受けた世帯 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 住家の半焼、半壊又は床上浸水により被害を受けた世帯 

 

 

 

 

 

 

 

４ 前項各号の表において、「夏季」とは４月１日から９月 30 日までを、「冬季」とは 10月

１日から翌年３月 31 日までをいい、季別の決定は、災害の発生の日をもって行うものと

する。 

５ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、災害の発生の日から 10 日以内に完了

するものとする。 

 

ア 供給対象者 

（ア） 住家が被害を受けた者 

（イ） 被服、寝具その他生活上必要な最小限度の家財を喪失した者  

（ウ） 生活必需品物資がないため、直ちに日常生活を営むことが困難な者 

 

イ 物資供給範囲 

災害のため供給する衣料、生活必需品等の物資は、次に掲げるもののうち必要と認めた最小

限度のものとする。 

（ア） 寝  具  就寝に必要な最小限度の布団又は毛布等 

（イ） 外  衣  普通衣、作業衣等 

（ウ） 肌  着  シャツ、ズボン下、パンツ等 

（エ） 身 廻 品  タオル、手拭、洗面具等 

（オ） 炊事道具  鍋、釜、包丁、バケツ等 

（カ） 日 用 品  石けん、塵紙、歯ブラシ、歯磨き粉等 

（キ） 食  器  茶わん、汁わん、皿、はし等 

（ク） 光熱材料  マッチ、ローソク、カセットコンロ等 

（ケ） 応急復旧用物資 シート、テント、鋼材、セメント、土のう袋等 

世帯 

季別 

１ 人 

世 帯 

２ 人 

世 帯 

３ 人 

世 帯 

４ 人 

世 帯 

５ 人 

世 帯 
６ 人 世 帯 以 上 

夏期 
  円 
17,300 

  円 
22,200 

  円 
32,800 

  円 
39,200 

  円 
49,800 

49,800 円に、世帯人員が５人
を超えて１人を増すごとに
7,200 円を加算した額 

冬季 
 
28,600 

 
36,900 

 
51,600 

 
60,500 

 
75,800 

75,800 円に、世帯人員が５人
を超えて１人を増すごとに
10,400 円を加算した額 

 

世帯 

季別 

１ 人 

世 帯 

２ 人 

世 帯 

３ 人 

世 帯 

４ 人 

世 帯 

５ 人 

世 帯 
６ 人 世 帯 以 上 

夏期 
円  

5,600  
  円 
 7,500 

  円 
11,300 

  円 
13,700 

  円 
17,500 

17,500 円に、世帯人員が５人
を超えて１人を増すごとに
2,400 円を加算した額 

冬季 
 
 9,000 

 
11,900 

 
17,000 

 
20,100 

 
25,300 

25,300 円に、世帯人員が５人
を超えて１人を増すごとに
3,300 円を加算した額 
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ウ 備蓄物資 

被災者への供給に備え、次の物資を備蓄する。 

毛布／枚 タオル／枚 哺乳瓶／本 トイレ紙ロール 飲料水袋／枚 

900 900 50 240 1,000 

生理用品／個 紙おむつ／枚 成人おむつ／枚 懐中電灯／組 仮設トイレ 

3,200 640 225 90 10（3） 

※仮設トイレの（  ）内については、要配慮者トイレ数を計上。 

 

エ 物資の調達 

被災者に対する物資の供給については、第１次的には本市の備蓄品を活用し、なお不足する

場合、又は備蓄品以外の品目を必要とする場合には、調達協定業者や小売業者から調達する。

ただし、災害の規模等により本市のみで対応できないときは、県知事に対して、可能な限り次

の事項を明らかにして物資の調達を要請する。 

ａ 供給あっせんを必要とする理由 

ｂ 必要な緊急物資の品目及び数量 

ｃ 引渡しを受ける場所及び引受責任者 

ｄ 連絡課及び連絡担当者 

ｅ 荷役作業員の派遣の必要の有無 

ｆ その他参考となる事項 

また、市は調達協定業者と連絡を密にし、物資調達可能数量の常時把握に努めるものとする。 

 

オ 物資の供与又は貸与期間 

衣料、寝具その他生活必需品の供与又は貸与は、災害発生の日から 10 日以内とする。 

市は、業務が完了するまでの間、緊急物資の在庫量の把握を続けることとする。 

 

カ 物資及び救援物の輸送配分 

調達された物資は、災害の状況等を考慮し、その都度被害状況別、避難所別、世帯別に配分

計画を立てて支給する。 

救援物資は、次の集積場で受付、仕分け等の業務を行い、配分計画に基づき、市職員により

被災者に配分する。仕分け、配分等に際しては、必要に応じて、日赤奉仕団等の民間団体やボ

ランティアに協力を求めることとする。 

施設名 所在地 電話番号 

総合福祉会館 旭一丁目 6-28 22-7124 

なお、個人からの救援物資の受入れに関して、次の事項を企画総務班を通じて呼びかけるも

のとする。 

（ア） 救援物資の送付は依頼品目に限定し、可能な限り義援金による支援に替える。 

（イ） 荷物には、物資の内訳及び数量等を明記する。 

（ウ） 腐敗しやすい生鮮食料品の受付は行わない。 
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大規模災害による精神的不安や、長引く被災生活による精神的不調等に適切に対応して、被

災住民のこころの健康の保持・増進を図るため、被災者や救援活動従事者の精神的健康状態を

把握し、こころのケア対策を実施する体制等について定める。 

 

 

第 13 節 健康対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
長寿福祉班（長寿福祉室） 

      （子育て元気課）  

（１）巡回健康相談の実施 

（２）巡回栄養相談の実施 

（３）精神医療の実施 

（４）薬剤師会との連携 

（５）食品衛生に関する広報 

関係機関 県 健 康 福 祉 事 務 所 健康対策活動の調整・支援 

 

３ 取組み内容 

（１）巡回健康相談の実施 

（ア） 市は、避難所や被災家庭の生活環境の整備や被災者の健康管理を行うため、保健師等

による巡回健康相談及び家庭訪問を行う。 

（イ） 市は、巡回健康相談や家庭訪問の実施により高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等避難

行動要支援者をはじめ、被災者の健康状況の把握に努め、支援が必要な者については、

医療機関（救護班）やこころのケアチーム「ひょうごDPAT」等、保健・医療・福祉等関

係機関と連携して支援を行う。 

（ウ） 市は、巡回健康相談や家庭訪問、健康教育により、衛生管理や危険防止を行い、良好

な生活環境を確保し、生活習慣病の悪化、増加の防止、感染症や食中毒、高齢者の生活

不活発病等の予防に努めることとする。 

（エ） サービス提供に向け保健・医療・福祉関係者、民生委員・児童委員、地域住民等との

連携を図るためのコーディネートを行うこととする。 

（オ） 市は、仮設住宅入居者が生活環境の変化に適応し、健康で自立した生活ができるよう、

訪問指導、グループワーク、健康相談、健康教育等を実施するとともに、コミュニティ

づくりや見守り体制づくりを推進することとする。 

 

（２）巡回栄養相談の実施 

（ア） 市は、県健康福祉事務所と連携をとりながら避難所や仮設住宅、給食施設等を巡回し、

被災者等の栄養状況を把握し、早期に栄養状態を改善するため栄養士による巡回栄養相

談等を実施する。 
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（イ） 市は、避難所解消後においても、被災者の食の自立が困難である場合には、県健康福

祉事務所と連携をとりながら巡回栄養相談を継続するとともに、小グループ単位におい

て栄養健康教室を実施する等、被災者の栄養バランスの適正化を支援する。 

（ウ） 市は、巡回栄養相談の実施に当たり、県健康福祉事務所と連携して避難行動要支援者

をはじめ、被災者の栄養状態の把握に努める。 

（３）精神科医療の実施 

災害時における精神障害者に対する応急診療の確保や保健・医療サービスの提供と PTSD  

（心的外傷後ストレス障害）等の精神的不安に対する対応については、県健康福祉事務所と連携

をとりながら実施する。 

 

（４）薬剤師会との連携 

災害時において、薬剤師会と連携しながら、慢性疾患治療患者等への薬剤の相談・緊急対応に

努める。 

 

（５）食品衛生に関する広報 

市は、災害時の食品衛生に関する広報等を行い、食中毒の未然防止に努めることとする。 
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災害発生時における防疫措置は、生活環境の悪化、被災者の病原菌に対する抵抗力の低下等、

悪条件下に行われるものであるから、迅速かつ強力に実施し、感染症の流行を未然に防止する

ため万全を期さなければならない。災害後の感染症の発生、流行等を未然に防止するため、被災

地における防疫活動を迅速に実施する。 

 

 

第 14 節 防疫計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

環 境 班 （ 環 境 課 ） 

ただし、人的応援が必要なとき

は、市民生活部各班員をもって充

てる。 

（１）事前準備 

（２）災害発生時の対策 

（３）災害防疫活動 

（４）災害防疫完了後の措置 

関係機関 兵 庫 県 防疫活動への支援 

 

３ 取組み内容 

（１）事前準備 

ア 組織 

（ア） 災害防疫対策連絡協議会 

平常時から関係機関相互の協力体制を確立しておくため、関係部課関係行政機関等を

もって協議会を開催し、防疫に関する協議及び情報の連絡を行う。 

（イ） 災害防疫対策本部の設置計画 

災害時には災害防疫対策本部を設置するものとするが、その組織運営等について事前

に計画を樹立しておく。ただし、市に災害対策本部を設置したときは、同本部の市民生

活部環境班として活動する。 

 

イ 防疫計画の策定 

市内の地理的環境的条件及び過去における被害状況等を勘案して災害予想図等を作成する

とともに、災害防疫対策連絡協議会の意見を聞き、できるだけ周密な防疫計画を立てておく。 

ウ 器具機材の整備 

最低限常備する必要のある物件は、普段から整備し、災害時又はそのおそれのあることが、

顕著となった際に備えるべき物件については、あらかじめ周到な計画を立てておくことととも

に、備蓄している物件は、随時点検を行い、いつでも使用できる状態に保っておく。 
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エ 職員の訓練及び動員計画 

職員の訓練については、平常時より防疫作業の習熟を図るとともに、防疫計画を基に事務の

配分、作業量等に応じ、これに充当すべき職員の確保を計画しておく。 

 

オ 予防教育及び広報活動 

台風シーズン前等適当な時期において、災害時の予防方法につき新聞、広報紙等により広報

活動を実施するとともに、衛生組織を強化しその協力を得て住民に対する予防教育を徹底する。 

 

（２）災害発生時の対策 

ア 警戒体制の確立 

予測される災害の規模に応じて必要限度の防疫組織を設け、状況に応じていつでも災害対策

本部の編成に切り替えられるよう体制を整え、県知事の指示、命令に対しても臨機の措置がと

れ、県と一体的行動がとれるようにする。 

 

イ 状況の把握 

気象庁、警察、消防等の諸機関、団体等と連絡をとり、情報の早期把握に努める。 

 

ウ 器具機材の整備 

既に確保している物件の点検を行い、配置計画をたて、購入又は借上げを行うべき物件につ

いては、状況に応じ逐次調達するものとする。 

 

エ 予防教育及び広報活動 

事前に準備されているパンフレット等の利用等により速やかに住民に対する予防教育及び

広報活動を開始する。 

 

（３）災害防疫活動 

ア 活動計画の樹立 

災害防疫対策本部を設置し、班の編成、具体的計画の樹立を図る。 

なお、県知事の指示があった場合は、必要に応じて感染予防委員を選任し、必要な防疫活動

に当たらせるものとする。 

 

イ 予防教育及び広報活動 

住民に対する予防教育の徹底を期するため、広報活動を強化すること。この場合、特に社会
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不安の防止に留意すること。 

 

ウ 清潔の方法 

（ア） じん芥、汚泥等は埋め立て、若しくは焼却し、又は適当な場所に投棄するものとし、

これらの汚物の収集及び処分については廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭

和 46年政令第 300 号）に定める基準に従って行うものとする。 

（イ） し尿の処理 

浸水地域内のし尿処理は、感染症予防上極めて重要であるから、迅速、適切な処理が

強く要請される。この処理は平常時はもちろん、災害時においても一般的には廃棄物の

処理及び清掃に関する法律により行われるものであるが、感染症患者が発生した地域及

びその周辺地域については、県知事の指示に基づき、感染症予防法による清潔方法の一

環として実施するものである。 

し尿の運搬及び処分については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令に定める

基準に従って行うものとする。 

 

エ 消毒の方法 

感染症法第 27 条の規定による県知事の指示に基づき、市は速やかに消毒方法を施行するも

のとし、実施は、感染症予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成 10年

厚生省令第 99号）第 14条及び第 16 条に定めるところにより行うものとする。 

（ア） 飲料水の消毒 

ａ 給水施設として井戸を利用している場合の消毒は、汚染された井戸水は、水質検査

で飲用可能となるまでは飲まない方が良いが、やむを得ず使用する場合は、煮沸して

から用いる。また、消毒薬を使用する場合には、くみ取った水に残留塩素として 1～

2㎎/ℓの濃度となるように次亜塩素酸ナトリウムを加えて調整する。 

ｂ 給水施設が上水道又は簡易水道である場合の消毒は、塩素滅菌処理を確実に行うと

ともに管末における遊離塩素量を測定する。 

通常の管末塩素量は 0.1 ㎎/ℓ以上であるが、災害地を含む地域に給水する場合は、

0.2 ㎎/ℓ以上とする。また、給水施設が直接影響を受け、断水後に給水する場合、水

量不足による時間給水を行う場合などでは 0.4 ㎎/ℓ程度とする必要がある。 

（イ） 家屋内の消毒 

汚水等で汚染された台所、炊事場、炊事具及び食器棚などを中心に逆性石鹸などの消

毒薬を用いて噴霧又は洗浄し、食器等は次亜塩酸ナトリウムで消毒又は沸騰消毒を行い、

床下には湿潤の程度に応じ所要の消石灰などを散布する。 

（ウ） くみ取式便所の消毒 

便所はオルソジクロールベンゾール剤等をもって拭浄し、必要に応じて便槽には次亜

塩素酸ナトリウムを注ぎ、十分攪拌する。 

（エ） 芥溜・溝渠の消毒 

芥溜（ごみ置場）及びその周辺の土地には石灰乳を、溝渠には消石灰、石灰乳を散布

し、塵芥は焼却する。 
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なお、消石灰は乾燥した場所の消毒には適当でないので、この場合には石灰乳を用い

る。 

（オ） 患者運搬用器具等の消毒 

患者及び病原体に汚染された物件などを運搬した器具は、使用の都度、クレゾール水、

若しくは逆性石鹸水で拭浄し、又はこれを散布する。 

 

オ 薬剤、器具等の確保 

被災地域における薬剤の必要総量の算出基準は、概ね次のとおりであるから、これに準拠し

て薬剤の所要量を算出し、手持量を確認の上、不足分を速やかに調達し、それぞれ適宜の場所

に配置するものとする。 

薬剤所要量の算出方法 

区    分 薬剤の種類（例示） 薬剤量の算出方法 

 

全壊・半壊家屋 

ベンザルコニウム塩化物 

（オスバン） 

普通石灰 

次亜塩素酸ナトリウム 

全半壊戸数    ×   600ml 

 

全半壊戸数    ×     6kg 

井戸の数（概数） ×   1340ml 

 

カ ねずみ族、昆虫等の駆除 

（ア） 災害時におけるねずみ族、昆虫等の駆除の対象地域は、災害の性質や程度、伝染病の

まん延のおそれ等の状況を勘案し、選択的、重点的に定め、できる限り自治会単位で実

施する。 

災害の規模、環境衛生の状況等を総合判定して指定するものであるが、次のいずれか

に該当する場合は、原則として地域指定がなされる。 

ａ 県下で被害戸数 5,000 戸を超える場合 

ｂ 一浸水地域で被害戸数 1,000 戸を超える場合（同一原因により同時に浸水を受けた

一連の地域であって、市町の行政区画にかかわらない。） 

ｃ 県下における市町又はその一部の地域の被害が下表のいずれかに該当する場合 

 

被 害 率 市又はその一部の地域の数 

 5％以上 

10％以上 

15％以上 

20％以上 

25％以上 

10 箇所以上 

7 箇所以上 

5 箇所以上 

3 箇所以上 

1 箇所以上 

 

ｄ 市又は市の一部の区域の被害率が 10％を超えること。 

ｅ 市又は市の一部の区域の被害率が５％以上であって、その被害が集中的かつ著しい

ものであること。 

ｆ 市庁舎等が甚大な被害を受け、市の機能が著しく阻害されたこと。 

（イ） 県の指示に基づき、市は速やかにねずみ族、昆虫等の駆除を実施しなければならない。

実施要領及び薬剤の使用基準によって、災害時においては、次に事項に留意すること。 
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ａ り災家屋については、無差別に行うことなく実情に応じ重点的に実施する。 

例えば、床上浸水の地域であっても、水害が一過性で環境の汚染が著しくないとき

は、ねずみ族、昆虫等の駆除を必要としない場合があり、また大部分が床下浸水を受

けた地域でも長期間にわたる場合、又は汚物、汚泥等が広範囲に散乱し、ハエ等の発

生が著しい場合は、家屋のみならず、それ以外の不潔な地帯にも広く実施する。 

ｂ 家屋内においては、なるべく殺虫効果の高い薬剤を用い、戸外及びごみ、汚物の堆

積地帯に対しては、殺虫効果のある殺虫剤を使用する。 

また、便所等に使用する殺蛆剤としては、オルソジクロールベンゾール剤等を用い

る。 

（ウ） 薬剤、器具等の確保は、次により行うものとする。 

り災地域における薬剤の総所要量の算出基準は、概ね次のとおりであるから、これに

準拠して所要量を算出し速やかに手持量を確認の上、不足分を入手し、適宜の場所に配

置しておく。 

 

散布場所、種類例 算出方法 

家屋内 

１％フェニトロチオン油剤等 

指示地域内のり災戸数×85.8 ㎡×(1-0.5)×0.05 ㍑ 

（家屋 39.6 ㎡の場合） 

便所等 

オルソジクロールベンゾール剤 
指示地域内のり災戸数×1㎡×0.06 ㍑ 

家屋外及びごみ等 

1.5％フェニトロチオン粉剤等 

指示地域内のり災戸数×56.1 ㎡×15ｇ 

（敷地 56.1 ㎡の場合） 
 

 

キ 家用水の供給等 

家用水の供給については、『第３章第 11節 給水計画』に基づいて実施するほか、衛生的処

理についての充分な指導と配水容器の衛生的処理に留意する。 

 

ク 患者に対する処置 

（ア） 災害地において感染症患者又は病原体保有者が発生したときは、速やかに感染症指定

医療機関に収容の措置をとる。 

 

施設名 所在地 電話番号 

赤穂市民病院 赤穂市中広 1090 43-3222 

 

（イ） 交通途絶等のため感染症指定医療機関に収容することが困難な場合は、できるだけ近

い被災地域内の適当な場所に臨時の隔離施設を設けて収容する。ただし、やむを得ない

事由によって隔離施設への収容措置をとることができない病原体保有者に対しては、自

宅隔離を行い、し尿の衛生的な処理等について厳重に指導する。 
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ケ 避難所の防疫指導 

避難所は施設が応急仮設的であり、かつ、多数の避難者を収容するため衛生状態が悪くなり

がちで、感染症発生の原因となることが多いので、県防疫職員の指導の下に市における防疫活

動を実施すること。この場合、施設内で衛生に関する自治組織を編成させ、その協力を得て指

導の徹底を期する。 

 

コ 報告 

次に掲げる報告は、所定の様式により保健所長を経由して県知事に提出するものであるが、

概要はできるだけ電話をもって事前に報告する。 

（ア） 被害状況 

（イ） 防疫活動状況 

（ウ） 災害防疫所要見込額 

 

サ 記録の整理 

災害防疫に関し整理すべき書類は、概ね次のとおりである。 

（ア） 災害状況報告書 

（イ） 防疫活動状況報告書 

（ウ） 清潔方法及び消毒方法に関する書類 

（エ） ねずみ族、昆虫等の駆除に関する書類 

（オ） 家用水の供給に関する書類 

（カ） 患者台帳 

（キ） 防疫作業日誌 

（ク） 防疫経費所要額調及び関係書類 

 

（４）災害防疫完了後の措置 

ア 災害防疫完了報告 

市長は、災害防疫活動を終了したときは、速やかに災害防疫完了報告書を作成し、管轄県健

康福祉事務所長を経由して知事に提出する。 

 

イ 災害防疫経費の精算 

災害防疫に要した経費は、他の防疫活動に要した経費とは明確に区分し、防疫活動終了後、

直ちに精算を行う。 
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災害により死亡した者の遺体の処理及び埋葬の実施については、速やかに身元確認等を行い、

遺体の安置、火葬、埋葬等の処理を実施する。 

 

 

第 15 節 遺体処理計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 環 境 班 （ 環 境 課 ） 

（１）遺体処理班の編成及び組織 

（２）遺体収容所の名称、所在等 

（３）遺体の処理 

（４）火葬相談室の設置 

 

３ 取組み内容 

（１）遺体処理班の編成及び組織 

遺体処理に従事する班の編成及び組織は、概ね次のとおりとする。 

遺体処理班  班 長 １   班 員 ４ 

遺体運送班  班 長 １   班 員 ４（運転手１）  

埋火葬班   班 長 １   班 員 ４ 

 
 

（２）遺体収容所の名称、所在等 

収容所名 所   在   地 可能数 電話番号 

光明寺 

親盛寺 

願船寺 

光照寺 

立正寺 

明顕寺 

妙円寺 

得乗寺 

善光寺 

慈眼寺 

長専寺 

妙修寺 

西法寺 

願誓寺 

善行寺 

称念寺 

教証寺 

相生三丁目 7-5 

相生四丁目 5-4 

相生 5051 

相生 5349-23 

旭三丁目 16-11 

陸本町 6-30 

大石町 1-19 

那波本町 17-21 

那波大浜町 25-11 

佐方一丁目 19-9 

池之内 591 

双葉一丁目 5-26 

那波野三丁目 10-5 

野瀬 161 

若狭野町寺田 365 

〃 八洞 364-1 

〃 雨内 388 

30 

10 

15 

10 

10 

20 

5 

20 

20 

20 

25 

10 

25 

20 

20 

20 

20 

22-0323 

22-6488 

22-3817 

23-4383 

22-0777 

22-0658 

23-3170 

22-0028 

22-1585 

22-5910 

22-2842 

22-5346 

22-6118 

22-6846 

28-0127 

28-1244 

28-0557 
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観音寺 

円立寺 

法林寺 

西教寺 

教順寺 

光専寺 

明専寺 

〃 福井 580 

〃 上松 63 

矢野町榊 745 

〃  319 

〃 菅谷 304 

〃 森 68 

〃 下田甲 284 

10 

20 

20 

20 

20 

25 

20 

28-0528 

28-0037 

29-0610 

29-0791 

29-0380 

29-0256 

29-0123 

 

（３）遺体の処理 

ア 処理内容 

遺体の処理内容は次のとおりとする。 

（ア） 警察による検視及び医師の検案 

（イ） 遺体の搬送及び収容 

（ウ） 遺体収容所への安置による一時保存 

（エ） 遺体の洗浄、縫合及び消毒等 

（オ） 遺体の納棺 

（カ） 遺体処理台帳の整理 

（キ） 遺族への引渡し 

 
 

イ 処理方法 

（ア） 遺体を発見したときは、速やかに警察の検視及び医師の検案を受ける。 

（イ） 検案後遺体を毛布で包み、最寄の遺体収容所に搬送し、仮安置して一時保存する。 

（ウ） 仮安置した遺体を医師の指示により、洗浄、縫合及び消毒等の処理を行う。 

（エ） 遺品を整理の上、ドライアイス等を入れて納棺する。 

（オ） 性別、推定年齢及び遺品等を遺体処理台帳に記載して、遺体収容所に掲出する。  

（カ） 身元確定の遺体については、遺族に引き渡す。 

（キ） 身元が確認できない遺体は、行旅死亡人として取り扱う。 

 

ウ 収容棺等 

収容棺及び納棺に関して必要な物品（ドライアイス、ローソク、線香等）は、販売業者から

調達する。 

 

エ 収容期間 

災害発生の日から 10 日以内。ただし、必要に応じて期間を延長する。 
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災害救助法による実施基準 
 

〔死体の処理〕 

１．死体の処理は、災害の際死亡した者に対して、次に掲げる事項の範囲内において行うも

のとする。 

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

（２）死体の一時保存 

（３）検案 

２．検案は、原則として救護班によって行うものとする。 

３．死体の処理のために支出する費用の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲

げる額の範囲内とする。 

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 １体につき 3,200 円 

（２）死体の一時保存、既存建物を利用するときは、当該施設の借上費の通常の実費額、既

存建物を利用できないときは、１体につき 5,000 円 

（３）救護班によらない検案当該地域の慣行料金額 

４．死体の処理は、災害の発生の日から 10日以内に完了するものとする。 

 

〔埋  葬〕 

１．埋葬は、災害の際死亡した者について、死体の応急的処理の程度において実施するもの

とする。 

２．埋葬は、次に掲げる範囲内において実際に埋葬を実施する者に対して行うものとする。 

（１）棺（附属品を含む。）棺材等の支給 

（２）埋葬又は火葬の費用（人夫賃を含む。）の支給 

（３）骨つぼ及び骨箱の支給 

３．埋葬のために支出する費用の額は、１体当たり、大人にあっては 189,000 円以内、小

人（12 歳未満の者をいう。）にあっては 151,200 円以内とする。 

４．埋葬は、災害の発生の日から 10 日以内に完了するものとする。 
 

 

（４）火葬相談室の設置 

災害発生時より火葬相談等の業務については、市民課がこれに当たる。 

 

（５）広域火葬の実施 

市は、火葬能力で不十分な場合は、県に要請する。 

県の調整結果に基づき具体的に他市町の各火葬場と打ち合わせを行い、遺体を搬送することと

する。 
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災害により被害を受けた者に対し、災害援護金等の支給及び事業資金等少額融資を行い、被

災者の早期立直りを図り、併せて生活安定を促進するものである。 

第 16 節 生活救援対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

調査班（税務課・徴収対策室） 

健康福祉総務班（社会福祉課） 

長寿福祉班（長寿福祉室） 

      （子育て元気課） 

西はりま消防組合相生消防署 

（１）災害援護資金等の支給 

（２）生活福祉資金の貸付 

（３）救援物資 

（４）避難行動要支援者への支援 

（５）り災証明書の発行手続 

（６）税の特例措置 

 

３ 取組み内容 

（１）災害援護資金等の支給 

ア 実施機関 

（ア） 知事は災害対策基本法第２条第１号に規定する災害が発生し、「災害援護金等の支給に

関する規則」に該当するときは、災害援護金等の支給を行うこととし、被災者への支給

事務を市長に委任する。また「相生市災害見舞金等の支給に関する条例（昭和 46 年条例

第 30 号）」及び「相生市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年条例第 11 号）」

に該当するときは、災害弔慰金、災害援護金の貸付け及び災害見舞金等の支給を行う。

支給概要は次のとおり。 

  



－ 329 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 災害見舞金等 

ａ 災害見舞金 

（ａ） 住家が全壊、全焼又は流失した場合 

１世帯につき  100,000 円 

（ｂ） 住家が半壊又は半焼した場合 

１世帯につき  50,000 円 

（ｃ） 住家が床上浸水又は土砂、竹木等の堆積のため、一時的に居住が妨げられる状

態になった場合 

１世帯につき  30,000 円 

ｂ 死亡弔慰金 

（ａ） 市民が死亡した場合 

１人につき  50,000 円 

（ｂ） 市民以外の者が死亡した場合 

１人につき  10,000 円以内 

ｃ 障害見舞金 

（ａ） 生活維持者  250 万円（障害者１人につき） 

（ｂ） その他    125 万円（障害者１人につき） 

ｄ 災害弔慰金 

（ａ） 主として生計を維持していたものが死亡したとき  500 万円 

（ｂ） その他の場合  250 万円 

ｅ 災害救護資金の貸付け 

 

 

イ 療養に要する期間が概ね１月以上である世帯主の負傷があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 
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（ア） 家財についての被害金額がその家財の価格の概ね３分の１以上である損害（以下「家

財の損害という。」）及び住居の損害がない場合     150 万円 

（イ） 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合   250 万円 

（ウ） 住居が半壊した場合                270 万円 

（エ） 住居が全壊した場合                350 万円 

 

ウ 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

（ア） 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合   150 万円 

（イ） 住居が半壊した場合                170 万円 

（ウ） 住居が全壊した場合（（エ）の場合を除く。）      250 万円 

（エ） 住居の全体が損壊し、若しくは流出し、又はこれと同様と認められる特別の事情があ

った場合                      350 万円 

 

（２）生活福祉資金の貸付 

ア 実施主体 

生活福祉更生資金貸付制度要綱に基づき兵庫県社会福祉協議会が貸付を行う。 

 

イ 貸付条件等 

貸付条件等の概要は、次のとおりである。 

（ア） 対象 

低所得世帯が災害により被害を受け、自立更生のために資金を必要とする世帯 

（イ） 資金の種類別明細（災害関係分抜枠） 

 

種   類  貸付金の貸付限度額  据置期間  償還期間  

更 

生 

資 

金 

生業費  

1,410,000 円以内 

(特に必要と認められる場合は 

2,820,000 円以内) 

1 年以内  7 年以内  

支度費 100,000 円以内 6 箇月以内  6 年以内  

住 宅 資 金  

1,500,000 円以内 

(特に必要と認められる場合は 

2,450,000 円以内) 

同上 同上(7 年以内)  

療 養 資 金  

270,000 円以内 

(特に必要と認められる場合は 

430,000 円以内) 

同上 5 年以内  

災害援護資金  1,500,000 円以内 1 年以内 7 年以内  

 

（注）１ 償還方法は、月賦、半年賦、年賦とする。 
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２ 利子は年３％、ただし、据置期間中は無利子とする。 

３ 償還期間には据置期間は含めない。 

 

（３）救援物資 

ア 受入れ 

（ア） 市は、県と協議を行い、受入れを希望する品目を取りまとめ、報道機関等を通して公

表することとする。 

（イ） 市の受入場所は、下表のとおりとする。 

 

施設名 所在地 電話番号 

総合福祉会館 旭一丁目 6-28 22-7124 

 

（ウ） 市は、物資提供の申出に対し、次のことを確認の上、受け入れることとする。 

ａ 品目、数量 

ｂ 輸送手段 

ｃ 輸送ルート 

ｄ 到着予定日 

 

イ 輸送 

（ア） 市は、市外からの物資について、原則として、緊急輸送路を活用して、指定する受入

場所まで搬送するよう要請することとする。 

（イ） 市は、県が定める広域防災拠点から市の収集拠点までの搬送について、トラック協会

等に依頼することとする。 

ウ 配分 

（ア） 市は、次の内訳で物資のリストを整備し、必要により被災者に対し、物資を配布する

こととする。 

ａ 品目、数量 

ｂ 物資の供給者 

ｃ 受入日時、配布場所 

ｄ 物資の保管場所、配布場所 

（イ） 市は、仕分に際し、ボランティアの活用や専門業者への委託等の方法により、迅速な

処理に努めることとする。 

 

エ 担当窓口 

（ア） 市は、物資にかかる総合的な窓口を福祉事務所に設け、救援物資の受入れを行うとと

もに、市全体の物資に係る情報を集約、整理し、その全体調整を行うこととする。 

（イ） 市は、救援物資の提供受付リストを整備するとともに、救援物資全体の受入状況と搬
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出状況を正確に把握し、的確な措置を講じることとする。 

 

オ 市民、企業等からの提供 

市民、企業等は、救援物資を提供する場合には、被災地のニーズに応じた物資とするよう、

また、品名を明示する等梱包に際して被災地における円滑かつ迅速な仕分け・配送に十分配慮

した方法とするよう努めることとする。 

 

（４）避難行動要支援者への支援 

ア 社会福祉施設等への緊急保護 

市は、高齢者・障害者等のうち、緊急で施設で保護する必要がある者に対して、一時入所措

置等を講じることとする。 

 

イ 相談窓口の設置 

市は、被災者の福祉の向上に資するため、コミュニケーション手段に配慮した福祉に関する

あらゆる相談に対応できるよう努めることとする。 

 

ウ 被保護世帯への救護 

市は、必要により被災地域の人的な支援を県健康福祉事務所に依頼し、被生活保護の弾力的

な運用等、ケースに応じて迅速かつきめ細かな円滑な対応を図ることとする。 

 

（５）り災証明書の発行手続 

ア り災証明書 

り災証明は、災害救助法による各種施設や市税の減免を実施するに当たって必要とされる家

屋の被害程度について、地方自治法第２条に定める防災に関する事務の一環として、被災者の

応急的、一時的な救済を目的に証明するものである。 

（ア） り災証明の対象 

り災証明は、災害対策基本法第２条第１項に規定する災害により被害を受けた家屋に

ついて、以下の項目の証明を行うものとする。 

ａ 全壊、流失、半壊、床上浸水、一部損壊、床下浸水 

ｂ 火災による全焼、半焼、水損 

 

イ り災証明を行う者 

り災証明は、市長又は相生消防署長が行うこととする。 

 

ウ り災証明書の発行 
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り災証明書は、り災証明書の対象となる家屋の所有者、占有者及び一次滞在者の申請に基づ

き、市長が発行する。 

 

エ 被害家屋の判定基準 

り災証明を発行するに当たっての家屋の被害判定は、「災害に係る住家の被害認定基準運用

指針（内閣府）」に基づき、行うこととする。 

判定基準については、相生市地域防災計画（資料編）『第７節 災害に係る住家の被害認定』

を参照。 

 

オ り災証明発行図 

 

り災証明は、下表によって発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 被害家屋調査の事前準備 

調査班は、災害発生後、被害家屋調査のための事前準備として、以下の項目を実施す

る。 

ａ 事前調査の実施 

調査全体計画を判断するため、被害全体状況を把握する。 

ｂ 調査概要の検討及び全体計画の策定 

ｃ 調査員の確保 

（ａ）職員の確保 

（ｂ）ボランティア建築士の手配 

災 害 発 生 

１ 被害家屋調査の準備 

２ 被害家屋調査の実施 

３ り災台帳の作成 

５ 再調査の申出受 

６ 再調査の実施 

（判定変更あり） （判定変更なし） 

７ り災台帳の修正 

４ り災証明書の発行 
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（ｃ）他市町への応援職員派遣要請 

ｄ 調査備蓄品等の準備 

（ａ）調査携行品の調達、準備 

（ｂ）調査地図の用意（住宅地図等） 

（ｃ）調査地区割の検討 

（ｄ）調査員運搬用車両の手配 

 

（イ） 家屋被害調査の実施 

調査班は、以下の要領で調査を実施する。 

ａ 調査期間 

 
 

災害発生          り災証明発行          再調査申請締切り 

 

 

 

             約１週間             再調査申出期間 

          〔第 1 次被害家屋調査〕       〔第 2次被害家屋調査〕 

                            （ 再 調 査 ） 
 

 

ｂ 調査方法 

（ａ） 第１次被害家屋調査 

被害家屋を対象に２人１組で外観から目視調査を行う。 

（ｂ） 第２次被害家屋調査（再調査） 

第１次調査の結果に不服のあった家屋及び第１次調査が物理的にできなかっ

た家屋について、申出に基づき、２人１組で、１棟ごとに内部調査を実施する。 

（ウ） り災台帳の作成 

被害家屋からの判定結果、家屋データ、地番、住居表示、住民基本台帳等のデータを

集積し、り災台帳を作成し、り災証明書の基本台帳とする。 

（エ） り災証明書の発行 

り災台帳に基づき、市長は申請があった被災者に対し、り災証明書を発行するものと

する。 

（オ） 再調査の申出と再調査の実施 

被災者は、り災証明の判定結果に不服があった場合及び第１次調査が物理的にできな

かった家屋について、災害発生日から３か月以内の期間であれば再調査を申し出ること

ができる。 

申請があった家屋に対し、調査班は迅速に再調査を実施し、判定結果を申請者へ連絡

するとともに、り災証明書を発行し、同時に、り災台帳を訂正する。 

なお、判定の困難な者については、判定委員会を設置し、判定委員会の意見を踏まえ

市長が判定する。 

ａ 判定委員会構成：専門知識を有する建築士、不動産鑑定士、学識経験者等から５名
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以内の委員を市長が委嘱する。 

事務局は、税務課に設置する。 

（カ） り災証明書発行に関する広報と相談窓口の設置 

り災証明書発行に関する広報を広報紙等で被災者に周知徹底を図ることとする。 

また、り災証明書に関する相談窓口を税務課内に設置し、り災証明書の発行や再調査

の受付、相談を実施する。 

（キ） 事前対策 

ａ 判定基準等の研修 

税務課は、調査方法や判定基準等の研修を実施する。 

ｂ 他市町の協力体制の確立 

災害発生後、応援を求める他市町との相互協力体制をあらかじめ確立しておく。 

ｃ 調査携行物品等の備蓄 

傾斜計、コンベックス等調査携行物品を備蓄する。 

 

（６）税の特例措置 

市は、被災状況を勘案の上、市条例により税の申告・申請・納付等の期限延長や課税の減免等

の措置を講じることとする。 
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災害による被災者の生活の安定を促進するための救援対策について定める。 

 

 

第 17 節 被災者生活支援対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

防災班（危機管理課、総務課） 

長 寿 福 祉 班 （ 長 寿 福 祉 室 ） 

       （子育て元気課） 

（１）総合相談窓口の設置 

（２）巡回相談の実施 

 

３ 取組み内容 

（１）総合相談窓口の設置 

市長は、災害の状況に応じて、必要と判断した場合には、災害関連の総合相談窓口を設置する

こととする。 

 

（２）巡回相談の実施 

市長は、避難生活が長期にわたる等、被災者に対する健康対策が必要と判断される場合には、

避難所又は仮設住宅等における保健師・栄養士による巡回相談を実施することとする。 
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台風や豪雨等により浸水・がけ崩れ等が発生し、又は発生するおそれがある場合、避難等に時

間を要する避難行動要支援者に対する支援策を実施する。また、災害発生後速やかに避難行動

要支援者の安否を確認するとともに、聞き取り調査や相談窓口の設置等により、必要な援護内

容等を把握し、生活支援策を実施する。 

 

 

第 18 節 避難行動要支援者対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市担当 

健康福祉総務班（社会福祉課） 

長寿福祉班（長寿福祉室） 

     （子育て元気課） 

（１）避難行動要支援者の安否確認・福祉ニーズ 

等の把握 

（２）情報伝達方法 

（３）生活支援 

（４）住まい支援 

（５）社会福祉施設の被害状況調査、福祉相談窓 

   口の設置 

（６）震災障害者（震災で障害を負った方）への対

応 

（７）震災遺児への対応 

 

３ 取組み内容 

（１）避難行動要支援者の安否確認・福祉ニーズ等の把握 

 

ア 災害発生前 

（ア） 市は、台風や豪雨等により浸水・がけ崩れ等が発生し、又は発生するおそれがある場

合、避難準備・高齢者等避難開始を発令し、早めの避難を促す。 

（イ） 市は、特に注意を要する避難行動要支援者に対し、自主防災組織等の関係機関と連携

を図り、避難支援の必要の有無について確認し、必要がある場合は、関係機関と連携し

て支援を行う。 

 

イ 災害発生後 

（ア） 市は、アイアイコールやお元気コール等の活用により要配慮者の安否確認を迅速に行

うこととする。 
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（イ） 市は、自主防災組織、民生委員・児童委員等と連携し、速やかにひとり暮らし高齢者、

在宅の障害者等について安否確認を行い、所在等について把握する。 

（ウ） 巡回による聞き取り調査を実施し、生活状況、健康状態、必要としている援護内容等

について把握する。 

（エ） 市は、避難所等において要配慮者の把握とニーズ調査を行うこととする。 

（オ） 市は、援護の必要性の高い者について、設備の整った特別施設や社会福祉施設におけ

る受入れを進めることとし、緊急に施設で保護する必要がある者に対しては、一時入所

等の措置を講じることとする。 

（カ） 市は、避難行動要支援者名簿（避難支援計画個人表）を効果的に利用し、地域の避難

支援組織、福祉サービス事業者や支援団体を通じて避難行動要支援者の安否確認を行い、

救助、避難誘導を迅速かつ的確に行う。 

 

ウ 福祉避難所 

避難所においては、管理運営責任者を通じ、避難している避難行動要支援者の生活状況、健

康状態、必要としている援護内容等について把握し、状況に応じ福祉避難所を開設する。 

また、障害者、特に知的障害者は環境の変化に適応することが非常に困難であり、安心した

避難生活が送れるよう知的障害者に理解のある支援員を確保するように努める。 

 
 

エ 相談窓口の設置 

避難所等に相談窓口を開設し、避難行動要支援者や避難所周辺住民に対する総合的な保健福

祉に関する相談業務を行う。 

また、保健師やケースワーカー等の保健福祉専門職員による巡回相談チームを編成し、要配

慮者の実態調査、ニーズの把握に努めるとともに、必要な健康相談や保健指導を行う。 

 

（２）情報伝達方法 

ア 各種情報機器による情報提供 

（ア） 情報通信機器の利用 

インターネットや携帯電話などを活用し、避難行動要支援者の個人毎に有効な情報

の提供や収集を行う。 

（イ） その他の情報機器の利用 

報道機関の協力によりテレビ・ラジオ放送を活用して災害情報の提供を図る。特に、

避難行動要支援者向けには、文字放送や手話放送及び外国語放送の活用を図る。 

また、防災行政無線により、災害情報を放送するなど迅速かつ正確な情報を提供す

る。 
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イ 関係団体等を通じて情報提供を行う 

（ア） 避難支援団体等を通じた情報提供 

避難支援団体等を通じ、避難行動要支援者一人ひとりに情報提供する。 

（イ） 関係団体等を通じた情報提供 

社会福祉協議会、介護保険事業者、地域包括支援センターや、障害者団体等を通じ

て情報提供する。 

  
（３）生活支援 

 

ア 被災者ローラー作戦の実施 

市は、負傷や慣れない避難生活等によって要援護状態に移行してしまう被災者の存在も想定

し、自治会・自主防災組織や民生委員・児童委員の協力の下、保健師、看護師、助産師等を中

心に避難所への巡回健康相談や全戸の家庭訪問を行い、避難行動要支援者の健康状態や福祉ニ

ーズの確認に努めることとする。 

 

イ 要配慮者トリアージの実施 

     市は、ローラー作戦による調査結果を踏まえ、避難行動要支援者の優先度、ニーズに応じ、

医療機関への入院、社会福祉施設への緊急入所、福祉避難所への移送あるいは被災地外への避

難等の保健・医療や福祉サービスを調整する。 

 

ウ 専門家による支援 

     市は、医師、看護師、保健師、臨床心理士、理学療法士、ホームヘルパー等の専門家による

支援チームを設置するなどして必要な支援を迅速に提供し、必要に応じて医療機関等へ適切に

つないでいく仕組みを構築することとする。 

     また、必要となる場合には、県に要請し、保健師等の専門人材、兵庫県こころのケアチーム

（ひょうごDPAT）の派遣を依頼する。 

 

エ 避難場所の確保 

     市は、避難行動要支援者に配慮して、福祉避難所の開設や、被災地以外の地域にあるものも

含め、旅館やホテル等を避難場所として借り上げる等、多様な避難場所の確保に努めることと

する。 

オ 避難所等における配慮 

   （ア） 相談窓口の設置 

        避難所等において避難行動要支援者用の窓口を設け、避難行動要支援者の把握とニーズ

調査、相談対応、確実な情報伝達と支援物資の提供等を行うこととする。 

  （イ） 食料、生活必需品の供給 
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       粉ミルク、やわらかい食品、おむつやポータブル便器等避難行動要支援者のニーズに対

応した食料、生活必需品の供給に配慮することとする。 

        また、必要に応じ、車いす等避難行動要支援者対応の資機材を配備する。 

   （ウ） 福祉サービスの提供 

       福祉サービスが必要な独居高齢者や障害者等に対して、ケースワーカーの配置や手話通

訳者、ホームヘルパーの派遣等、きめ細かな対応に努めることとする。その際、避難所に

おいても介護保険サービスの利用が可能であることに留意する。 

   （エ） 快適な空間の確保 

       要介護高齢者や妊産婦、障害者等が静養しやすいよう、専門スペースの確保に努めるこ

ととする。 

   

（４）住まいの支援 

  （ア） 市は、避難所、仮設住宅、恒久住宅の構造について、可能な限り、高齢者、障害者等の避

難行動要支援者の状況や利便性に配慮することとする。 

  （イ） 市は、仮設住宅について、必要に応じて高齢者、障害者等、日常の生活上特別な配慮を要

する者を数名以上入居させるため、老人居宅介護等を利用しやすい構造及び設備を有する福

祉仮設住宅を設置することとする。 

 

（５）社会福祉施設の被害状況調査、福祉相談窓口の設置 

  （ア） 市は、社会福祉施設の被害状況調査を行うこととする。 

  （イ） 市は、コミュニケーション手段に配慮した、福祉に関するあらゆる相談に対応できる窓口

を設置することとする。 

 

（６）震災障害者（震災で障害を負った方）への対応 

    市は、震災障害者の把握に努め、必要に応じてこころのケア等の支援を行うとともに、医療や

支援に関する情報の提供、総合的な相談を実施することとする。震災障害者は入院等で被災地外

に異動する場合があり、また、障害が固定するまでに数年を要する場合もあることを考慮して所

在の把握や支援を行う。 

 

（７）震災遺児（震災で親（保護者）を亡くした子供）への対応 

（ア） 震災遺児の把握と支援の実施 

市は、震災遺児の把握に努め、必要に応じて保護やこころのケア等の支援を行うとともに、

保護者に対して、育児や就学に関する情報提供・相談や、必要に応じてこころのケアを行う

こととする。 

  （イ） 民間支援団体等との連携 

      震災遺児に対する支援を行う民間支援団体等との連携を図ることとする。 
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災害が発生した場合における外国人に対する対策については、定住外国人と一時滞在外国人

とに分けて支援を実施するものとする。 

 

 

第 19 節 外国人対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 企画総務班（企画広報課） 

（１）定住外国人に係る対策 

（２）一時滞在外国人に係る対策 

（３）外国人の被災情報の把握 

 

３ 取組み内容 

（１）定住外国人に係る対策 

定住外国人における本市の現状は、その多くが既に地域に溶け込み、日本語等についても日本

人と同様に理解でき、地理にも精通している。したがって、特に異なった対策は行わないことと

する。 

 

（２）一時滞在外国人に係る対策 

一時滞在外国人については、日本語が十分理解できない、地理に不案内等の理由から、次の点

に留意することとする。 

（ア） 事業所での被雇用者等外国人への防災指導の促進 

（イ） 国際交流協会を通じた外国人への情報提供 

 

（３）外国人の被災情報の把握 

（ア） 安否確認 

県、県警察本部、消防、市町、外国人団体等は、相互に連絡して安否確認を行うこと

とする。 

（イ） 相談窓口の設置 

市は、外国人相談窓口を開設するよう努めることとする。 
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災害発生直後やその後の復旧活動においては、情報不足や風評による社会不安の増大及び混

乱が生じる可能性が高いことから、住民等へ積極的に情報提供を行うために必要な伝達手段や

伝達内容等についてあらかじめ定めるものである。 

 

 

第 20 節 災害広報計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 企画総務班（企画広報課） 

（１）災害情報の収集 

（２）広報事項 

（３）災害情報の広報 

（４）災害放送要請の方法 

関係機関 
各 放 送 機 関 

防 災 関 係 機 関 
関連事項の広報活動及び相互協力 

 

３ 取組み内容 

（１）災害情報の収集 

災害情報の収集については、『第３編第１部第２章第３節 情報の収集・伝達』に定めるほか、

次の要領によって収集するものとする。 

（ア） 企画総務班に写真班を置き、現地に派遣して災害現場写真を撮影する。 

（イ） 災害の状況によっては、特別調査班を編成し、現地に派遣して資料の収集を図る。 

 

（２）広報事項 

（ア） 災害発生直後の広報 

 ａ 災害に関する情報 

 ｂ パニック防止の呼びかけ 

 ｃ 避難の勧告・指示 

 ｄ 出火防止の呼びかけ 

ｅ 人命、救護の協力呼びかけ 

ｆ 市内被害状況の概要 

ｇ 市の応急対策実施状況 

ｈ その他の必要な事項 

    （イ） 災害の状況が静穏化した段階の広報 

     ａ 災害に関する情報 

     ｂ 被害情報及び応急対策実施情報 

     ｃ 生活関連情報 
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      （ａ） 電気・ガス・水道 

      （ｂ） 食料、生活必需品の供給状況 

ｄ 通信施設の復旧状況 

ｅ 道路交通状況 

ｆ 交通機関の運行状況 

ｇ 医療機関の活動状況 

ｈ その他の必要な事項 

 

（３）災害情報の広報 

ア 報道機関に対する情報発表 

本部室において収集した災害情報及び応急対策等をその都度、速やかに記者クラブを通じて

報道機関に発表する。 

 

イ 住民に対する広報 

報道機関、防災行政無線、広報紙等を利用して、一般住民や被災者に対し必要な情報や注意

事項及び市の対策等の周知徹底を行い、市民生活の安定を図る。 

 

ウ 関係機関に対する広報 

関係機関に対しては、直接災害情報資料を提供し、広報に努める。 

 

エ 有線放送の協力依頼 

市民への災害情報伝達手段として、有線放送電話による協力依頼を行い、広報に努める。 

 

（４）災害放送要請の方法 

ア 災害時における放送要請 

市長（本部長）は、状況により災害に関する通知、要請、伝達又は報告に放送局を利用する

ことが適切と考えるときは、次の系統により要請する。なお、本要請は、やむを得ない場合を

除き、県を通じて行うものとする。 

※兵庫県と日本放送協会神戸放送局、サンテレビジョン、ラジオ関西、兵庫エフエムラジオ放

送、毎日放送、朝日放送、関西テレビ放送、読売テレビ放送及び大阪放送（ラジオ大阪）、関

西インターメディア（FMCO･CO･LO）との間で締結されている「災害時における放送要請に関

する協定」による。 
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（ア） 放送要請系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 放送要請事項 

市長（本部長）は、放送要請を行う際には、次の事項を原則として文書により通知す

る。ただし、緊急やむを得ない場合には、電話又は口頭によることができる。 

ａ 放送要請の理由 

ｂ 放送事項 

ｃ 放送希望日時 

ｄ その他必要な事項 

 

イ 緊急警報放送の要請 

市長（本部長）は次のような場合で、災害対策本部法第 57 条に基づく緊急警報放送が必要と

判断した時は、やむを得ない場合を除き、県を通じて、日本放送協会神戸放送局に要請するも

のとする。 

（ア） 災害が発生し、又は発生するおそれのある場合で、多くの人命、財産を保護するため、

避難勧告等緊急に住民に対し周知する必要のあるとき。 

（イ） 緊急警報放送により放送要請をすることができるのは、次に掲げる事項とする。 

ａ 住民への警報、通報等 

ｂ 災害時における混乱を防止するための指示等 

ｃ その他市長（本部長）が得に必要と認めるもの 

※兵庫県と日本放送協会神戸放送局との間で締結されている「緊急警報放送の要請に

関する覚書」による。 

 

 

 

 

 

県企画県民部防災企画課 
（078）362-3164 
（078）362-4250（夜間） 

市 

日本放送協会 
神戸放送局放送部 
TEL（078）221-5140 
衛星 987-33 

㈱サンテレビジョン 
報道部 
TEL（078）221-5140 
衛星 989-33 

㈱ラジオ関西 
総務部 
TEL（078）362-7373 
衛星 988-33 

兵庫エフエムラジオ 
放送㈱編成企画部 
TEL（078）322-1002 
衛星 990-33 

県地方本部 要請 要請 

毎日放送 
報道部 
TEL(06)359-3585 

朝日放送 

報道部 

TEL(06)457-5311 

関西テレビ放送 
報道部 
TEL(06)315-2312 

読売テレビ放送 
報道部 
TEL(06)947-2360 

大阪放送 
報道部 
TEL(06)577-1321 

関西インター
メディア 

(FMCO･CO･LO) 

朝日放送 
報道部 
TEL(06)457-5311 
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緊急警報放送要請系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※また、上記と同様に兵庫県も㈱ラジオ関西本社との間で「防災情報の提供と放送に関す

る覚書」を締結されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本放送協会神戸放送局放送部 
TEL (078) 221 – 5140 
衛星 987 – 33 (夜間) 

県企画県民部災害対策課 
（078）362-9982 
（078）362-4250（夜間） 

市 県地方本部 要請 要請 

要請 

 
住         民 

放送 
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防災関係機関と連携し、災害時において応急対策に必要な指示、命令、報告等の災害情報の迅

速かつ的確な収集、伝達を行うため、通信手段の確保を図る。 

 

 

第 21 節 災害通信計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 
（１）非常時における公共通信施設の優先利用 

（２）有線、無線通信施設の利用 

 

３ 取組み内容 

（１）非常時における公共通信施設の優先利用 

災害に関する予警報の伝達及び応急措置の実施に関し、緊急かつ特別の必要があるとき、又は

一般加入電話が途絶した場合等においては、次の方法により通信施設を優先的に利用することに

より通信連絡を確保する。 

 

ア 非常通話 

他の全ての通話に優先する。 

（ア） 災害救援のための緊急を要する通話であって災害救助機関相互間で行うもの。 

（イ） 災害救助のため必要とする通話であって非常事態が発生し、又は発生するおそれのあ

ることを知った者が、災害救助機関に対して行う。 

 

イ 緊急通話（衛星通信回線を含む。） 

他の一般通話に優先する。 

火災その他緊急事態が発生し、又はそのおそれがある場合において、救援等緊急の事項を内

容とする通話であって、その事実を知ったものと救援機関との間、又はこれら機関相互間で行

うものは、他の一般通話に優先する。 

 
 

ウ 非常電報 

他の全ての電報に優先する。内容はアに準ずる。 

 

エ 緊急電報 

他の一般電報に優先する。内容はイに準ずる。 
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（２）有線、無線通信施設の利用 

一般公衆電話が途絶した場合は、市長は、関係機関の協力を得て、その通信施設を利用するも

のとする。 

『第３編第１部第２章第３節 情報の収集・伝達』を参照。 
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被災地におけるごみ及びし尿の収集、処理等の清掃業務を適切に行い、環境衛生の万全を期

する。 

 

 

第 22 節 清掃計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

環 境 班 （ 環 境 課 ） 

ただし、人的応援が必要なときは、 

市民生活部各班員をもって充てる。  

（１）清掃班の構成及び所要人員 

（２）処理対策 

 

３ 取組み内容 

（１）清掃班の構成及び所要人員 

清掃を実施するため、次の清掃班を編成する。 

 

ア ごみ収集班 

６班編成とし、１班は概ね次の基準による。（１日の処理量は約５トンとする） 

（ア） 運搬車    １台（運転手付） 

（イ） 作業員    ２名 

（ウ） 器具・機材  竹ボーキ１、平スコップ１、剣スコップ１、フォーク１ 

 

イ ごみ終末処理班 

（ア） ごみ焼却場  ３～４人増員 

（イ） ごみ埋立場 

ａ 作業員    ３～４人 

ｂ 器具・機材  タイヤショベル１ 

 

ウ し尿収集班 

バキューム車２班を編成する。 

（ア） バキューム車の場合  バキューム車  １台（運転手付） 

（イ） 作業員  １～２名 

１日の収集能力  約９キロリットル 
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（２）処理対策 

ア ごみ処理対策 

市は、次のとおりごみ処理を実施するものとする。 

（ア） 災害発生後の対応 

ａ 情報の収集及び連絡 

市は、被災地域の実情を早期に確認し、当該被災地におけるごみ処理の必要性や収

集処理見込みを把握することとする。 

ｂ ごみ処理施設の被害状況と稼働見込みの把握 

市は、ごみ処理施設の被害状況と稼働見込みを速やかに把握し、必要に応じ、仮置

場を確保することとする。 

（イ） 処理作業過程 

ａ 生活ごみ、粗大ごみの収集、処理開始と収集の完了 

市は、被災地域の住民の生活に支障が生じることがないよう生活ごみの処理を適切

に行うとともに、災害により一時的に大量に発生した生活ごみや粗大ごみについては、

遅くとも３～４日以内には収集を開始し、７～10日以内には収集を完了することを目

標とする。 

ｂ ごみの一次保管場所の確保 

市は、生活ごみ等を早期に処理ができない場合には、収集したごみの一時的な保管

場所を確保するとともに、その管理については、衛生上十分配慮をすることとする。 

ｃ 県等への応援要請 

（ａ） 市は、生活ごみ等の収集・処理に必要な人員・処理運搬車両や処理能力が不足

する場合には、近隣市町等に応援要請を行うこととする。 

（ｂ） 市は、近隣市町等で応援体制が確保できない場合には、県に対して、広域的な

支援の要請を行うこととする。 

ごみ処理施設 

名     称 箇所数 処理能力 

相生市美化センター １ 62Ｔ／16Ｈ 

 

ごみ運搬車 

台数 積載量 摘要 

13 台 28ｔ 
８台は機械車 16ｔ 

５台はダンプ 12ｔ                                                                     
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イ ガレキ処理対策 

市は、次のとおりガレキ処理を実施するものとする。 

（ア） 災害発生後の対応 

ａ 情報の収集及び連絡 

市は、損壊建物数等の情報を収集し、ガレキ処理の必要性を把握し、県に連絡する

こととする。 

ｂ 選別・保管・焼却等の可能な仮置場の確保 

市は、ガレキの処理に長時間を要する場合があることから、十分な仮置場を確保す

ることとする。 

 

施  設  名 所  在  地 

相生湾東部埋立地緑地 相生字小丸 5375 

 

（イ） 処理作業過程 

ａ 撤去作業 

市は、災害により損壊した建物から発生したガレキについて、危険なもの、通行上

支障があるもの等から優先的に撤去することとする。 

ｂ 全体処理量の把握 

市は、計画的に処理を実施するため、速やかに全体処理量を把握することとする。 

ｃ 県への応援要請 

市は、最終処分までの処理ルートが確保できない場合には、速やかに県へ支援要請

を行うこととする。 

 

ウ し尿処理対策 

市は、次のし尿処理を 24時間以内に実施することとする。 

（ア） 情報の収集及び連絡 

市は、被災地域の現況を確認し、水道の復旧状況等を勘案の上、当該被災地域の仮設

トイレの必要数やし尿の収集・処理見込みを把握することとする。 

（イ） し尿処理施設の被害状況と稼働見込みの把握 

市は、し尿処理施設の被害状況と稼働見込みを把握し、必要により、仮設トイレを被

災地域に設置することとする。 

なお、市は、あらかじめ仮設トイレの備蓄等その確保を図るとともに、設置した際の

清掃等その管理体制の整備に努めることとする。 

し尿処理施設 

名     称 箇所数 処理能力 

相生市下水管理センター １ 70kℓ/D 
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し尿処理施設 

バキューム車 

台数 2 台 積載量 4kℓ 

 

（ウ） 消毒剤等の資機材の準備、確保 

市は、仮設トイレの管理に当たっては、必要な消毒剤等を確保し、十分な衛生上の配

慮をすることとする。 

（エ） 県等への応援要請 

ａ 市は、し尿の収集・処理に必要な人員・処理運搬車両等の確保に当たり、処理能力

が不足する場合には、近隣市町等に応援要請を行うこととする。 

ｂ 市は、近隣市町等で応援体制が確保できない場合には、県に対して、広域的な支援

の要請を行うこととする。 
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災害による工場からの有害物質（大気汚染防止法及び水質汚濁防止法に規定されているもの）

の漏洩や廃棄物処理に伴う環境汚染等の防止対策について定める。 

 

 

第 23 節 環境対策の実施 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 環境班（環境課） 
（１）災害発生直後の対応 

（２）応急対策 

 

３ 取組み内容 

（１）災害発生直後の対応 

ア 被害状況の把握 

     市は、関係機関及び工場・事業場と連絡を取り、有害物質の漏出等の有無、汚染状況、原因

等、必要な情報の迅速かつ的確な収集を行うこととする。 

 

イ 応急対策 

    （ア） 環境モニタリングの実施 

県において、災害の状況、工場の被災状況に応じて、必要な環境モニタリング調査を実

施するため、市は、その測定場所の選定、確保及び現場立会いを行うこととする。 

    （イ） 被災工場・事業場に対する措置 

       市は、県と協力し、被災地域の有害物質を使用する工場に対して現地調査を実施し、環

境関連施設の被災状況の調査、有害物質の漏出状況及び環境汚染防止措置の実施状況を把

握するとともに、環境汚染による二次災害防止のための指導を行うこととする。 

    （ウ） 建築物の解体撤去工事等に対する措置 

       市は、県と協力し、被災により損壊した建築物の解体撤去工事において生じる粉じんや

石綿の飛散を防止するため、建築物の損壊状況実態調査の情報を基に、当該建築物等の所

有者及び解体工事事業者等に対し、粉じんや石綿の飛散防止等環境保全対策を実施するよ

う指導することとする。 

    （エ） 環境情報の広報 

       工場からの有害物質の漏出による大気、公共用水域、地下水及び土壌の汚染等により、

住民の生命・身体に危険が生じるおそれがある場合は、県と連携して、直ちに関係機関に

連絡するとともに、報道機関の協力等により広報を行い、一般への周知を図ることとする。 
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災害応急対策実施のため必要な人員（労働力）の動員及び雇上げ等災害対策要員の確保につ

いては、本計画の定めるところによる。 

 

 

第 24 節 災害対策要員の動員計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 健康福祉総務班（社会福祉課） 
（１）市における労務要員の確保 

（２）民間団体の協力 

 

３ 取組み内容 

（１）市における労務要員の確保 

災害時における緊急労務要員については、相生公共職業安定所に依頼して確保する。 

（ア） 労務供給可能数   20 名 

 
 

災害救助法による実施基準 
 

１．救助のため、次に掲げる事項について賃金職員等を雇用したときは、賃金職員等雇上費

を支出するものとする。 

（１）災害にかかった者の避難 

（２）飲料水の供給 

（３）救済用物資の整理配分 

（４）医療及び助産 

（５）災害にかかった者の救出 

（６）死体の捜索及び処理 

２．救助のため支出する賃金職員等雇上費の額は、当該地域における通常の実費とする。 

３．救助のため賃金職員等雇上費を支出する期間は、救助を実施する期間とする。  

備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 

 
 

（２）民間団体の協力 

災害時において、日赤奉仕団、自治会、消費生活研究会等の組織の活用を図り災害応急対策の

万全を期すこと。 
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災害時には、被災地内外のボランティアから救援活動等の申し出が予想され、こうしたボラ

ンティアの協力は、被災地の救援等を図る上で大きな力となる。円滑かつ効果的なボランティ

ア活動が行えるように、ボランティアに対するニーズを把握するとともに、災害ボランティア

センターを運営し、その活動拠点の提供等環境整備に努め、ボランティア活動を積極的に支援

する。 

 

 

第 25 節 災害救援活動要員の確保計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 健康福祉総務班（社会福祉課） 

（１）災害ボランティアセンターの開設 

（２）ボランティアの確保 

（３）ボランティアの活動内容 

（４）ボランティア活動への支援 

関係機関 相 生 市 社 会 福 祉 協 議 会 

災害ボランティアセンターの設置運営、ボラン

ティア（一部専門ボランティアを含む。）の受

入れ・活動支援等 

 

３ 取組み内容 

（１）災害ボランティアセンターの開設 

ア 災害ボランティアセンターの設置決定 

市と社会福祉協議会は、災害ボランティアセンターを設置し、関係機関、団体相互の連携体

制を確立し、災害ボランティア活動を円滑に実施する。 

なお、設置に当たっては、市内で災害が発生し、相生市災害対策本部が開設され、かつ、次

のいずれかに該当する場合に、災害ボランティアセンターを設置する。 

（ア） 相生市が、相生市社会福祉協議会に災害ボランティアセンターの設置を要請したとき。 

（イ） 相生市社会福祉協議会が、災害ボランティアセンターを設置する必要があると判断し

たとき。 

災害ボランティアセンターには、一般ボランティアの総合調整を行うコーディネーターを次

の図により配置する。災害ボランティアセンターの業務については、『社協版・災害救助マニュ

アル』の活用を図る。 

市は、随時、情報交換、協議等を行うため、職員を連絡調整員として災害ボランティアセン

ターに配置し、その活動を支援する。 
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ボランティアセンタースタッフの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 災害ボランティア調整会議の開催 

健康福祉総務班は、災害ボランティアセンターを設置する場合、相生市社会福祉協議会及び

ボランティア関係機関と調整の上、直ちに「災害ボランティア調整会議」を開催し、次の災害

ボランティア支援に関する基本事項を協議する。 

（ア） 関係機関との役割分担 

健康福祉総務班は、主として庁内各部との連絡調整や情報収集に当たり、相生市社会

福祉協議会をはじめとするボランティア関係機関は、主として災害ボランティアの需給

調整に当たる。 

（イ） 災害ボランティアセンターの公表方法の確認 

災害ボランティアセンターの設置について、記者発表や市及び市社協ホームページ等

の広報媒体を活用して公表し、災害ボランティアの問い合わせ連絡先を明確にする。 

（ウ） 災害ボランティアセンター設置方法等の確認 

災害ボランティアセンターの設置場所を確認する。 

（エ） 災害ボランティアセンターの運営体制の確認 

運営については、健康福祉総務班と相生市社会福祉協議会をはじめとするボランティ

ア関係機関が連携・協働して行う。 
  

 

健康福祉総務班 

22-7166 

市社会福祉協議会 

（市ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ） 

23-2666 

西播磨ブロック 

市町社会福祉協議会 

兵庫県社会福祉協議会 

078-242-4633 

県内市町社会福祉協議会 

近畿ブロック府県・ 

指定都市社会福祉協議会 

全国社会福祉協議会 



－ 356 － 

 

ウ 災害ボランティアセンターの立ち上げ 

（ア） 災害ボランティアセンターの運営方法 

災害ボランティアセンターの運営に関する技術的な方法や使用する様式等について

は、本計画に定めるほか、あらかじめ「災害ボランティア活動マニュアル」等を参考に

別途協議して定める。 

（イ） 災害ボランティアセンターの開設場所 

災害ボランティアセンターの開設場所は、原則総合福祉会館内とする。ただし、被害

の状況によって柔軟に対応する。 

（ウ） 運営資機材（事務機器等）の提供 

災害ボランティアセンターの運営に必要となるＯＡ機器や事務用品をはじめとする

運営資機材については、以下の原則に基づき柔軟に対応する。 

・可能な限り相生市所管の既存備品や用品を貸与する。 

・不足する運営資機材については、市災害対策本部と相生市社会福祉協議会が協議・調

整し、調達・確保する。 

（エ） 活動用資機材 

災害ボランティア活動時に使用する資機材について、あらかじめ提供可能なものをリ

ストアップしておき、災害ボランティアセンター設置時に迅速に提供する。 

（オ） 情報連絡手段の確保 

災害ボランティアセンターには複数の電話回線が不可欠であるため、市災害対策本部

から通信事業者に対し、災害対策用の臨時電話の設置を要請する。 

また、インターネットが情報発信に大きな役割を果たすことを勘案し、ブロードバン

ド回線の確保にも配慮する。 

なお、情報連絡手段の確保後、直ちに関係部局やボランティア関係機関に連絡先を明

示する。 

（カ） 災害ボランティアセンター開設の広報 

災害ボランティアセンター開設の詳細が決まり次第、災害ボランティア募集を広報す

るとともに、被災者に対し、災害ボランティアに対する支援要請を受け付ける旨の広報

を行う。 
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全国社協災害救援合同本部 

兵庫県社協（ひょうごボランタリープラザ） 

など 

災害ボランティアセンターの設置フロー 
  

相生市 相生市社会福祉協議会 

（１）災害対策本部設置 

（２）被害情報等の収集・伝達 

（１）関係職員参集 

（３）災害ボランティアの必要性検討 

（４）関係職員の役割分担・配置決定 

 

（４）関係職員の役割分担・配置決定 

（３）災害ボランティアの必要性検討 

（２）被害状況等の収集・伝達 

●災害ボランティア調整会議の開催（各関係機関の役割分担等の協議） 

●災害ボランティアセンター設置 

災害ボランティアセンター運営 

（ボランティアコーディネート） 

相生市災害対策本部 

ボランティア担当班 
災害ボランティアセンター 連携・協働 

兵庫県災害対策課 

兵庫県西播磨県民局 

支
援
要
請 

支

援 

支
援
要
請 

支

援 

支 

援 

被災地 

情報提供 

情報交換 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア 

募集 

応援 
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（２）ボランティアの確保 

ア ボランティアの受入れ調整 

（ア） 市は、ボランティアニーズをみながら、社会福祉協議会、日本赤十字社、各ボランテ

ィア団体と連携し、必要な災害ボランティアの確保とそのコーディネート及び情報提供

など、ボランティアが円滑に活動できるための各種の支援に努めることとする。 

    （イ） 県社会福祉協議会が運営するひょうごボランタリープラザと連携し、ボランティアの

確保に努める。 

    （ウ） 市は、必要に応じ、災害ボランティアの募集に係る広報、スーパーバイザー等の派遣、

ボランティアバスの運行等の支援を県及びひょうごボランタリープラザに要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ボランティアの受入れに当たっての基本事項 

    （ア） 被災地の住民・自治会のボランティア受入れについての意向に配慮すること。 

    （イ） ボランティアに対し、活動内容、現地の状況、ボランティア保険の加入など最低限の

予備知識を持った上で、救援活動に参加するよう周知すること。 

    （ウ） ボランティアの身分が被災地住民に分かるようにすること。 

（エ） ボランティアに対し、被災地住民に負担をかけずに活動できる体制を整えて、救援活

動に参加するよう周知すること。 

（オ） ボランティアニーズは、時間の経過とともに変化するので、それに併せて、ボラン

ティアの希望や技能を把握し、活動のオリエンテーションをした上で派遣するよう努

めること。 

（カ） ボランティア、特にボランティア・コーディネーターに対して、レスパイトケア 

（一時的に現地を離れて休息をとる）の期間を持つよう配慮すること。 

（キ） 被災地と後方支援との役割分担やネットワークを図るため、両者のネットワークのた

めの会議を開催すること。 

（ク） 災害ボランティアと自主防災組織等地域住民との連携や円滑な関係づくりに努めるこ

と。 

 

健康福祉総務班 

２２－７１６６ 

市広報担当 

 

テレビ・ラジオ 

等の報道機関 

県地方本部 

 

県企画県民部防災企画局防災企画課 

市社会福祉協議会 

(市ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ) 

２３－２６６６ 

兵庫県社会福祉協議会 

０７８－２４２－４６３３ 

○相生ボランティア協会 

○災害救援ボランティア 
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（３）ボランティアの活動内容 

（ア） 炊き出し 

ａ 避難所等における炊き出しに従事 

ｂ 炊き出しのための物資の調達 

（イ） 物資の仕分け 

ａ 救援物資集積所における物資の受入れ 

ｂ 物資の数量、品目種類等の整理、把握 

ｃ 必要物資・数量の把握及び被災者への配付 

（ウ） 物資の搬送 

救援物資集積所から避難所等への配送 

（エ） 避難所での活動 

ａ 避難者の実態把握 

ｂ 避難者の自立のための情報提供・援助 

（オ） 救護所での活動 

医療関係者への協力、医療物資の搬送等 

（カ） 医療・治療 

ａ 救護所・避難所での負傷者等の治療 

ｂ 医療機関等への支援等 

（キ） 介護  

避難所・救護所等の負傷者の介護 

（ク） 情報伝達 

避難所等の被災者に対する情報の伝達 

（ケ） 情報収集 

ａ 被災実態及び不足物資の調査 

ｂ 避難所内及び災害発生地域での被災者情報等の収集 

 
 

（４）ボランティア活動への支援 

ボランティア活動に対して、次の支援を行う。 

（ア） 災害の状況及び災害応急対策の実施状況等の情報を提供し、ボランティア活動の円滑

化を図るとともに、ボランティア活動からもたらされる情報についても積極的に受け入

れる。 

（イ） ボランティア活動が効果的に行えるように、必要な機器・資機材及び活動拠点を提供

する。 
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災害発生に際し、電力施設を防護し、被災地に対し電力供給を確保する。 

 

 

第 26 節 電力事業災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

関係機関 
関西電力株式会社相生営業所、 

相生発電所及び姫路電力所 

（１）事業所等の名称及び位置 

（２）災害対策本部及び警戒本部 

 

３ 取組み内容 

（１）事業所等の名称及び位置 

ア 事業所 

 

名称 所在地 電話 事業概要 

相生営業所 相生市旭一丁目 12－1 
通   常 22－0730 

休日･夜間 23－0335 
営業配電業務 

相生発電所 相生市相生字柳山 5315－46      23－5063 火力発電業務 

西播変電所 相生市矢野町小河 1445      29－0759 変 電 業 務 

 

イ 変電設備 

 

名称 所在地 電話 事業概要 

相生変電所 相生市古池二丁目 8－ 59  無人変電所 

那波変電所 相生市山手一丁目 129  無人変電所 

 

（２）災害対策本部及び警戒本部 

実施機関の長は非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、規模その他の状況に

より、非常災害に係る復旧又は予防対策を推進するため、災害対策本部、警戒本部を設ける。 
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災害時のＬＰガス確保のための応急対策を実施する。 

被災地に対する都市ガス供給の確保のための応急対策を実施する。 

第 27 節 ガス事業災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

関係機関 
兵庫県エルピーガス協会相生地区会 

大阪ガス株式会社導管事業部兵庫導管部 

（１）被害状況の調査 

（２）応急対策 

（３）応急復旧対策 

 

３ 取組み内容 

（１）被害状況の調査 

ＬＰガス供給業者は、震度５弱以上の地震が発生した場合は、直ちにＬＰガス設備の被害を調

査する。 

大阪ガスは、気象・地象情報・被害情報・自社保有施設の情報（ガス流量情報）等を収集、集

約する。 

 

（２）応急対策 

ＬＰガスの漏洩による二次災害が発生するおそれがある場合は、危険予防措置を講じるととも

に関係機関への通報及び住民への広報を行う。 

大阪ガスは、被害甚大地区の二次災害防止のため、ガス供給を一時停止する。 

 

（３）応急復旧対策 

ＬＰガスの災害復旧については、応急修繕を行い安全を確認の上、ＬＰガスの供給を再開する。 

大阪ガスは、災害に伴う応急工事について、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘案

して、迅速かつ適切に復旧に努める。 

 

 

 

 

 

 

 



－ 362 － 

 

防災組織表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪ガス製造所等社内情報 気象庁情報 マスコミ情報・防災機関情報 

大阪ガス 災害対策本部 

導管事業部 兵庫導管部 

TEL 078-303-7777 

大阪ガス 初期活動 

     情報収集 

大阪ガス 二次災害防止 

     一時供給停止 

大阪ガス 応急工事 

 

相生市 

 

被災地区 

（社）兵庫県エルピーガス協会 

西播西支部 相生地区会 

TEL 22-2806 

（社）日本コミュニティーガス協会 近畿支部 

兵庫県防災会 西播地区 

TEL 22-2806 

関係各事業所 

（情報収集）（危険予防措置） 

供給開始 



－ 363 － 

 

 

電気通信事業者は、災害対策基本法により会社がとるべき耐水、耐風、耐火等防災に関する措

置を行う。 

 

第 28 節 電気通信事業災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

関係機関 西日本電信電話㈱ 兵庫支店 

（１）通信施設の強化 

（２）災害対策用機器及び資材等の配備 

（３）防災体制 

電気通信設備災害応急対策計画 

（１）電気通信設備の担当機関 

（２）災害対策本部の設置 

（３）応急復旧 

 

３ 取組み内容 

（１）通信施設の強化 

ア 建物設備 

建物は、耐火構造とするため周辺の諸条件により保護施設（水防壁、水防板等）を設置して

いる。 

 

イ 電力設備 

（ア） 停電対策用予備エンジンの設置、整備及び長時間容量蓄電池の設置 

（イ） 電力用各種装置の災害対策の整備充実 

 

ウ 通信設備 

（ア） とう道（共同溝を含む。）網の拡充 

（イ） 通信ケーブルの地中化を推進 

（ウ） 地下埋設物等、注意標識板の整備・拡充 

（エ） 災害対策機関の通信回線は、当該加入者との協議により加入者伝送路の２ルート化を 

推進 

（オ） 主要な伝送路を多ルート構成又はループ化 

（カ） 中継交換機及びＩＰ網設備の分散設置 
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（２）災害対策用機器及び資材等の配備 

ア 通信途絶防止用無線網の整備 

可搬型無線機（ＴＺ－４０３、ＴＺ－４０３Ｄ）、可搬型デジタル無線方式（１１Ｐ－１５０Ｍ） 

 

イ 災害対策用機器の整備・充実 

（ア） 応急復旧ケーブル 

（イ） 非常用可搬型デジタル交換装置、汎用多重化装置衛星車載局、ポータブル衛星通信 

システム 

（ウ） 移動電源車、可搬型発動発電機 

（エ） 排水ポンプ 

 

ウ 復旧資材の備蓄 

災害に備え復旧資機材の備蓄に努める。 

 

（３）防災体制 

災害発生に備え、災害対策機器の取扱い方法の熟知、情報連絡体制の充実と防災意識の高揚を

図るため、年間を通じて防災演習等を計画的に実施するとともに、地方行政機関が主催する防災

訓練に参加する。 

 

ア 演習の種類 

（ア） 災害対策情報伝達演習 

（イ） 災害対策演習 

（ウ） 大規模地震を想定した復旧対策演習 

 

イ 演習方法 

（ア） 広域規模における復旧シミュレーション 

（イ） 事業所単位での、かけつけ・情報伝達演習 

（ウ） 防災機関における防災総合訓練への参加 
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４ 電気通信設備災害応急対策計画 

災害により、電気通信施設が被災した場合、又は被災するおそれがある場合は、西日本電信電

話㈱が、次とおり応急対策及び復旧活動を実施する。 

 

（１）電気通信設備の担当機関 

機関名 所在地 連絡電話 

西日本電信電話㈱兵庫支店 神戸市中央区海岸通 11 番  

災害対策室 

TEL078-393-9440 

FAX078-326-7363 

 

 

（２）災害対策本部の設置 

災害が発生するおそれがある場合において、当該災害の規模その他の状況により、災害応急対

策及び災害復旧を実施する。 

 

ア 災害対策本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

【情報統括班】 

      ○災害対策本部の各班を掌握し、災害対策業務全般の運営を行う。 

       また、情報連絡室及び災害対策室の設置、運営及び調整 

 

イ 所掌事項 

 

情 報 統 括 班  
災 害対 策本 部の各 班を 掌握 し、 災害対 策業 務全 般の 運営を 行

う。また、情報連絡室及び災害対策室の設置、運営及び調整  

設 備 サ ー ビ ス 班  被災状況調査、サービス復旧方法の検討及び復旧等の実施  

お 客 様 対 応 班  

ビジネスユーザ班：法人ユーザへのＡＭ対応  

マスユーザ班：マスユーザ対応、被災地域での広報活動、特設  

公衆電話の設置場所検討  

広 報 班  報道対応  

総 務 厚 生 班  社員の確保、福利厚生及び健康管理、労務対応、後方支援  
  

総 務 厚 生 班 

広  報   班  

お客様対応班  

設備サービス班  

副本部長  

 

情報統括班  

 

本  部  長  
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（３）応急復旧 

ア 通信混乱防止 

災害発生に伴い、重要通信の疎通ができなくなることを防止するため、一般からの通信を規

制し、１１０番、１１９番、災害救助活動に関する国又は地方公共団体等の重要通信及び街頭

公衆電話の疎通を確保する。 

 

イ 設備の被害状況の把握と防護措置 

災害による設備の被害状況を把握し、復旧に必要な資材、要員を確保するとともに、設備被

害の拡大を防止するため、これに必要な防護措置を講じる。 

 

ウ 通信途絶の解消と通信の確保 

通信途絶の解消と重要通信を確保するため、次の措置を講ずる。 

（ア） 自動発電装置、移動電源車等による通信用電源の確保 

（イ） 衛星通信・各種無線機による伝送路及び回線の作成 

（ウ） 電話回線網に対する交換措置、伝送路切替措置等の実施 

（エ） 応急復旧ケーブル等による臨時伝送路、臨時回線の作成 

（オ） 臨時・特設公衆電話の設置 

（カ） 停電時における公衆電話の無料化 

 

エ 通信の利用と広報 

災害により地域全域にわたって通信が途絶した場合、応急措置により最小限の通信を確保す

るとともに、通信の疎通調整と広報活動を実施する。 

（ア） 通信の利用状況を監視し、利用制限、通話時分の制限を実施して疎通を図る。 

（イ） 非常、緊急電話及び非常、緊急電報の疎通ルートを確保し他の通話に優先して取り扱

う。 

（ウ） 臨時営業窓口を開設する。 

（エ） 被害の状況に応じた案内トーキーを挿入する。 

（オ） 一般利用者に対する広報活動を実施する。 

（カ） ＮＴＴ西日本兵庫支店は、必要な情報を地方公共団体等の災害対策機関へ連絡する。 

（キ） 「災害用伝言ダイヤル（１７１）」又は「災害用伝言板（ｗｅｂ１７１）」を利用した安否確認     

災害時において被災地への通信がふくそうした場合には、被災地内の安否確認は困難

になる。そのような状況下でも安否確認システム「災害用伝言ダイヤル（１７１）」「災

害用伝言板（ｗｅｂ１７１）」を確立する。 

ａ 提供の開始 

（ａ） 地震、噴火等の発生により、被災地へ向かう安否確認のための通話等が増加し

被災地への通話がつながりにくい状況（ふくそう）になっている場合に開始する。 

（ｂ） 被災者は、本人・家族等の安否情報等を「災害用伝言ダイヤル（１７１）」又は
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「災害用伝言板（ｗｅｂ１７１）」へ登録し、被災者の家族・親戚・知人等はその

内容を聴取又は閲覧して安否等を確認する。 

ｂ 伝言の条件 

 「災害用伝言ダイヤル（１７１）」 

（ａ）登録できる電話番号（被災地電話番号） 

  加入電話・ＩＳＤＮ・ひかり電話及び携帯電話等の電話番号  

（ｂ）伝言録音期間  １伝言当たり 30 秒間 

（ｃ）伝言保存期間  提供終了まで 

（ｄ）伝言蓄積数  １電話番号当たりの伝言数は１～20 伝言で、提供時知らせる。 

「災害用伝言版（ｗｅｂ１７１）」 

（ａ）接続条件  インターネット接続ができるパソコン、携帯電話、スマートフォ 

ンからの伝言の登録が可能 

（ｂ）アクセスＵＲＬ  https://www.web171.jp 

（ｃ）伝言登録数  伝言板（伝言メッセージボックス）当たり２０件まで（２０件 

を超える場合は、古い伝言から削除され、新しい伝言が保存され 

る） 

（ｄ）伝言板（伝言メッセージボックス）数 

●利用者情報なしの場合：１件 

●利用者情報ありの場合：最大２０件  ※利用者情報は事前に登録が必要 

（ｅ）伝言保存期間  最大で６ヶ月 

（ｆ）登録可能な伝言  定型文及びテキスト情報（伝言１件当たり１００文字） 

（ｇ）伝言のセキュリティ  伝言板への登録・閲覧ができる対象者を限定する場合、 

利用者情報の事前登録により、設定が可能 

（ｈ）伝言通知機能  利用者情報を登録することにより、通知を希望した場合、利 

用者が指定したメールアドレス・電話番号宛に伝言メッセージ 

の通知を行うことができる。 

ｃ 伝言通知容量 

  約 800 万伝言 

ｄ 提供時の通知方法 

（ａ） テレビ・ラジオを通じて利用方法、伝言登録エリアを知らせる。 

（ｂ） 電話がかかりにくくなっている場合は、「ふくそうメッセージ」の中で「災害用

伝言ダイヤルを利用して頂きたい旨の案内」を流す。 

（ｃ） 避難所や特設公衆電話設置場所へ操作説明リーフレット等を配備する。 

ｅ 提供開始日 

   ・災害用伝言ダイヤル（１７１）：平成１０年３年３１日 

   ・災害用伝言板（ＷＥＢ１７１）：平成２４年８月３０日 
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オ 復旧順位 

地震により電気通信施設に被害が発生し、回線に故障が生じた場合は、通信の途絶の解消及

び重要通信の確保に努めるとともに、被害状況に応じ、優先順位を決め、適切な措置により回

線の復旧を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 369 － 

 

 

災害により機能が停止した水道の早期復旧のための対策を実施する。 

 

第 29 節 上水道に関する災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

関係機関 企業長（西播磨水道企業団） （１）応急対策の方法 

 

３ 取組み内容 

（１）応急対策の方法 

企業長（西播磨水道企業団）は、次のとおり応急対策を実施することとする。 

 

ア 災害発生直後の対応 

（ア） 応急対策人員の動員 

災害発生後直ちにあらかじめ定めるところにより応急対策人員を動員し、災害対策を

実施することとする。 

（イ） 被害（断水状況）の把握 

水道の各施設（取水、導水、浄水、送水、配水、給水施設）ごとに、被害状況の調査

を実施することとする。 

被害状況の的確な把握は、応急復旧計画を左右するため、情報の収集は早急かつ慎重

に行うこととする。 

（ウ） 県等への応援要請 

応急復旧の実施に必要な人員・資機材が不足する場合には、速やかに、「兵庫県水道災

害相互応援に関する協定」等に基づく支援の要請や、県を通じて県内市町、厚生労働省、

他府県及び日本水道協会等関係団体に対する広域的な支援の要請を行うこととする。 

 

イ 復旧過程 

（ア） 復旧方針の決定 

被害の状況に応じて、応急復旧の完了の目標、復旧の手順と方法を定め、施設復旧に

当たる復旧班編成（人員・資機材）を行う。外部からの支援者については、到着次第、

新たな復旧班として組織し、作業内容を指示することとする。 

（イ） 施設毎の復旧方法 

ａ 取水、導水及び浄水施設 

応急復旧に当たり、それぞれの施設について熟知している職員を配置し、被害を受
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けた重要な施設から機能の確保に必要な復旧を行う。機械・電気及び計装設備等の大

規模な被害については状況に応じ、設備業者等の専門技術者を動員し、早急に対処す

ることとする。 

ｂ 送・配水施設及び給水管 

配水池・ポンプ場については、ａと同様に対処し、管路については、被害状況によ

り復旧順位を決め、幹線から段階的に復旧を進めることとする。 

（ａ） 第１次応急復旧 

主要な管路の復旧が完了し、給水拠点、給水車等による応急給水から管路によ

る給水までの段階を第１次応急復旧とし、配水支管、給水管の被害が大きい地域

においては共用栓による拠点給水、運搬給水を実施する。管路の被害が大きく、

送水が困難な場合、また、復旧に長時間を要する場合については、仮設管による

通水等により、できるだけ断水地域を解消することとする。 

（ｂ） 第２次応急復旧 

第１次応急復旧によりほぼ断水地域が解消した段階で、引き続き各戸給水を目

途に復旧を実施することとする。 

（ウ） 復旧の記録 

災害による被害状況、応急給水、応急復旧状況等について、日報・記録写真等を整え

ることとする。 

（エ） 復旧作業の現状と見通し等の伝達 

被災状況、応急復旧状況、回復見込みの情報等を防災関係機関、報道機関に対し、迅

速かつ的確に提供することとする。 
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災害により被害を生じた下水道施設の応急対策を実施する。 

 

 

第 30 節 下水道に関する災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 建設農林総務班（建設管理課） 
（１）被災の想定と緊急措置 

（２）被害状況の把握と応急措置の実施 

関係機関 
相 生 下 水 管 理 セ ン タ ー 

包 括 維 持 管 理 業 者 

下水処理場等管理・応急対策 

 

３ 取組み内容 

（１）被災の想定と緊急措置 

ア 管路施設 

（ア） 管路の損傷等による路面の障害 

交通機関の停止、通行人の事故防止等の緊急措置をとるほか、関係機関と連携を密に

して応急対策を講ずる。 

（イ） マンホール等からのいっ水 

排水路等との連絡管きょ、複数配管している場合の他の下水道管を利用して緊急排水

する。可搬式ポンプを利用して他の下水道管きょ・排水路等へ緊急排水する。 

（ウ） 吐き口等における護岸やゲート損傷による浸水 

河川等の管理者に連絡をとるとともに、土のうによる浸水防止・可搬式ポンプによる

排水等の措置をとる。また、浸水区域では、マンホールの蓋が外れている場合が多いの

で、住民に注意を喚起するとともに、その確認を急ぐ。 

 

イ ポンプ場及び処理場施設 

（ア） ポンプ設備の機能停止 

損傷箇所等の点検・復旧を実施するとともに、浸水等の場合には緊急排水・浸水防止

等の措置を講ずる。 

（イ） 停電及び断水 

設備の損傷・故障の程度等を確認の上、自家発電設備等の活用を図るとともに、損傷

箇所の復旧に努める。 

（ウ） 自動制御装置の停止 

現場の手動操作によって運転することとなるので、平素から操作要領の策定・習熟に

努めておく。 
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（エ） 燃料タンク等からの危険物の漏洩 

危険物を扱う設備については、地震発生後速やかに漏洩の有無を点検し、漏洩を発見

した場合は、速やかに応急措置を講ずる。 

（オ） 消毒設備からの塩素ガスの漏洩 

消毒設備において、塩素ガスの漏洩が生じた場合は、保護呼吸器を着用して速やかに

漏洩箇所の修復等に努めるとともに、緊急時の連絡体制に基づき、関係機関に連絡する。 

（カ） 水質試験室における薬品類の飛散・漏洩 

地震発生後、速やかに点検を実施し応急措置を講ずる。 

（キ） 津波や高潮の発生 

津波や高潮の発生が予想される場合は、止水用ゲートの閉鎖措置を講ずる。 

 

（２）被害状況の把握と応急措置の実施 

災害の発生に伴い、下水道施設には上記（１）のような被害が想定される。処理場・ポンプ設

備のみならず管路等を含むシステム全体について速やかに被害状況を把握し、次の事項に留意の

上、緊急措置・施設の復旧等を実施する。 

 

ア 被害状況の調査と点検 

災害発生後、速やかに被害状況の調査及び点検を実施し、排水機能の支障や二次災害のおそ

れのあるものについては、並行して応急対策を施さなければならない。また、調査・点検に当

たっては、次の事項に留意する。 

（ア） 二次災害のおそれのある施設等緊急度の高い施設から、順次重点的に調査・点検を行う。 

（イ） 調査・点検洩れの生じないよう、あらかじめ調査表や点検表を作成して実施する。 

（ウ） 調査・点検に際し、緊急措置として実施した応急対策は、その内容を記録しておく。 

 

イ 応急復旧計画の策定 

被災箇所の応急復旧に当たっては、その緊急度等を考慮し、工法・人員・資機材等を勘案の

上、全体の応急復旧計画を策定して実施する。 

 

ウ 防災体制の整備 

応急措置を迅速・効果的に実施するため、下水道の管理機関は、平素から次の事項について

整備に努める。 

（ア） 防災組織・配備体制の確立 

（イ） 応急対策用資機材の整備 

（ウ） 応急対策用資機材の確保等のため、民間企業との協力体制の確立 

（エ） 他の地方公共団体との相互応援体制の整備 
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道路構造物の被災等による多数の死傷者等の発生といった道路災害や災害につながる自動車

事故等が発生した場合は、市、各道路管理者、消防、警察、県等の関係機関は相互に連携し、救

出救助、医療救護、消火活動、広報等の対策を実施する。 

 

第 31 節 道路災害対策 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項 目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）災害情報の収集・連絡 

（２）市の対策活動 

（３）道路管理者の対策活動 

（４）被災区域への流入抑制 

（５）代替輸送の実施 

関係機関 

兵 庫 県 県の対策活動 

西はりま消防組合相生消防署 消防の対策活動 

兵 庫 県 警 警察の対策活動 

道 路 管 理 者 道路管理者の対策活動 

 

３ 取組み内容 

 

（１）災害情報の収集・連絡 

ア 災害情報等の連絡 

道路構造物の被災等により大規模な通行障害等が発生した場合、道路管理者は速やかに国土

交通省（近畿地方整備局）及び県に連絡することとする。また、車両等の交通による人の死傷

又は物の損壊があったときは、当該車両の運転者その他の乗務員は直ちに車両等の運転を停止

して、負傷者を救護し、道路における危険を防止する等、必要な措置を講じるとともに、最寄

りの警察署に報告する。(道路交通法第 72 条) 

市は、入手した情報を県、関係機関等へ連絡する。 

 

 

イ 被害情報の収集・連絡  

各道路管理者は、被災状況を国土交通省に連絡する。 

防災班及び相生消防署は、人的被害の状況等の情報を収集する。 

また、防災班は被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から、直ちに県へ報告

する。 
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県へ報告できない場合及び次の基準に該当する災害又は事故が発生した場合には、防災班及

び相生消防署は「火災・災害等即報要領」に基づき、総務省消防庁へも報告を行う（覚知後 30

分以内、以後判明したものから逐次報告する）。 

（ア） 直接即報基準に該当する災害を覚知した場合 

（イ） 通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

（ウ） 119 番通報の殺到状況を報告 

直接即報基準（道路に係る事故） 

 

 

 

 

 

ウ 応急対策活動情報の連絡 

各道路管理者は、応急対策等の活動状況、対策本部設置状況を国土交通省に連絡する。 

防災班及び相生消防署は、応急対策等の活動状況を県に報告し、応援等の必要性の有無を連

絡する。 

県は、自ら実施する応急対策の活動状況を、市に連絡する。 

 

（２）市の対策活動 

ア 活動体制  

市長は、市域で道路災害が発生した場合（被害規模が確認できない場合も含む。）において、

関係機関等からの情報収集の上、全庁的な対応が必要と認めるときは､災害対策本部を設置す

る。動員体制等については、災害規模等に基づき必要な体制をとるほか、原則として『第３編

第１部第２章第１節 組織及び職員の動員等』に準じ、適切に行う。 

 

イ 応急対策活動 

関係各部は、被害情報等に基づき、必要な措置を講じる。 

（ア） 負傷者の救出・救助及び医療救護 

（イ） 消火活動及び消防相互応援協定に基づく応援要請の実施 

（ウ） 周辺住民への災害広報の実施 

（エ） 関係機関等との連携に基づく被災者の家族等関係者からの問い合わせ対応や各種情報提供 

（オ） 危険物流出時の防除活動、避難誘導 

（カ） 『第３編第１部第３章第15節 遺体処理計画』により遺体の保存、身元確認を行う 

（キ） その他必要な措置 
  

ａ 死者３人以上又は死者・負傷者 10 人以上発生したもの又は発生のおそれがあるも

の 

ｂ トンネル内車両火災 

ｃ 報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められるもの 
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（３）道路管理者の対策活動 

ア 活動体制  

道路管理者は、災害の状況に応じて事故対策本部、現地対策本部等を設置し、必要な措置を

講じる。 

 

イ 応急対策活動 

道路管理者は、被害情報等に基づき、必要な措置を講じる。 

（ア） 状況に応じた通行規制及び警察、交通機関への連絡等 

（イ） 道路障害物の除去等の応急復旧による道路交通の確保 

（ウ） 道路施設の応急復旧 

（エ） 災害広報の実施 

（オ） 危険物流出時の防除活動、避難誘導 

（カ） その他必要な措置 

 

ウ 相談体制の整備 

県と協議し、事故災害による被災者及び発生場所付近の住民等に対する心身の健康や生活全

般に関する相談に応じるため、通常の健康相談窓口や被災者相談窓口などにおいて相談に応じ

るほか、応急対策として設置した専門相談窓口を継続する等必要な相談体制を維持する。 

 

（４）被災区域への流入抑制 

兵庫県地域防災計画の定めるところにより、管轄の警察署は、危険物等特定のための検索・調

査等を実施するとともに、警戒区域設定を行い、被災区域への流入抑制のための交通整理、交通

規制等の対策を行う。 

（５）代替輸送の実施 

道路管理者、近畿運輸局、近畿地方整備局、県、県警察本部、市その他関係機関は、幹線道路

が長時間にわたって使用不能になる場合など、必要に応じて、う回路の設定及び周知、交通規制

の実施、バス路線の変更等の対策を実施する。 
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列車の衝突等による多数の死傷者等の発生といった鉄道災害が発生した場合は、市、鉄道事

業者、消防、警察、県等の関係機関は相互に連携し、救出救助、医療救護、消火活動、広報等の

対策を実施する。 

 

第 32 節 鉄道災害対策 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項 目 

市 担 当 防災班（危機管理課）  

（１）災害情報の収集・連絡 

（２）市の対策活動 

（３）被災区域への流入抑制 

（４）代替輸送の実施 

関係機関 

兵 庫 県 県の対策活動 

西はりま消防組合相生消防署 消防の対策活動 

兵 庫 県 警 警察の対策活動 

西 日 本 旅 客 鉄 道 鉄道事業者の対策活動 

 

３ 取組み内容 
 

（１）災害情報の収集・連絡 

ア 事故情報等の連絡 

大規模な鉄道災害が発生した場合（被害規模が確認できない場合も含む。）、鉄道事業者は、

速やかに国土交通省（近畿運輸局）、消防、警察及び市に連絡し、本部事務局は県に連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

イ 被害情報の収集・連絡 

防災班及び相生消防署は、相互に連携し、人的被害の状況等の情報を収集する。また、防災

班及び相生消防署は被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から、直ちに県へ報

告する。 

県へ報告できない場合及び次の基準に該当する災害又は事故が発生した場合には、防災班及

び相生消防署は「火災・災害等即報要領」に基づき、総務省消防庁へも報告を行う（覚知後 30

分以内、以後判明したものから逐次報告する）。 

（ア） 直接即報基準に該当する災害（列車火災）を覚知した場合 

鉄

道

事

業

者 

市（防災班） 

警 察 署 警 察 本 部 

兵 庫 県 

近

畿

運

輸

局 
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（イ） 通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

（ウ） 119 番通報の殺到状況を報告 

直接即報基準（鉄道に係る事故） 

 

 

 

 

ウ 応急対策活動情報の連絡 

防災班及び相生消防署は、応急対策等の活動状況を県に報告し、応援の必要性等を連絡する。 

 

（２）市の対策活動 

ア 活動体制  

市長は、市域で鉄道災害が発生した場合（被害規模が確認できない場合も含む。）において、

関係機関等からの情報収集の上、全庁的な対応が必要と認めるときは､災害対策本部を設置す

る。動員体制等については、災害規模等に基づき必要な体制をとるほか、原則として『第３編

第１部第２章第１節 組織及び職員の動員等』に準じ適切に行う。 
 

イ 応急対策活動  

関係各部は、被害情報等に基づき、必要な措置を講じる。 

（ア） 負傷者の救出・救助及び医療救護 

（イ） 消火活動及び消防相互応援協定に基づく応援要請の実施 

（ウ） 周辺住民への災害広報の実施 

（エ） 周辺住民への避難の勧告・指示 

（オ） 関係機関等との連携に基づく被災者の家族関係者からの問い合わせ対応や各種情報提供 

（カ） 『第３編第１部第３章第15節 遺体処理計画』により遺体の保存、身元確認を行う 

（キ） その他必要な措置 

 

ウ 相談体制の整備 

県と協議し、事故災害による被災者及び発生場所付近の住民等に対する心身の健康や生活全

般に関する相談に応じるため、通常の健康相談窓口や被災者相談窓口などにおいて相談に応じ

るほか、応急対策として設置した専門相談窓口を継続する等必要な相談体制を維持する。 

 

（３）被災区域への流入抑制 

兵庫県地域防災計画の定めるところにより、管轄の警察署は、危険物等特定のための検索・調

査等を実施するとともに、警戒区域設定を行い、被災区域への流入抑制のための交通整理、交通

規制等の対策を行う。 

（４）代替輸送の実施 

当該鉄道事業者は、他の路線への振替輸送、バス代行輸送等の代替交通手段の確保に努め、被

災していない関係鉄道事業者においては、可能な限り、代替輸送について努める。 

ａ 死者３人以上又は死者・負傷者 10 人以上発生したもの又は発生のおそれがあるも

の 

ｂ 列車火災 

ｃ 報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められるもの 
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航空機の墜落等による多数の死傷者等の発生といった航空災害が発生した場合は、市、航空

運送事業者、消防、警察、県等の関係機関は相互に連携し、救出救助、医療救護、消火活動、広

報等の対策を実施する。 

 

第 33 節 航空災害対策                     

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項 目 

市 担 当 防災班（危機管理課）  

（１）航空災害の応急活動の実施 

（２）災害情報の収集・連絡 

（３）市の対策活動 

関係機関 

兵 庫 県 県の対策活動 

西はりま消防組合相生消防署 消防の対策活動 

兵 庫 県 警 警察の対策活動 

国 土 交 通 省 ・ 兵 庫 県 関係事業者の対策活動 
 

３ 取組み内容 

（１）航空災害の応急活動の実施 

市長は、市域で航空災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、関係機関

等からの情報収集の上、全庁的な対応が必要と認めるときは､災害対策本部を設置する。動員体制

等については、災害規模等に基づき必要な体制をとるほか、原則として『第３編第１部第２章第

１節 組織及び職員の動員等』に準じ適切に行う。 

（２）災害情報の収集・連絡 

ア 事故情報等の連絡 

（ア） 民間航空機の場合 

航空災害が発生した場合（被害規模が確認できない場合も含む。）、目撃者等は、速や

かに市、消防、警察等に連絡し、防災班及び相生消防署は、県に連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目

撃

者

等 

市（防災班） 

警 察 署 

大阪空港事務所 

国土交通省 航空機事故調査委員会 

航空運送事業者 

警 察 本 部 

兵 庫 県 
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前記によるほか、航空運送事業者は、自己の運行する航空機について事故等が発生し

た場合は、直ちに国土交通省に連絡し、国土交通省は、事故情報等を関係省庁、県等に

連絡する。 

県は、国土交通省から事故等の情報を受けたとき、市、関係機関等に連絡する。 

イ 被害情報の収集・連絡  

防災班及び相生消防署は、人的被害の状況等の情報を収集する。また、防災班及び相生消防

署は被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から、直ちに県へ報告する。 

県へ報告できない場合及び次の基準に該当する災害又は事故が発生した場合には、防災班及

び相生消防署は「火災・災害等即報要領」に基づき、総務省消防庁へも報告を行う（覚知後 30

分以内、以後判明したものから逐次報告する）。 

（ア） 直接即報基準に該当する災害（航空機火災）を覚知した場合 

（イ） 通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

（ウ） 119 番通報の殺到状況を報告 

直接即報基準（航空に係る事故） 

 

 

 

 

ウ 応急対策活動情報の連絡 

防災班及び相生消防署は、応急対策等の活動状況を県に報告し、応援等の必要性の有無を連

絡する。 

県は、自ら実施する応急対策の活動状況を、市に連絡する。 

 

（３）市の対策活動 

ア 活動体制  

大規模な航空災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、必要と認めるときは、災害

対策本部体制を状況に応じて確立する。 

イ 応急対策活動  

被害情報等に基づき、必要な措置を講じる。 

（ア） 負傷者の救出・救助及び医療救護 

（イ） 消火活動及び消防相互応援協定に基づく応援要請の実施 

（ウ） 周辺住民への災害広報の実施 

（エ） 関係機関等との連携に基づく被災者の家族等関係者からの問い合わせ対応や各種情報

提供 

（オ） その他必要な措置 
   

ａ 死者３人以上若しくは死者・負傷者10人以上発生したもの又は発生のおそれがあるもの 

ｂ 航空機火災 

ｃ 報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められるもの 
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災害発生時における幼児、児童、生徒の保護、教育施設の保全、応急教育の実施その他必要な

事項を定め、これらの円滑な遂行を図る。 

 

第 34 節 教育対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 教 育 部 （ 教 育 委 員 会 ） 

（１）実施体制 

（２）被災状況の調査 

（３）教育施設の応急復旧対策 

（４）応急教育実施の予定場所 

（５）応急教育方法 

（６）教材、学用品の調達及び配給の方法 

（７）給与の方法 

（８）学校給食等の措置 

（９）児童生徒等の健康管理 

（10）教育実施者の確保 

関係機関 
兵 庫 県 文教対策の支援等 

小・中学校及び教育機関 児童・生徒の安全確保、文教対策の実施 

 

３ 取組み内容 

（１）実施体制 

応急教育対策の実施は、教育部を中心に県教育委員会やＰＴＡ等の教育関係団体の応援協力の

下、実施する。 
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（２）被災状況の調査 

各班の班長は、分掌に基づき速やかに被災状況の調査を行い、災害対策本部に連絡する。 

 

（３）教育施設の応急復旧対策 

ア 応急復旧対策の実施計画 

応急復旧対策の実施計画は、教育部庶務班が行う。 

 

イ 被害の発生した学校、幼稚園への措置 

被害の発生した学校、幼稚園は、災害の多少を問わず次の措置を講ずる。 

（ア） 軽易な被害の復旧については、学校（園）長が教職員の協力を得て応急復旧を行い、

遅滞なく教育部庶務班に報告する。 

（イ） 業者を必要とする被害の復旧については、教育部庶務班の指示を受け、応急復旧を行

う。 

（ウ） 被害を受けた部分については、本工事を実施する前に学校（園）長は、教育部庶務班

の指示を受け、一時的な復旧作業を行う。 

（エ） 被害の状況により、職員を派遣し、機能の回復に万全を期す。 

（オ） 校（園）舎が全壊した場合は、応急教育計画に基づき、体育館の仮間仕切、仮便所等

の設置等をする。 
  

学校教育班長  

（学校教育課長）  学校教育班  

生涯学習班長  

（生涯学習課長）  
生涯学習班  

体 育 振 興 班 長 

（体育振興課長）  体育振興班  

人権教育推進班  

(人権教育推進室長 ) 

市立学校班長  

（市立各学校長）  
市立学校班  

市立幼稚園班長  

（市立幼稚園長）  
市立幼稚園班  

教育部長  

（教育長）  

庶務班長  

（管理課長）  
庶務班  

教育副部長  

（教育次長）  
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ウ 被害の発生した社会教育施設への措置 

被害の発生した公民館、歴史民俗資料館等社会教育施設及び文化財には、イに準じた措置を

行う。 

（４）応急教育実施の予定場所 

学校（園）長は、教育施設や幼児、児童、生徒の被災状況によって教育実施に困難を来したと

きは、適当な教育施設を確保するため、迅速かつ適切な措置を講ずるとともに、逐次、実施の状

況を教育部学校教育班へ報告する。 

（５）応急教育方法 

（ア） 学校（園）長は、教育施設や幼児、児童、生徒の被災状況を確認し、安全かつ適切な

応急教育方法の措置を講ずるとともに、実施の状況を逐次、教育部学校教育班へ報告す

る。 

（イ） 応急教育方法を実施するに当たり、次の事項に留意する。 

 ａ 災害の状況に応じ、休校、短縮授業、二部授業、分散授業等の措置 

 ｂ 幼児、児童、生徒の通学通園の安全を期するための適切な措置と指導 

 ｃ 幼児、児童、生徒の衛生、保健管理上適切な措置と指導 

（６）教材、学用品の調達及び配給の方法 

（ア） 学校（園）長は、災害により補給を要する教材、学用品の実数及び補給の状況を逐次、

教育部学校教育班に報告する。 

（イ） 教育部は、災害対策本部及び兵庫県災害対策教育本部と連絡をとり、被災及び補給の

状況を報告するとともに、教材、学用品の確保及び配給について適切な措置を講ずる。 

（ウ） 災害救助法が適用された場合における学用品の給与は、市長が知事の委任をうけて実

施する。 

（エ） 災害救助法が適用された場合の実施方法は、災害救助法の定めるところによる。 

 
 

災害救助法による実施基準 
 
１．学用品の給与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊又は床上浸水により学用品を失
い、又は損傷して就学上支障のある小学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部
児童及び中学部生徒を含む。以下同じ）に対して行うものとする。 

２．学用品の給与は、被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行
うものとする。 

（１）教科書 
（２）文房具 
（３）通学用品 
３．学用品の給与のために支出する費用の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
掲げる額の範囲内とする。 

（１）教科書費 
  教科書費、教科書の発行に関する臨時措置法、（昭和 23 年法律第 132 号）第２条第１
項に規定する教科書及び教科書以外の教材で教育委員会に届け出て、又はその承認を受
けて使用しているものを給与するための実費 

（２）文房具費及び通学用品費 
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  ①小学校児童  １人当たり  4,100 円 以内 
  ②中学校生徒  １人当たり  4,400 円 以内 
４．学用品の給与は、災害の発生の日から教科書については１月以内、その他の学用品につ
いては 15日以内に完了するものとする。 

備考 知事は、上記により難い特別の事情があるもの又は上記に記載がないものは、その都度

厚生労働大臣の承認を得て、上記に規定する救助の程度、方法及び期間を超えて救助を実

施するものとする。 

（７）給与の方法 

（ア） 災害対策教育部長は、各学校（園）長からの報告により、学用品を一括購入し、各学

校（園）長に配布する。 

（イ） 前号により配布を受けた学校（園）長は、これを児童、生徒に交付する。 

（ウ） 災害対策教育部長は、調査班等と被災の状況を調整する等、各学校（園）相互間で不

均衡にならないように配慮しなければならない。 

（８）学校給食等の措置 

（ア） 災害地域における学校給食の応急措置について、当該学校（園）の幼児、児童、生徒

に対して臨時的に政府のあっせんの学校給食用脱脂粉乳及び小麦粉を使用して、学校給

食を実施する場合は、兵庫県教育委員会に協議するものとする。 

（イ） 学校給食の実施に当たっては、教育委員会はその実施校数、人員、給食種別（完全給

食、補食給食、未実施の別）及び実施期間について県教育委員会へ報告する。 

（ウ） 応急給食の実施に当たっては、衛生管理に万全を期し食中毒等の事故が発生しないよ

う十分注意する。 
 

（９）児童生徒等の健康管理 

（ア） 被災幼児、児童、生徒への心のケア 

 ａ 教職員によるカウンセリング 

 ｂ 電話相談等の実施 

 ｃ 教育相談センター、県健康福祉事務所、こどもセンター等の専門機関との連携 

（イ） 教職員の心の健康管理 

 ａ グループワーク活動の展開 

 ｂ 災害救急医療チーム派遣制度の確立 

（10）教育実施者の確保 

（ア） 被災教職員の裏付対策 

 ａ 複式授業の実施 

 ｂ 二部授業の実施 

 ｃ 非常勤講師又は臨時講師の発令 

 ｄ 教育委員会事務局職員の応援 
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気象、水象情報の把握に努め、農地・農業用施設の管理者と共に、農地、農道、ため池、用排

水施設等の農業用施設の被害を軽減するための措置を的確に行うとともに、災害発生時には関

係機関と連携して各施設の被害状況の把握等、応急対策を実施し、営農体制の早期確立を図る。 

 

第 35 節 農林水産業関係応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
農林水産班

（ 農 林 水 産 課 ） 

（１）基本的方向 

（２）各種対策 

関 係 

機 関 

光 都 農 林 振 興 事 務 所 

姫路農林水産振興事務所 

兵 庫 西 農 業 協 同 組 合 

相 生 市 農 業 協 同 組 合 

姫 路 家 畜 保 健 衛 生 所 

相 生 漁 業 協 同 組 合 

赤 相 農 業 共 済 事 務 組 合  

市が行う農林水産業関係被害調査、 

応急対策に関する協力 

農作物等の災害応急対策についての指導 

 

３ 取組み内容 

（１）基本的方向 

（ア） 農林水産業の災害対策指導は、地域の実情に応じたものであるとともに、気象予報に

即応した指導を迅速かつ適切に行うことを基本とする。 

（イ） 気象台が発表する予報等により、気象の推移に十分注意し、気象の変化に即応した適

切な対策指導を図れるよう体制を整備し、災害情報収集、伝達に配慮する。 

（ウ） 災害対策の基本は、予防措置を的確に行い事前に被害を防止することにある。このた

め日常から必要な知識及び対応技術の普及に努めるとともに、迅速かつ的確な対策を講

じるよう防災組織の整備に努める。 

 

（２）各種対策 

ア 風水害(８月～11月)、集中豪雨(５月～８月)、長雨(４月～６月)対策 

（ア） 農業技術応急指導 

被害農作物に対する応急技術指導を光都農業改良普及センター職員をして実施する。 

（イ） 家畜防疫対策 

緊急事態発生のおそれのある場所には、姫路家畜保健衛生所職員を動員して、予防液、

治療薬、消毒薬の確保を期し、投薬、施術を実施して発生防止を図る。 
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（ウ） 飼料確保対策 

交通機関の開通を待って、緊急輸送を行う。また、飼料あっせんを行う。 

（エ） 流通対策 

被害の場所、生産物の種類及び被害の程度により異なるが、出荷先の変更及び輸送経

路のう回等により滞貨を防止し、価格の維持に努める。 

（オ） 溜池対策 

ａ 監視人を配置する。 

ｂ 応急資材の準備をする。 

ｃ 大雨のときは、樋管を抜いて減水する。 

ｄ 余水吐の小さい池は、あらかじめ被害の少ない箇所を選んでおいて危険なときは、

責任者の指示で切開する。 

ｅ 堤防が決壊した場合、監視人の指示により、土俵等を積み、被害の拡大を防止する。 

（カ） 漁船復旧資金の早期支払い 

被害漁船には、早期に漁船保険金を支払うよう指導する。 

（キ） 災害復旧資金の早期貸付 

天災融資、公庫資金等の復旧資金の貸付早期化を図る。 

（ク） 林業種苗 

苗床に流入したときの排土と病害虫発生の予防を行う。 

（ケ） 施設（治山、林道） 

編柵工の施工、谷止工の施工、林道仮橋の架橋 

（コ） 幼令林 

引き起して根元を踏み固める。 

（サ） 壮年林 

折損木の処理、改植 

（シ） 林地 

編柵工の施工、谷止工の施工 

（ス） 主要作物 

ａ 水稲 

（ａ） 深水にして被害を軽くする。 

（ｂ） 倒伏稲を起こさない。 

（ｃ） 早期栽培は、早めに刈り取る。 

（ｄ） 塩害地は、散水して除塩を行う。 

（ｅ） 病害虫予防を行う。 

（ｆ） 予備苗代の設置 

（ｇ） 被害激甚地の植え替え 

ｂ 麦 

（ａ） 排水の励行 

（ｂ） 乾燥調整の合理化 

（セ） 野菜 

ａ 根腐れ防止のための早期排水 
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ｂ 海岸浜辺（８㎞以内）は除塩を行う。 

ｃ 病害防止のための薬剤散布 

ｄ 尿素等の葉面散布 

ｅ 土壌酵素補給の中耕 

ｆ 軽い中耕と尿素を葉面に散布する。 

ｇ 状況による追肥 

ｈ 雨間利用による果菜類の側枝をとる。 

ｉ 短期土壌乾燥の防止に努める。 

（ソ） 果樹 

ａ 倒木は、起こして支柱を立てる。 

ｂ 根群域を踏み固める。 

ｃ 樹勢回復を図るため液肥を施用する。 

ｄ 海岸近くの果樹園では散水し、除塩する。 

ｅ 排水を図るとともに表土の流出を防止する。 

ｆ 侵しょくを受け、根の露出したものは直ちに被覆する。 

ｇ 病害虫の発生を防止するため薬剤散布をする。 

（タ） 花き 

ａ 温室、ハウス等の応急修理 

ｂ 病害蔓延防止のため薬剤散布 

ｃ 早期排水の励行 

ｄ 支柱、誘引の処理 

 

イ 霜害（初霜晩霜）対策 

（ア） 農業技術応急指導 

被害作物に対する応急技術指導を光都農業改良普及センター職員により実施する。 

（イ） 水稲 

ａ 苗代灌水により被害を軽くする。 

ｂ 苗代の再種付 

ｃ 予備苗代の準備 

（ウ） 野菜 

ａ 霜の散水除去（ただし、凍結気温では中止） 

ｂ 病害防除、速効性肥料の施肥管理 

（エ） 花き 

温室、ハウスの応急処理 

 

ウ 干害（冬期、夏期）対策 

（ア） 農業技術応急指導 

被害農作業に対する応急技術指導を光都農業改良普及センター職員により実施する。 
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（イ） 林業種苗 

しきわらの実施 

（ウ） 主要作物 

ａ 冬期麦 

（ａ） 麦ふみの励行 

（ｂ） 水を入れる（走り水程度）。 

ｂ 夏期水稲 

（ａ） 節水栽培の励行 

（ｂ） 強い品種の選定 

（ｃ） 表土の中耕 

（エ） 野菜 

ａ 畦間灌水の実施 

ｂ しきわら等乾燥防止 

（オ） 果樹 

ａ しきわらの励行  

ｂ 適量灌水 
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降雨等による水害・土砂災害に備えた二次災害防災対策を実施する。 

 

第 36節 公共土木施設等の応急復旧及び二次災害防止対策の推進 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 

建設農林総務班（建設管理課） 

都市整備班（都市整備課） 

農林水産班（農林水産課） 

（１）対策内容 

（２）連絡体制 

関係機関 
光 都 土 木 事 務 所 公共土木施設（所管）の応急対策 

た め 池 管 理 者 ため池管理・応急対策 

 

３ 取組み内容 

（１）対策内容 

ア 土砂災害 

（ア） 市は、総合的な土砂災害対策を推進することとする。 

（イ） 市は、緊急パトロールを実施し、危険箇所を把握することとする。 

（ウ） 市は、それぞれの管理する箇所で次の緊急対策を実施することとする。 

ａ 緊急復旧資材の点検・補強 

ｂ 観測機器の強化（警報機付伸縮計の設置） 

ｃ クラックや崩壊箇所における砂防、地すべり、急傾斜地崩壊防止対策 

（エ） 市は、危険箇所の住民への周知と警戒避難体制の強化を図ることとする。 

（オ） 市は、地すべり防止区域において異常等が発見された場合、県等と協力して速やかに

対策を講じるとともに、必要により避難の指示等を行うこととする。 

 

イ 道路 

（ア） 管理者（市においては市長。以下同じ。）は、緊急点検を実施し、被害状況と危険箇所

を把握の上、関係機関に連絡する。 

（イ） 管理者は、危険箇所について通行制限又は禁止を行うとともに、関係機関への連絡や

市民への周知を図ることとする。 

（ウ） 管理者は、緊急輸送路について重点的に点検し、状況により復旧、確保を図ることと

する。 

（エ） 管理者は、危険箇所を対象とした応急復旧工事を早期に実施することとする。 
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ウ 河川 

（ア） 市は、緊急点検を実施し、被害状況を把握の上、管理者へ堤防・護岸等の河川管理施

設等の被災箇所の応急復旧を実施するよう依頼する。 

（イ） 市は、危険箇所について、関係機関への連絡や市民への周知を図るとともに、管理者

へ応急工事の実施を依頼し、警戒避難体制の整備に努め、災害発生のおそれのある場合

は、速やかに適切な対応を図ることとする。 

 

エ ため池 

（ア） 管理者は、緊急パトロールを実施し、危険箇所を把握することとする。 

（イ） 管理者は、それぞれの管理する箇所で次の緊急対策を実施することとする。 

ａ 緊急復旧資材の点検・補強 

ｂ ため池危険箇所の貯水位の低減や堤体開削 

（ウ） 市は、危険箇所の住民への周知と警戒避難体制の強化を行うこととする。 

 
 

オ 森林防災対策 

（ア） 市は、緊急パトロールを実施し、危険箇所を把握することとする。 

（イ） 市等は、それぞれの管理する箇所で次の緊急対策を実施することとする。 

ａ 緊急復旧資材の点検・補修 

ｂ 警報機付伸縮計の設置 

ｃ 危険性の高い箇所について、仮設防護柵、土留工等の応急対策工事や不安定砂の除

去 

（ウ） 市は、危険箇所の住民への周知と警戒避難体制の強化を行うこととする。 

 

カ 農業土木施設対策 

（ア） 施工中の農地・農業用施設の発注者及び受注者は、工事用資材の流出や被害の拡大の

防止に努めることとする。 

（イ） 既設の農地・農業用施設の管理者は、パトロールを強化するとともに、危険箇所につ

いて補強・補修等を行うこととする。 

 

キ 宅地防災対策 

（ア） 市は、緊急パトロールを実施し、危険箇所を把握することとする。 

（イ） 市等は、それぞれの管理する箇所で次の緊急対策を実施することとする。 

ａ ビニールシート等の応急措置 

ｂ 宅地防災相談所等の開設 

（ウ） 市は、民間宅地崩壊危険箇所の周知と警戒避難体制の強化を行うこととする。 
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（２）連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

気象台 

情報提供 

出動要請 

避難の指示 

情報 

収集 

招集 

自衛隊 警 察 

住 民 

避難勧告 

避難の指示 

災害現場 

へ派遣 

10 

市災害対策本部長（市長） 関係機関 警 察 

招集 

災害対策本部 

環境課・建設管理課 

都市整備課・地域振興課 

地方機関 

県災害対策本部長（知事） 

９ 

災 害 対 策 本 部 

県 防 災 企 画 課 

避難勧告 

指示 

10 10 避難勧告 

指示 
出動要請 

避難勧 

告連絡 

 

パトロールカー 

出動要請 

(指定避難場所へ避難) 

(指定避難場所へ避難) 

６ 

県農地整備課 

県 治 山 課 

県河川整備課 

県 砂 防 課 

県道路保全課 

県建設指導課 

パトロール実施 

結果報告 

７ 

パトロール実施 

結果報告 県
防
災
企
画
課 

８ ８ 

自衛隊・警察 

情報 

提供 

県農地整備課 

県 治 山 課 

県河川整備課 

県 砂 防 課 

県道路保全課 

県建設指導課 

 
県 

 

防災企画課 

県災害対策本部長等 

（知   事） 

住 民 
気象情報等 

指示 気象情報 

市災害対策本部長等 

（市   長） 

避難勧告 

地
方
機
関 

気象情報 

５ 

パトロール指示 

２ 

６ 
情報 

３ 

１ 

気象情報 

２ 

自 衛 隊 

気象情報 
２ 

気象情報 

気象情報等 

２ 

指  示 

２ 

10 

４ ２ 

関係課分集約報告 
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大規模な火災その他の災害が発生した場合における消火活動を実施する。 

 

 

 

第 37 節 大規模火災応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）災害情報の収集・連絡 

（２）消火活動の実施 

（３）総合応援協定の運用 

（４）ヘリコプターによる情報収集 

（５）市の消防計画 

（６）市民等の活動 

関係機関 

西 は り ま 消 防 組 合 

隣 接 市 町 消 防 機 関 

県 消 防 機 関 

消火活動の実施 

 

３ 取組み内容 

（１）災害情報の収集・連絡 

ア 被害情報の収集・連絡 

防災班及び相生消防署は、火災や人的被害の状況等の情報を収集する。また、防災班及び相

生消防署、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から、直ちに県へ報告する。 

県へ報告できない場合及び次の基準に該当する災害又は事故が発生した場合には、防災班及

び消防班は「火災・災害等即報要領」に基づき、総務省消防庁へも報告を行う（覚知後 30分以

内、以後判明したものから逐次報告する）。 

（ア） 直接即報基準に該当する災害（林野火災）を覚知した場合 

（イ） 通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

（ウ） 119 番通報の殺到状況を報告 

 

◆直接即報基準（林野火災） 

 

 

 

 

 

 
  

① 死者３人以上又は死者・負傷者 10人以上発生したもの又は発生のおそれがあるもの 

② 焼損面積 10ha 以上と推定されるもの 

③ 空中消火を要請したもの 

④ 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

⑤ 報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められるもの 
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イ 応急対策活動情報の連絡 

防災班及び相生消防署は、応急対策等の活動状況を県に報告し、応援等の必要性の有無を連

絡する。県は、自ら実施する応急対策の活動状況を、市に連絡する。 

 

（２）消火活動の実施 

消防機関は、速やかに管轄区域内の火災の全体状況を把握するとともに、迅速に重点的な部隊

の配置を行うこととする。特に大規模な火災の場合は、最重要防御地域等の優先順位等を定め、

迅速に対応することとする。 

 

（３）相互応援協定の運用 

西はりま消防組合は、その消防責任を果たすため、隣接市町との災害時応援協定及び県広域消

防相互応援協定の円滑な運用に努めることとする。 

 

（４）ヘリコプターによる情報収集 

県（消防課）は、大規模な火災が発生した場合に、必要に応じ、県消防防災ヘリコプターによ

る空からの情報収集活動を実施することとする。 

 

（５）警防計画 

西はりま消防組合は、大規模火災発生時の消防力の効果的な運用を図る。 

 
 

（６）市民等の活動 

ア 防火管理者等 

多数の者が出入りする施設等の防火管理者その他法令に定める防火等の管理に責任を有す

る者は、それら施設の消防計画等に基づき、従業員等に指示して施設の出火防止、避難の指示

等に当たることとする。 

 

イ 住民及び自主防災組織 

住民及び自主防災組織等は、発災後初期段階において自発的に初期消火活動を行うとともに、

可能な限り消防機関に協力するよう努めることとする。 
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津波や海上災害等により多数の人身事故及び船舶海難の発生、沿岸における火災の発生等甚

大な災害の発生が予想される。これらの大規模な災害に対して迅速かつ的確に対処するため、

市は関係機関と密接な連携を保ち、効果的な災害応急対策を行う。 

第 38 節 海上災害応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
防 災 班（危機管理課、総務課） 

環  境  班 （ 環 境 課 ） 

（１）海上災害の応急活動の実施 

（２）海難による人身事故への対処 

（３）油等の流出事故への対処 

（４）海上災害発生情報の伝達・周知 

関係機関 

兵 庫 県 

西 は り ま 消 防 組 合 

姫 路 海 上 保 安 部 

災害情報の収集及び伝達、海上交通の安全確保 

危険物の保安措置、船舶航行の制限または禁止 

警戒区域の設定、捜索・救助活動 

 

３ 取組み内容 

（１） 海上災害の応急活動の実施 

市長は、市沿岸海域で海上災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、関

係機関等からの情報収集の上、全庁的な対応が必要と認めるときは､災害対策本部を設置する。動

員体制等については、災害規模等に基づき必要な体制をとるほか、原則として『第３編第１部第

２章第１節 組織及び職員の動員等』に準じ適切に行う。 

 

（２） 海難による人身事故への対処 

（ア）  海上保安本部は、災害が発生した場合、被害規模等の情報の収集を行い、その情報連

絡、人命の救助・救急活動、消火活動、海上交通の交通安全等を進める。さらに避難対

策、救援物資の輸送活動等を行い、当面の危機的状況に対処する。 

（イ）  県は、県沿岸部において海上災害が発生した場合、法令、兵庫県石油コンビナート等

防災計画及び県地域防災計画等に基づき、海上保安本部等と連携をとり、必要な応急対

応を速やかに実施するとともに、消火活動、負傷者等の救急医療活動を支援し、かつ、

総合調整を行う。 

（ウ）  西はりま消防組合は、当該地域付近において海上災害が発生した時は、自ら救助・救

命活動を実施するほか、姫路海上保安部等と連携して、消火活動、負傷者等の救急医療

活動等を行う。 

（エ）  遺体等の処理 

海上保安官又は警察官の検視及び医師の検案を終えた遺体は、指定する斎場に安置す
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る。ただし、災害の状況により、施設管理者と協議して他の施設に遺体安置所を開設する。 

（オ）  応急対策の流れ 

海難による人身事故の場合（遭難者、行方不明者、死傷者等の数が多く、国の機関の

通常の体制では対応不可能な場合を想定） 

事項 船長等 国 県 沿岸市町等 

海難の発生 ・最寄りの海
上保安本部
の事務所、
警察署等へ
の通報 

・海上保安本部等に
よる被害規模等の
情報収集 

・海上保安本部等に
よる被害規模等の
情報収集 

・県海上災害対策本
部、地方本部設置 

・沿岸市町の災害対
策本部の設置 

捜索活動  ・海上保安本部等の
ヘリ等による捜索
活動 

・海上保安部等と連
携をとった県、県
警ヘリ等による捜
索活動 

・沿岸海域を中心と
する沿岸市町の捜
索活動 

救助・救急 
活動 

・救助・救急 
活動 

・海上保安本部は、
県、沿岸市町等と
連携をとり、救助・
救急活動を行う。 

・海上保安本部等と
連携をとった救助
救急のための県、
県警ヘリの出動 

・沿岸海域を中心と
する沿岸市町の救
助・救急活動 

医療活動  ・海上保安部から沿
岸の関係市町への
医療活動要請 

・県は、沿岸の関係
市町からの要請を
受け、県立病院の
救護班を派遣し、
又は医療機関に救
護班の派遣を要請 

・沿岸の関係市町は
医師を確保して救
護班を編成し、負
傷者等の医療、救
護措置を行う。 

・沿岸の関係市町は
必要に応じて、県
に対して、県医師
会、日本赤十字社
等の派遣要請等を
行う。 

・要請に基づく医療
機関の医療救護活
動 

消火活動が
必要な場合 
 

 ・海上保安部は、沿岸
市町の消防機関と
連携をとり、消火
活動を行う。 

 

・消防庁を通じての
他の都道府県の消
防機関への応援要
請 

 

・沿岸市町の消火活
動 

・沿岸市町は、必要
に応じ消防応援協
定締結消防機関に
応援を依頼 

・沿岸市町は必要に
応じて、県に県外
の消防機関の派遣
要請を行う。 

緊急輸送活
動 

 ・海上保安部は、緊急
輸送を円滑に行う
ため、必要に応じ
て船舶交通を制限
又は禁止する 

・神戸運輸監理部兵
庫陸運部及び国土
交通省神戸運輸監
理部は県からの要
請により、緊急輸
送車両または船舶
の調達又はあっせ
んを行う。 

・県警は、被害の状
況、緊急度、重要度
を考慮して、交通
規制を行い、迅速
に負傷者や救援物
資の緊急輸送活動
を展開 

・県は、沿岸の関係
市町とともに、必
要に応じて、航空
機の臨着場及び緊
急物資の搬入・搬
出等に関する職員
の手配を行う。 
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（３）油等の流出事故への対処 

（ア）  海上保安本部は、当該船舶の船長等の措置が不十分又は不適切なため、油等の防除に

十分な効果が上がらない場合、自らの装備・資機材を用いて海上における救助、油等回

収に全力を挙げ、被害を最小限度に止めるための措置を講じる。 

海上保安本部は、油等が流出し、陸岸に漂着した場合又は漂着するおそれがある場合

は、県にその旨連絡するとともに、海上での防除作業の支障のない範囲で、県、市の行

う陸岸における回収作業を支援する。 

（イ）  海上災害防止センターは、海上保安庁長官の指示又は船舶所有者の委託を受けて、油

等の防除を行う。 

（ウ）  県は、県の沿岸海域及び陸岸に被害が及ぶおそれがあるときは、法令、県海上災害計

画等に基づき、海上保安本部や沿岸の関係市等と連携を密にして、必要な応急対応を実

施するとともに、市が処理する応急対策の実施を支援し、かつ、総合調整を行う。 

（エ）  市は、油等が流出し、当該地域の陸岸に漂着した場合又は漂着するおそれがある場合

は、法令、地域防災計画等に定めるところに従って、姫路海上保安部や県等と連絡をと

り必要に応じ防除措置のための応急対策の実施に努める。 

（オ）  オイルフェンス、油吸着材、油処理剤及び散布器具の常備 

油事故に対する漁業者の自営組織を確立し、防災資材を常備して漁業被害の発生を最

小限に食い止める。 

災害が発生した場合には、漁協及び関係機関等の応援を求める。 

護岸の決壊については、増破のおそれのあるもの、普通潮位、平水位においても、海

水又は河水が流入するような箇所に仮締切、決壊防止工事等を行う。 

また、河口埋塞については、船行に危険又は支障があるものについて、埋塞土砂取り

除きのため浚渫を行う。 

（カ） 回収作業従事者の健康対策の実施 

回収作業従事者に、回収活動が安全に実施できるよう、健康管理上の注意事項を周知

するとともに、必要に応じて現場に救護所を設置する。 

市は、回収作業従事者の健康状態を把握し、必要に応じて、兵庫県薬務課に報告する

とともに、健康被害者の発生に備えて病院の受入れ体制を整備する。 

回収作業が長期化する場合、回収作業従事者及び地域住民の健康状態の悪化を防止す

るため、現場及び地域を巡回して健康相談を実施し、必要な措置を講じる。 

（キ）  二次災害の防止 

重油等が漂着した場合は、その性質、危険性等を広報し、必要に応じ、周辺海域での

遊泳の禁止等を呼びかける。また、市は、県、県獣医師会、野鳥の会等関係機関の協力

を得て、汚染海鳥等の動物の救護活動を実施する。なお、市は、県と連携をとり、汚染

された魚介類が市場に流通しないよう、随時、魚介類販売店及び魚介類加工品製造施設

等へ県とともに立入検査を行うとともに、市民に情報公開を行う。また、漁業・水産関

係者に対する情報提供、指導等に努め、安全性の確保を図る。 

（ク）  被災事業者、住民等の復旧支援 

市は、流出油等により被害を受けた漁業関係者、農業関係者、商工観光業関係者、住

民等の回復を支援するため、臨時被害相談所の設置、各種資金の貸付等、必要に応じた

措置を実施する。 

（ケ）  事後の監視等の実施 

市は、流出油等の防除措置終了後も必要に応じて、防災関係機関と連携の上、パトロ

ール、環境影響調査、財産の被害の調査等を実施する。特に、流出油等事故による生態
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系等環境への影響は、回復に長期間を要することがあることから、水質、底質、野生生

物等への影響の調査を段階的・継続的に実施し、必要に応じて適切な措置を講じる。 

 

（４）海上災害発生情報の伝達・周知 

ア 防災関係機関への伝達 

海上災害発生及びそれに伴う災害状況等への伝達は、次の伝達系統により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  船舶・一般への周知 

（ア） 船舶への周知 

海上災害が発生し、又は災害の波及が予想される場合は、海上における船舶の安全を

図るため災害の状況及び安全措置等について、概ね次の区分により一般船舶に対し周知

に努める。 

機     関 周  知  手  段  対 象 船 舶  

第 五 管 区 海 上 保 安 本 部 

姫 路 海 上 保 安 部 

無線・電話(放送)、  

ナブテックス 

巡視船艇、航空機による周知 

船舶 

港内船舶 

付近航行船舶 

     ＮＨＫ 

     民 放 

テ  レ  ビ  

ラ  ジ  オ  
船舶 

港 湾 管 理 者  
自動車、船舶等による訪船  

拡声器による周知  
港  内  船  舶  

 
 

 

第五管区海上保安 

本     部 

西
は
り
ま
消
防
組
合 

警 
 

察 
 

署 

事故船舶・施設 

現  認  者 

県（災害対策局） 

日 赤 兵 庫 県 支 部 

運輸管理部、地方整備局 

        ＮＨＫ 

報道機関    民放各社 

        各新聞社 

市  民 

姫
路
海
上
保
安
部 

相 生 市 

警察本部 

水産・港湾・環境 

関 係 機 関 

関係警察署 

相 生 市 

 船         舶 

放 送 局 



－ 397 － 

 

（イ） 沿岸住民への周知 

流出油による災害が沿岸住民、施設等に災害が波及し、又は災害の波及が予想される

場合は、住民及び施設の安全と人心の安定を図るため、災害の状況及び安全措置等につ

いて、次の区分により沿岸住民に対して周知する。 

機     関 周  知  手  段  周  知  事  項 

市 防災行政無線等  １．事故の状況  

２．防災活動の状況 

３．火気使用の制限、禁止及び交通

の制限、禁止に関する事項 

４．避難準備等一般的注意事項  

５．その他必要事項 

警     察  パトカーの 拡声器等  

海 上 保 安 部  巡視船艇、航空機等の拡声器  

    ＮＨＫ 

    民 放 

テ  レ  ビ  

ラ  ジ  オ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

放送局 
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災害時における危険物（石油、放射性物質等）の保安及び応急対策並びに県外原子力災害等事

案に対する応急対策を実施する。 

 

 

 

第 39 節 危険物事故及び原子力等災害応急対応計画 

１ 基本方針  

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）危険物（石油等）取扱事業所等 

（２）原子力等災害の応急活動の実施 

（３）放射性物質取扱事業所 

（４）県外原子力災害等事案 

（５）原子力災害等における避難等の実施 

（６）警戒区域の設定 

（７）救急・救助活動の実施 

（８）消火活動の実施 

（９）飲料水、飲食物の摂取制限等の実施 

（10）放射性物質による汚染の除去 

（11）社会秩序の維持対策 

（12）心身の健康相談体制の整備 

関係機関 

関 係 事 業 者 
連絡通報 、初期防除、応急救護、従業員等の

避難、被災地区住民救済、防災資機材の調達 

西 は り ま 消 防 組 合 救急・救助活動の実施、消火活動の実施 

警 察 署 避難誘導対策 

兵 庫 県 災害広報、 広域応援要請 

 

３ 取組み内容 

（１）危険物（石油等）取扱事業所等 

ア 事業所等の措置 

危険物施設の所有者、管理者及び占有者で、その権限を有する者（以下「責任者」という。）

は、災害発生と同時に、直ちに次の措置をとることとする。 

（ア） 連絡通報 

ａ 責任者は、発災時に直ちに１１９番で西はりま消防組合に連絡するとともに、必要

に応じて、付近住民及び近隣企業に通報することとする。 

ｂ 責任者は、被害の概要を被災段階に応じて早急に取りまとめ、必要に応じて関係機

関に通報することとする。 

（イ） 初期防除 

責任者は、各種防災設備を効果的に活用し、迅速な初期防除を行うこととする。特に、

近隣への延焼防止を最優先とし、かつ、誘発防止に最善の方途を講ずることとする。 
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（ウ） 医療救護 

企業内救護班は、応急救護を実施することとする。 

（エ） 避難 

責任者は、企業自体の計画により、従業員等の避難を実施することとする。 

（オ） 住民救済対策 

企業は、被災地区の僅少なものについて、企業自体の補償で救済することとする。 

 

イ 県、市その他関係機関の措置 

災害の規模、態様に応じ、県及び市地域防災計画並びに関係機関の災害応急対策計画の定め

るところにより、関係機関相互の密接な連絡協力の下に次の応急対策を実施することとする。 

（ア） 災害情報の収集及び報告 

西はりま消防組合は、被災現地に職員を派遣する等により被災状況の実態を的確に把

握するとともに、県その他関係機関に災害発生の速報を行い、被害の状況に応じて逐次

中間報告を行うこととする。 

（イ） 災害広報 

市、県、報道機関等は、災害による不安・混乱を防止するため、相互に協力して、防

災行政無線、テレビ、ラジオ、災害写真等を媒体とする広報活動を行うこととする。 

（ウ） 救急医療 

当該事業所、県警察本部、海上保安本部、消防機関、県、医療機関その他関係機関は

連携して負傷者等の救出及び救急医療業務を実施することとする。 

（エ） 消防応急対策 

ａ 消防機関は、危険物火災の特性に応じた消防活動を迅速に実施することとする。 

ｂ 県は、必要に応じて知事の応援指示権の発動及び他府県への応援要請を行うことと

する。 

（オ） 避難 

市長は、相生警察署と協力して避難のための立退きの指示、勧告、避難所の開設及び

に避難所への収容を行うこととする。 

なお、県は、災害の態様により、海上避難等につき調整を行うこととする。また、避

難所については地域防災計画に定めるところによる。 

（カ） 災害警備 

県警察本部、海上保安本部は、関係機関の協力の下に被災地域における社会秩序の維

持に万全を期することとする。 

（キ） 交通応急対策 

道路管理者（市においては市長）、県警察本部、海上保安本部は、交通の安全、緊急輸

送の確保のため、被災地域及び海上に及ぶ場合はその周辺海域の交通対策に万全を期す

ることとする。 

（ク） 自衛隊、日赤等の出動 

県は、必要に応じ自衛隊及び日赤等に出動要請を行うこととする。 

（ケ） 公共機関応急対策 

関西電力及びその他の公共機関は、地域防災計画の定めるところにより、それぞれ必

要に応じ応急対策を実施することとする。 

（コ） 給水 

市は、地域防災計画の定めるところにより、必要に応じ飲料水を供給することとする。 
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（サ） 住民救済対策 

企業、県、市その他関係機関は、合同して住民の救済措置を講じることとする。なお、

被災地区の拡大により災害救助法が適用される場合は、その定めによることとする。 

（シ） 災害原因の究明 

県、県警察本部、兵庫労働局、西はりま消防組合は災害の発生原因の究明に当たるこ

ととし、高度な技術を要する場合は、国の派遣する学術調査団の原因究明を待って、公

式発表を行うこととする。  

（２）原子力等災害の応急活動の実施 

市長は、原子力等災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、関係機関等

からの情報収集の上、全庁的な対応が必要と認めるときは､災害対策本部を設置する。動員体制等

については、災害規模等に基づき必要な体制をとるほか、原則として『第３編第１部第２章第１

節 組織及び職員の動員等』に準じ適切に行う。  

（３）放射性物質取扱事業所 

放射性物質に係る事故災害が発生した場合、事故が発生した事業者又は放射性物質の輸送者に

おいて被害の拡大防止、復旧作業等を行うように関係法令で定められているが、市においても市

民の安全を確保するため、各章に定めるところにより対策を講じるものとし、放射性物質の特性

から特に必要な対策についても講じることとする。 

 

ア 放射性物質取扱事業所等の措置 

（ア） 放射性物質取扱事業所は、放射性物質の検知及び事故等が発生した場合、その状況に

ついて文部科学省、警察署、海上保安部、消防機関、保健所等へ通報するとともに、「放

射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」等に基づいて、応急措置をとる。 

（イ） 放射性物質取扱事業所は、放射線障害のおそれがある場合、又は放射線障害が発生し

た場合は、放射線障害の発生の防止又は拡大を防止するための緊急措置を実施する。 
 

イ 市の措置 

（ア） 西はりま消防組合は、放射性物質取扱事業所等における放射性物質に係る事故等の発

生を確認した場合、その旨を兵庫県企画県民部災害対策局消防課へ直ちに連絡する。 

また、状況に応じて近隣市町へも連絡する。 

（イ） 西はりま消防組合は、必要があるときは警戒区域を設定し、住民の立入り制限、避難

等の措置を実施するとともに、地域住民に対し広報活動等を実施する。 

（ウ） 放射線測定設備により放射線量の測定を行ったときは、県等に連絡する。 

（エ） 県へ報告できない場合及び次の基準に該当する災害又は事故が発生した場合には、本

部事務局は「火災・災害等即報要領」に基づき、総務省消防庁へも報告を行う（覚知後

30 分以内、以後判明したものから逐次報告する。）。 

ａ 直接即報基準に該当する災害（原子力災害）を覚知した場合 

ｂ 通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

ｃ 119 番通報の殺到状況を報告 
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◆直接即報基準（原子力災害） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ウ 警察署の措置 

（ア） 警察署は、事故等の発生の通報を受けた場合、警察庁等へ事故等の発生について、直

ちに通報する。 

（イ） 必要により、警戒区域の設定、交通規制等を実施する。 

（ウ） 消防機関と共同して救助その他応急の措置、住民の避難誘導、広報活動を実施する。 
 

エ 県の措置 

（ア） 県は、市等から事故等について通報があった場合は、直ちに国（消防庁）へ通報する。 

（イ） 市等の行う広報活動に必要な情報を提供する。 

（ウ） 必要により放送機関に対して、事故及び応急対策の状況、市民のとるべき措置や注意

事項に関する放送を要請する。 
 

オ 放射性物質取扱事業所以外の事故等 

放射性物質取扱事業所以外の場所で放射性物質の発見や検出を認めた施設等の所有者、管理

者若しくは占有者又は立会人等は、被爆を未然に防止するため、人々を近づけないなどの緊急

措置を行うとともに、遅滞なく警察、消防等の各機関へ通報する。 

 

カ 核燃料輸送車両の事故等 

（ア） 事業者は、核燃料の輸送中に緊急事態が発生した場合、15 分以内を目途に文部科学省、

経済産業省、国土交通省、内閣府、県、警察、消防、海上保安部等に連絡する。 

（イ） 県は、情報を市に連絡するとともに、国と連携して必要な対応を図る。 

（ウ） 警察、消防、海上保安部は、人命救助、消火等、状況に応じ必要な対策を講じる。 

  

キ 不法廃棄等事案の場合 

（ア） 放射性同位元素取扱事業所外において放射性物質を発見した者は、直ちに、その旨を

西はりま消防組合、県警察本部及び海上保安本部に通報することとする。また、関係法

令による規制の対象となる場合又は対象となる可能性があると判断される場合には、文

部科学省にも通報することとする。なお、一般発見者の通報先は、西はりま消防組合、

県警察本部又は海上保安本部のいずれかとする。 

① 死者３人以上又は死者・負傷者 10 人以上発生したもの又は発生のおそれがあるもの 
② 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏えい

があったもの 
③ 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中に

事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 
④ 原子力災害対策特別措置法第 10条の規定により、原子力事業者から基準以上の放射線が

検出される等の事象の通報が市長にあったもの 
⑤ 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏えい

があったもの 
⑥ 報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いと認められるもの 
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（イ） 県は、通報を受けた西はりま消防組合から連絡を受けた場合は、その旨を消防庁に報

告することとする。なお、一般発見者からの通報の場合で、関係法令による規制の対象

になる場合又は対象になる可能性があると判断される場合には、文部科学省にも連絡す

る。さらに、県、市は、必要に応じ、災害等の応急対策を実施することとする。 

 
 

（４）県外原子力災害等事案 

ア 県、市その他関係機関の措置 

県は、県外において対象原子力災害等が発生した場合は、関係省庁、関係府県及び原子力災

害等が発生した原子力事業所の原子力事業者等からの情報収集に努めるとともに、必要に応じ、

入手した情報を市等関係機関に提供することとする。 

また、県、市は、必要に応じ、災害広報等の応急対策を実施することとする。 

原子力発電所の事業者は、運転する原子力発電所において、原子力災害が発生した場合又は

発生するおそれがある場合には、県に連絡することとする。 

 

イ 原子力災害時の情報収集・広報、住民相談窓口の設置 

（ア） 災害情報の収集及び報告 

原子力発電所の事業者は、運転する原子力発電所において、原子力災害が発生し又は

発生するおそれがある場合には、県に対して、情報連絡を行う。 

市は、県と密接な連携をとり、情報の入手に努める。また、放射線量の測定を行った

ときは、県等に連絡する。 

（イ） 災害広報 

県外で原子力災害等事案が発生した場合には、関係省庁、関係府県等から収集した情

報及び必要に応じ実施される市内におけるモニタリング結果等に基づき、専門家の意見

を踏まえ、市内への影響について、迅速かつ的確に広報する。 

市は、市民等に対する広報を迅速かつ的確に行う。なお、広報に当たっては、広報窓

口を一元化し情報の不統一を避けるとともに、情報の空白時間がないように定期的な情

報提供に努める。また、原子力災害の特殊性を勘案し、パニック防止、デマ情報への注

意の呼びかけなども行う。 

市、県、報道機関等は、災害による不安・混乱を防止するため、相互に協力して、防

災行政無線、テレビ、ラジオ、災害写真等を媒体とする広報活動を行うこととする。 

（ウ） 住民相談窓口の設置 

市は、住民等からの問合せに対応する住民相談窓口を設置する場合は、窓口の設置場

所、相談方法（電話、電子メール、ＦＡＸ、直接応対）、連絡先等の必要事項を広報する。 

また、問合せの多い内容については、その回答と併せて広報活動を実施し、住民相談

窓口にあった質問を有効に活用する。 

 

   

（５）原子力災害等における避難等の実施 

事業所外運搬、県外原子力災害等事案に係る原子力災害等の発生など不測の事態に備え、必要

な避難対策について定める。 
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ア 避難基準 

（ア） 内閣総理大臣からの避難勧告等の実施の指示があったとき（原災法第 15 条）。 

（イ） 事故等により、予測線量が、原子力安全委員会が定める下表に掲げる指標に該当する

と認められるとき。 

（ウ） その他核燃料物質、核原料物質、放射性同位元素又は放射線により地域住民が危険に

さらされるおそれがあるとき。 

屋内退避及び避難等に関する指標 

予測線量（単位：ｍSv） 

防護対策の内容 

外部被ばく
による実効
線量 
 

○放射性ヨウ素による甲状腺
の等価線量 

○ウランによる骨表面防護対
策の内容又は肺の等価線量 

○プルトニウムによる骨表面
又は肺の等価線量 

１０～５０ １００～５００ 住民は、自宅等の屋内へ退避すること。その
際、窓等を閉め気密性に配慮すること。ただ
し、施設から直接放出される中性子線又はガ
ンマ線の放出に対しては、現地災害対策本部
の指示があれば、コンクリート建家に退避又
は避難すること。 

５０以上 ５００以上 住民は、指示に従いコンクリート建家の屋内
に退避又は避難すること。 

注１）予測線量は、放射性物質又は放射線の放出期間中、屋外に居続け、何らの措置も講じなけ

れば受けると予測される線量である。 

注２）外部被ばくによる実効線量、放射性ヨウ素による甲状腺の等価線量、ウランによる骨表面

又は肺の等価線量、プルトニウムによる骨表面又は肺の等価線量が同一レベルにないとき

は、これらのうちいずれか高いレベルに応じた防護対策をとるものとする。 

※「原子力施設等の防災対策について」（平成12 年５月一部改訂，原子力安全委員会）より 

 

イ 避難所 

施設の収容能力、避難経路、避難所要時間等を勘案の上、指定するが、原則としてコンクリ

ート建物とする。設置期間は、放射性物質による汚染の状況等を勘案の上、国、県等と協議し

て定める。 

 

（６）警戒区域の設定 

（ア） 市長は、対象原子力災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

住民等の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要があると認める区域又は放射

線が５μSv/ｈ以上検出される区域に対し、災害対策基本法第 63条第１項に基づき「放

射線警戒区域」を設定することとする。 

（イ） 放射線警戒区域内の活動に当たっては防護の３原則（距離・時間・遮断）を遵守する

こととする。 

（ウ） 市長は、放射線警戒区域を設定したときは、立入制限、禁止又は退去の措置を講じる

こととする。 

（エ） 市長は、住民等の退去の確認を行うとともに、可能な限り防犯のためのパトロールを
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実施することとする。 
 

（７）救急・救助活動の実施 

負傷者等の発見、通報から搬送、救急医療の提供に至るまでのケア対策については、『第３編第

１部第３章第３節 被災者救出計画』及び『第３編第１部第３章第４節 救急医療対策計画』に

準じて適切に行う。 

（８）消火活動の実施 

西はりま消防組合は、事業者からの情報や専門家等の意見と消防庁が定める「原子力施設等に

おける消防活動対策マニュアル」を基に、消火活動方法を決定するとともに安全性の確保に努め、

迅速に消火活動を行う。 

（９）飲料水、飲食物の摂取制限等の実施 

市は、飲料水、飲食物及び農林水産物の汚染度が、原子力安全委員会が定める指標を超え、又

はそのおそれがあると認められるときは、住民に対し、汚染飲料水の飲用禁止、汚染飲食物の摂

取制限・禁止、汚染農林水産物の採取、漁獲の禁止、出荷制限等の必要な措置を講じる。 

（10）放射性物質による汚染の除去 

事業者は、市、県、国及び防災関係機関と連携し、周辺環境における除染、除去を行うものと

する。市は、県と協議し、事業者による速やかな汚染物質の除去及び除染が行われるよう、国の

専門家等の助言を踏まえ、必要な措置を講じることとする。 

放射性物質が発見された場所の管理者は、当該放射性物質の除去等を行うこととする。この際、

市は、県と協議し、速やかな汚染物質の除去及び除染が行われるよう、国の専門家等の助言を踏

まえ、必要な措置を講じることとする。ただし、当該不法廃棄等を行った者が直ちに判明したと

きは、不法廃棄等を行った者に除去及び除染を実施させることとする。 

（11）社会秩序の維持対策 

市は、流言飛語の防止等について、県の措置に準じて適切に行う。また、対象原子力災害等の

事後に実施する環境放射線モニタリングについて、市は必要に応じて県と協議を行い、住民等が

理解しやすい結果内容の広報に配慮する。 

なお、市は、県から各種制限措置の解除の指示があったときは、特別の理由がない限り、応急

対策として実施された放射線警戒区域、放射線危険区域、飲料水・飲食物の摂取制限及び農林水

産物の採取・出荷制限等の各種制限措置の解除を行い、市内における安全が回復した旨を発表す

る。 

（12）心身の健康相談体制の整備 

原子力災害においては、避難に伴う環境の変化による精神的負担に加え、放射性物質等による

被ばくや汚染に対する不安を与える可能性がある。市は、国及び県と連携し、不安軽減のための

適切な情報を提供するとともに、心身の健康の保持・増進に努めるため、避難行動要支援者にも

配慮し、心身の健康に関する相談窓口を設置するなどの体制を確立する。 
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高圧ガスに対する災害時における応急措置及び被害拡大防止措置を実施する。 

 

 

第 40 節 高圧ガス事故応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 
防災班（危機管理課、総務課） 

（１）緊急通報 

（２）災害対策本部等の設置 

（３）応急処置の実施 

（４）防災資機材の調達 

（５）被害の拡大防止措置及び避難 

事 業 者 関係機関への通報、応急対策措置 

 

３ 取組み内容 

（１）緊急通報 

（ア） 事業者は、高圧ガス施設が発災又は危険な状態となった場合はあらかじめ定められた

情報伝達経路により防災関係機関（県、県警察本部、市、西はりま消防組合、海上保安

本部）に通報することとする。 

（イ） 通報を受けた防災関係機関は、状況に応じて他の防災関係機関と連絡調整を図ること

とする。 

 

（２）災害対策本部等の設置 

事業者は、高圧ガスに関する災害が発生した場合は、二次災害の発生を防止するため、速やか

に事業所内に災害対策本部等を設置し、防災関係機関と連携して応急対策を実施することとする。 

 

（３）応急処置の実施 

事業者及び防災関係機関は連携し、高圧ガスの性質（毒性、可燃性、市燃性等）に応じた適切

な応急処置を実施することとする。 

（ア） 状況により、設備を緊急運転停止 

（イ） 火災が発生した場合、消火、高圧ガスの移動、安全放出、冷却散水 

（ウ） ガスが漏洩した場合、緊急遮断等の漏洩防止措置 

（エ） 状況により、立入禁止区域及び火気使用禁止区域の設定 

（オ） 状況により、防災要員以外の従業員の退避 

（カ） 発災設備以外の設備の緊急総点検 

（キ） 交通規制、船舶航行禁止措置 
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（４）防災資機材の調達 

（ア） 事業者は、防災資機材が不足し、又は保有していない場合、直ちに近隣の事業所等か

ら調達することとする。 

（イ） 県、消防機関は、事業者による防災資機材の確保が困難な場合は、連携して防災資機

材を調達することとする。 

（ウ） 県警察本部、消防機関、海上保安本部は、防災資機材の緊急輸送に協力することとす

る。 

 

（５）被害の拡大防止措置及び避難 

（ア） 事業者は、可燃性ガス又は毒性ガスが漏洩した場合は、ガス探知器等で漏洩したガス

の濃度を測定し拡散状況等の把握に努めることとする。 

（イ） 防災関係機関は、被害が拡大し事業所周辺にも影響を及ぼすと予想される場合は、周

辺住民等の避難について協議することとする。 

（ウ） 市は、必要に応じ避難の勧告、指示（緊急）を行うこととする。また、避難所につい

ては地域防災計画に定めるところによる。 
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火薬類事故については、当該事業所・事業者等が西はりま消防組合等関係機関に通報の上、当

該事業所・事業者等の定める計画により実施するが、災害の規模、態様によっては、県、市その

他関係機関が総合的な対策を実施する。 

 

 

第 41 節 火薬類事故応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）緊急通報 

（２）災害対策本部等の設置 

（３）応急措置の実施 

（４）避難 

関係機関 事 業 者 関係機関への通報、応急対策措置 

 

３ 取組み内容 

（１）緊急通報 

（ア） 事業者は、火薬類施設が発災又は危険な状態となった場合は、あらかじめ定められた

情報伝達経路により防災関係機関（市、県、西はりま消防組合、県警察本部）等に通報

することとする。 

（イ） 通報を受けた防災関係機関は、状況に応じて他の防災関係機関と調整を図ることとす

る。 

（２）災害対策本部等の設置 

事業者は、火薬類に関する災害が発生した場合は、速やかに事業所内に災害対策本部等を設置

し、防災関係機関と連携して応急対策を実施することとする。 

（３）応急措置の実施 

事業者は、防災関係機関との連携を密にし、火薬類の性質に応じた適切な応急措置を講ずるこ

ととする。 

ア 火薬類製造所における応急措置 

（ア） 作業者は原則として機械を停止して安全な場所に移動し、待機するとともに合成反応

の仕込みの停止等の二次災害防止のための措置を行うよう努めることとする。 

（イ） 火災・爆発が発生した場合、主として延焼防止活動を行うとともに、消防機関（先着

の消防隊員）に消火活動等に必要な情報を提供することとする。 

監督者は、その判断により防災要員以外の作業者を定められた順路に従って、安全な

場所へ避難させることとする。 
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イ 火薬庫における応急措置 

（ア） 事業者は、火薬庫周辺に火災が発生し、又はその延焼により貯蔵中の火薬類に引火爆

発のおそれが生じた場合、貯蔵中の火薬類を近隣の火薬庫等に速やかに搬出することと

する。なお、搬出に当たっては、県警察本部、消防機関及び県等の関係機関と連携を密

にして対処することとする。 

（イ） 事業者は、時間的余裕がない等の事情により搬出ができないときは、消防機関（先着

の消防隊員）に火災の消火活動等に必要な情報を提供するとともに、火薬類に対して状

況に応じた安全措置を行うこととする。 

ウ 販売所（庫外貯蔵所）における応急措置 

（ア） 事業者は、庫外貯蔵所周辺に火災が発生し、又はその延焼により貯蔵中の火薬類に引

火爆発のおそれが生じた場合、貯蔵中の火薬類を自社の火薬庫等に速やかに搬出するこ

ととする。搬出に当たっては、県警察本部、消防機関及び県等の関係機関に対して、連

携を密にして対処することとする。 

（イ） 事業者は、時間的余裕がない等の事情により搬出ができないときは、消防機関（先着

の消防隊員）に消火活動等に必要な情報を提供するとともに、火薬類に対して状況に応

じた安全措置を行うこととする。 

エ 消費場所における応急措置 

（ア） 火薬類の使用者は、土砂崩れ、鉄砲水等により火薬類が土中に埋没した場合、火薬類

が存在するおそれのある場所を赤旗等で標示し、見張り人を置き、関係者以外を立入禁

止とすることとする。なお、土砂を排除した後、現場の状況に応じた適切な方法で火薬

類を回収又は廃棄することとする。 

（イ） 火薬類の使用者は、雷が消費場所周辺に発生すれば、発破作業を中止することとし、

雷雲の発生、接近を察知するため、作業前に気象情報を把握するとともに、発破場所に

雷検知器又はラジオを持ち込むこととする。 

オ 運搬中における応急措置 

（ア） 運搬者は、火薬類の運搬作業中に事故等が発生した場合、安全な場所に車両又は火薬

類を移動させ、火薬類が落下・散乱した場合は、速やかに回収し火薬類の盗難防止のた

め、警戒監視することとする。 

（イ） 運搬者は、車両に損傷を受けたとき等の緊急措置が必要な場合、荷送人又は運搬事業

主へ速やかに報告し、その指示を受けることとする。荷送人は必要な指示を行うととも

に、代替車の手配及び近隣火薬庫占有者等への保管委託等を行うこととする。 

（４）避難 

市は、必要に応じ避難の勧告、指示（緊急）を行うこととする。また、避難所については地域

防災計画に定めるところによる。 
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毒物・劇物に関する災害時における応急措置及び被害の拡大防止措置について定める。 

 

 

第 42 節 毒物・劇物事故応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防災班（危機管理課、総務課） 

（１）事業者等の通報 

（２）応急措置 

（３）避難 

関係機関 事 業 者 関係機関への通報、応急対策措置 

 

３ 取組み内容 

（１）事業者等の通報 

事業者は、毒物・劇物が流失し付近住民に保健衛生上の危害を及ぼす危険が発生した場合に、

市、県健康福祉事務所、西はりま消防組合、県警察本部等へ緊急通報を行うこととする。 

 

（２）応急措置 

（ア） 市は県とともに、事業者から緊急通報があった場合、事業者にマニュアルによる対応

を徹底することとする。 

（イ） 消防機関は、火災が発生した場合、施設防火管理者と連絡を密にして、延焼防止、汚

染区域の拡大の防止に努めることとする。 

（ウ） 市は県とともに、大量放出に際しては、医療機関へ連絡するとともに、消防機関、県

警察本部等は連携して被災者の救出救護、避難誘導を実施することとする。 

 

（３）避難 

市長等は、必要があれば避難の勧告、指示（緊急）を行うこととする。 
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爆発事故、ＢＣ災害等の突発重大事案であって、多数の死傷者を伴う社会的反響の大きい災

害から、市民を守るための各種応急対策について定める。 

 

 

第 43 節 突発重大事案応急対策計画 

１ 基本方針 

 

 

 

 

２ 実施主体 

 担  当  班 項     目 

市 担 当 防 災 班（危機管理課、総務課） 

（１）突発重大事案発生時の対応 

（２）現地災害対策本部の設置 

（３）現地災害対策本部の機能 

（４）現地災害対策本部の設置場所 

（５）現地災害対策本部の廃止 

（６）ＢＣ災害による被害発生時の措置 

（７）雑踏事故対応の実施 

 

３ 取組み内容 

（１）突発重大事案発生時の対応 

（ア） 市長は、事故現場に出動した県警察本部、消防機関、海上保安本部等の機関から突発

重大事案発生の連絡を受け、又は自ら認知した場合は、県に通報することとする。 

（イ） 市は、当該事案の状況により、災害対策本部等を設置し、関係防災機関に連絡を行う

とともに、状況により、職員を現場に派遣することとする。 

（２）現地災害対策本部の設置 

市長は、突発重大事案が発生した場合、原則として、現地又は適当な場所に現地災害対策本部

を設置することとする。 

（３）現地災害対策本部の機能 

現地災害対策本部は、防災関係機関の効率的な活動及び事案の規模、被災状況等情報の統一化

を図るため、次に掲げる事項を処理し、総合的な連絡調整に当たることとする。 

（ア） 災害情報の収集及び伝達 

（イ） 広報 

（ウ） 防災関係機関の情報交換 

（エ） 防災関係機関相互間における応急対策の調整 

（オ） 防災関係機関に対する応援要請 

（カ） その他必要な事項 
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（４）現地災害対策本部の設置場所 

（ア） 市長は、事故現場付近で防災関係機関の連絡責任者が集合しやすい場所を選んで本部

を設置し、表示することとする。 

（イ） 各防災関係機関の連絡責任者は、現地災害対策本部において、必要な連絡調整に当た

ることとする。 
 

（５）現地災害対策本部の廃止 

市長は、事案に対する応急措置及び応急救助活動が終了したときは、各防災機関の意見を聞い

て、現地対策本部を廃止することとする。 
 

（６）ＢＣ災害による被害発生時の措置 

（ア） 警察官、海上保安官又は消防職員は、ＢＣ災害により、人の生命又は身体の被害が生

じ、又は生じるおそれがあると認めるときは、法令の定めるところにより、相互に連携

し、その被害に係る場所への立入りを禁止し、又はこれらの場所にいる者を退去させ、

原因物品等を回収若しくは廃棄し、その他その被害を防止するために必要な措置をとる

こととする。 

（イ） 市民は、サリン等若しくはＢＣ災害等の原因となる物質若しくはこれらの物質を含む

物品を発見し、又はこれらが所在する場所を知ったときは、速やかに警察官等に通報す

ることとする。 

（ウ） 市は県と協力し、ＢＣ災害の原因となる物質の発散により、人の生命又は身体の被害

が生じ、又は生じるおそれがあると認めるときは、時機を失することなく自衛隊等の専

門家の派遣を要請することとする。 
 

（７）雑踏事故対応の実施 

（ア） 雑踏事故発生のおそれがある場合の現場の対応 

群集の密度、行動等から雑踏事故発生のおそれがあると認識した開催者､警備員､警察

官等は相互に連絡をとり、拡声器等を使用して群集に対し周辺の状況を説明し、警備員

等への協力を求めるとともに、必要に応じて入場制限、誘導等の措置により群集の分断、

整理を行うこととする。 

（イ） 雑踏事故発生時の対策 

行事の主催者又は鉄道事業者等は、雑踏事故が発生した場合、迅速に消防機関、警察

署等にその旨通報するとともに､ 負傷者を搬送し、救護活動に必要な場所を確保するな

ど、応急措置に努めることとする。 

消防機関は、会場及び周辺の道路の混雑状況等､ 消防活動を実施する上で必要な情報

を的確に把握し、救急・救助活動に迅速に着手することとする。また、必要に応じて、

広域応援を他の消防機関又は県に要請することとする。多数の負傷者が発生した場合、

医療機関と連携を取り、医師の派遣及び搬送先の医療機関の確保を的確に行うこととす

る。 

警察署は、事故の拡大防止と負傷者の救護に最善の努力を払うこととする。また、事

故現場の群集から負傷者を隔離するとともに、救護活動に必要な道路及び場所を確保す

ることとする。 


